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指標等を活用した地域の実情に応じた肝炎対策均てん化の促進に資する研究 

 
研究代表者：考藤達哉 国立健康危機管理研究機構 国立国際医療研究所 肝炎・免疫研

究センター 研究センター長 
 

研究要旨：（背景）2022 年肝炎対策基本指針の見直しが行われ、WHO が提唱してい

る 2030 年までのウイルス肝炎の撲滅（Elimination）を視野に入れ、全国で均てん化

された肝炎医療・肝炎対策の推進の必要性が改めて強調された。先行研究班では、全

国で共通した「尺度＝指標」を用いて肝炎医療・肝炎対策を評価し、改善のための提

言を行うことを目指して研究開発を行った。 
（目的）本研究班では、先行研究班（指標班・拡充班）で作成、調査を実施した各事

業指標を継続運用する。具体的には、①肝炎政策に係る各事業、医療実施主体別に事

業実施、医療提供の程度と質を評価する指標の有用性を、自治体、拠点病院、厚生労

働省、肝炎情報センターの 4 者で評価・検証し、総合的な肝炎政策の推進に向けた具

体的な取り組みの提言を行う。②ウイルス肝炎検査に関する全国調査（国民調査）を

実施し、これまでの国民調査と比較することで、ウイルス肝炎検査に対する国民意識

の変化、肝炎施策の認知度の向上等を明らかにする。③臨床的肝硬変移行率を推計

する指標、方策を確立し、疫学的病態推移と比較することで有効性・妥当性を評価す

る。④一般国民に対する波及力の高い肝炎啓発方法の確立を目指して新規エディテ

インメント資材を開発・運用する。 
（方法）①R６年度は、拠点病院、専門医療機関を対象に肝炎医療指標（拠点病院向

け 29、専門医療機関/向け 16）、病診連携指標（6）を、都道府県を対象に自治体事業

指標（19）を、拠点病院対象に拠点病院事業指標（21）を調査・解析した。②「未

受検」判定既受検層、非認識受検層の要因究明と検査経験率の推計を目的とする受検

率全国調査（国民調査 2024）を実施した。③脂肪性肝疾患における病態進展関連因

子を検討した。④肝炎すごろくを基軸に「啓発指標」を作成・評価した。 
（結果）①拠点病院、専門医療機関においては、肝疾患診療連携拠点病院において

は、ブロック別の特徴を示しながらも全体的には均てん化された肝炎医療が提供さ

れていた。R5 年度指標値が低かった北海道東北ブロックも改善した。へき地尺度

Rurality Index for Japan (RIJ)を用いた全国の肝疾患専門医療機関配置状況では都市部に

57.1%が配置されており、中でも関東甲信越で多くの施設（70.1%）が配置されていた。

北海道東北、中国四国、九州では非都市部（特に都市近郊）への配置が最も多かった。診

療連携指標、ICT を用いた診療連携実施率は R5 年度より増加した。自治体事業指標

に関して肝炎医療コーディネーター配置率は、拠点病院、専門医療機関、市町村、保

健所いずれも有意に増加した。啓発活動、研修事業において WEB を活用した形式で

実施数・参加者数ともにコロナ後、回復傾向であった。②国民調査 2024 では全対象

者 15,000人に対して 4,416人から回答を得た（回収率 29.4％）。認識受検率は、HBV
検査が 18.4％、HCV 検査が 14.5％であり、前回調査（2020 年度：HBV 17.1％、HCV 
15.4％）と比較して大きな変動は認められなかった。一方、非認識受検を補正した検

査受検経験率は、HBV で 88.2％、HCV で 79.2％となり、2020 年度（HBV 85.5％、

HCV 76.4％）から上昇していた。③MASLD 診断に用いられる心代謝関連因子の

MASLD 病態進展への関与を Nation-wide データベースを用いて検討した。因子を 1
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〜5個持つ症例における心血管イベントリスクを検討すると、数の増加に従って心血

管イベントリスクは増加した。一方肝関連イベントに関しては数の増加とリスクの

増加には関連を認めなかった。④「肝炎すごろく第 3 版」のユーザビリティ調査を

実施した。改訂版では HBワクチンの定期接種開始時期に係る設問、肝発がんの可能

性がある肝疾患についての設問の正答率が向上していた。ウイルス性肝炎の感染経

路に係る設問は事前で約６割、事後で約８割の正答率が得られており、正しい知識の

普及が進んでいると考えられた。⑤先行研究班から継続調査を行った全指標の指標

結果を纏めて全国 6箇所の肝炎対策地域戦略ブロック会議等で報告した。 
（考察）肝炎医療指標、肝炎政策関連事業指標の調査と評価を行った。指標の継続調

査によって、肝炎医療の均てん化や肝炎政策事業の進展が評価できることが示され

た。一次医療機関を含めた肝疾患専門医療機関を対象にした全国調査が必要である。

指標結果を各施設、都道府県の担当者で共有し、課題を明らかにすることで、医療・

政策の均てん化が推進される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
A. 研究目的 
 2016 年、肝炎対策基本指針の見直しが行わ

れた。同指針では、肝炎ウイルス検査の受検、肝

炎ウイルス陽性者の受診・受療、専門医療機関・

肝炎診療連携拠点病院等（以下、拠点病院）によ

る適切かつ良質な肝炎医療の提供というスキー

ムの中で、肝硬変又は肝がんへの移行者を減ら

すことが目標と設定されている。しかし上記ス

キームの実施現状調査によると、受検率、肝炎ウ

イルス陽性者のフォローアップ、肝炎医療コー

ディネーターの養成と適正配置など、十分では

ない課題が指摘されている。 
 肝炎ウイルス陽性者のうち非肝臓専門医に受

診した患者が、そのまま専門医療機関、拠点病院

へ紹介されず経過観察されている事例も多い。

各自治体において病診連携を推進し、適切で良

質な医療が提供できる体制を構築する必要があ

る。また肝臓専門医の偏在、医療機関での診療格

差、自治体間で医療体制格差も存在しており、

「良質な肝炎診療」を評価する指標も必要であ

る。肝炎政策の達成目標を肝硬変への移行者の

減少に設定する場合、複数年の病状変化を再現

性良く診断する指標が必要であるが、現在臨床

で使用されている線維化指標（FIB-4など）の妥

当性の評価や新規指標の探索なども必要である。 
 本研究班では、肝炎総合政策の「均てん化」を

達成するために、医療指標、自治体事業指標、診

療連携指標、拠点病院指標を継続調査する。指標

調査結果が次年度の事業目標、肝炎医療にどのよ

うに反映されたかに焦点をあて、各事業・医療主

体別に効果的な運用方法を提案する。指標の妥当

性、有用性を、自治体、拠点病院、厚生労働省、

肝炎情報センターと外部委員（患者団体等含む）

で検証し、総合的な肝炎政策の推進に向けた具体

的な取り組みの提言を行う。 
 

B. 研究方法 
研究班の年度別計画の概要を示す。 
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R5年度 R6年度 R7年度

指標運⽤評価委員会
肝炎対策推進室, 肝臓専⾨医, ⾃治体事業担当者, 患者団体代表, 有識者等

• 肝疾患診療連携拠点病院向け指標（継続調査・運⽤）
• 肝疾患専⾨医療機関向け（全都道府県で拡⼤調査・運⽤）
• 地域の実情に応じた肝炎医療指標の評価法開発

肝炎医療指標
含）病診連携

指標

⾃治体事業
指標

拠点病院事業
指標 指標

運⽤
効果
の
評価

肝
炎
総
合
政
策
へ
の
提
⾔

ウイルス肝炎検査
意識調査（国⺠調
査）・追加調査

先⾏研究班（指標班・拡充班）
（H29~R1, R2~R4）

指標等を活⽤した地域の実情に応じた肝炎対策均てん化の促進に資する研究班（R5~R7年度）

肝硬変移⾏率指標
開発の臨床研究

• ⾃治体事業指標（継続調査・運⽤）
- 専⾨医療機関認定要件指標（継続）全都道府県
- 独⾃の⾃治体事業指標との併⽤運⽤法の提案
- 指標改善に向けての提⾔

• 肝疾患診療連携拠点病院事業指標（継続調査・運⽤）
- 相談⽀援システムデータの解析・運⽤
- アウトカム指標の作成

• 国⺠調査2024計画
(みなし既受検・⾮認
識受検規定要因分析)

• 国⺠調査2024実施と解析
• 政策への提⾔

• 肝線維化進展評価指標の開発（B型肝炎で有効な指標）
• MRE/超⾳波エラストグラフィーの有⽤性の検証

肝炎啓発エデュテイ
ンメント資材の開発

と効果検証

• 啓発資材を⽤いた現場での実践と
アンケート調査

• 啓発効果検証⽅法の開発
• 啓発効果指標の作成

• 啓発指標の調査解析
• 肝炎すごろく改良版
リリース

指標調査結果報告会（H29~R4）
肝炎対策推進室, 肝臓専⾨医, ⾃治体事業担当者, 
患者団体代表, 有識者等

研究分担者： 

田中純子・広島大学・副学長 

玉城信治・武蔵野赤十字病院・副部長 

大座紀子・国立国際医療研究所・肝炎情報

センター・客員研究員 

島上哲朗・金沢大学・准教授 

瀬戸山博子・熊本大学・講師 

竹内泰江・国立国際医療研究所・肝炎情報

センター・客員研究員 

西井正造・横浜市立大学・助教 
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図１：研究班の年度別計画 

 

肝炎医療指標、事業評価指標の運用： 

令和６年度拠点病院向け肝炎医療指標（29 指標）、

専門医療機関向け肝炎医療指標（16 指標）、拠点

病院事業（21 指標）、診療連携指標（6 指標）を

調査・評価した。 
調査方法は下記の通りである。 
・拠点病院向け肝炎医療指標：肝疾患診療連携

拠点病院（以下、拠点病院、全国 72 施設）を対

象に実施 

令和６年 10月 1日〜12月 31日に受診した肝疾

患患者について診察医の診療方針を調査した。

対象となる診察医は主な診療担当医より各施設

で選定することとした（令和元年度と同様の方

針）。 
表１．肝炎医療指標一覧） 

 
・診療連携指標の策定と検討、評価 
令和元年度に作成した紹介率、逆紹介率、診療連

携に関わる 6 指標について拠点病院、専門医療

機関を対象に調査した。令和６年 10 月〜12 月
に受診した肝疾患患者について診察医の診療連

携の現状を調査した。対象となる診察医は主な

診療担当医より各施設で選定することとした。

また各施設の ICT システムの配備・利用状況の

調査を併せて実施した。 

 

表２．診療連携指標一覧 

 
 
・肝疾患専門医療機関向け肝炎医療指標： 

基本方針：(1)専門医療機関の条件を自治体が把

握するために使用可能なものとする、(2)拠点病

院向け肝炎医療指標の項目のうち基本的なもの

を反映する、(3)病診連携指標を含める、(4)肝が

ん・重度肝硬変治療研究促進事業の指定医療機関

認定の有無も含めて調査する、(5)肝炎医療コー

ディネーターの有無も含めて調査する、調査方

針：(1)令和5年度から調査対象自治体を20に増加
した。全国各ブロックから20の自治体を選定、(2)
各自治体あたり5施設への調査依頼を想定。計10
0施設をめど。施設選定は各自治体に一任する、

(3)振り返り調査とする（2024年4月～9月の実績

調査）、(4)医事課担当者が記入可能な内容にする、

(5)レセプト病名ベースでの判断とする。 
 
・自治体事業指標：全都道府県を対象として、肝

炎対策推進室が毎年 6 月-9 月に実施している自

治体事業調査結果から、自治体事業指標該当項

目を抽出し評価した。計 19 指標を以下のデータ

ソースを用いて算出した。 
� 各年度肝炎対策に関する調査（厚生労働省 

健康局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室調

べ） 
� 各年度肝炎ウイルス検査受検者数（特定感染

症検査等事業）：「特定感染症検査等事業実績

報告」（厚生労働省 健康局 がん･疾病対策課 
肝炎対策推進室調べ） 

� 各年度肝炎ウイルス検診受検者数（健康増進

事業）：「地域保健・健康増進事業報告 （健

康増進編）」（政府統計） 
� 各年度医療費助成対象者数：「各年度肝炎医

療費支払状況等調」（厚生労働省健康局がん・

疾病対策課肝炎対策推進室調べ） 
� 各年度医療費助成対象者数：「各年度肝炎医

療費支払状況等調」（厚生労働省健康局がん・

疾病対策課肝炎対策推進室調べ） 
� 都道府県別治療患者数：肝炎等克服政策研究

事業「肝炎ウイルス感染状況の把握及び肝炎

ウイルス排除への方策に資する疫学研究」

（研究代表者 田中純子）令和 2 年度報告書 
� 各年度都道府県別人口：「人口推計」（政府統
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計） 
� 各年度肝がんの罹患数：国立がん研究センタ

ーがん情報サービス「がん登録・統計」（全

国がん登録） 
� 各年度肝がん死亡者数：国立がん研究センタ

ーがん情報サービス「がん登録・統計」（人

口動態統計） 
� 各年度市町村数：e-stat 
 

・拠点病院事業指標：令和６年度は令和５年度

実績について拠点病院（全 72 施設）を対象とし

て実施。肝炎情報センターが実施する令和６年

度拠点病院現状調査と併せて、令和５年度実績

について令和６年 6月-7月に調査した。 
 

・啓発事業指標 

啓発事業の評価として、①情報発信方法の評

価、②受け手の理解度の評価を行った。①につ

いて全国 72 施設の拠点病院において、拠点病院

及び肝疾患相談・支援センターの HP が設置さ

れ、様々な情報発信が為されており、以下の掲載

項目について令和 7 年 1月に調査した。 

 
表３：指標項目案（情報発信方法の評価） 

 
②について以下の項目を、拠点病院事業指標調

査と合わせ、令和 5 年度実績について令和 6 年

6月-7月に調査した。 

 
表４：啓発事業指標 

 

ウイルス肝炎検査受検状況等把握調査（国民調

査）： 

2020 年度国民調査では、2017 年度調査と比べ

て、3 年経過したにもかかわらず HBV・HCV と

もに認識受検率が 3%低下、検査受検経験率はほ

ぼ変わらなかった（認識受検率 HBV17.1%、

HCV15.4%%、検査受検経験率 HBV71.1％、

HCV59.8%）。 
その原因としては、国民調査における、「認識受

検」「非認識受検」「未受検」分類アルゴリズムで

は、検査受検経験率を過小評価している可能性

が考えられた。すなわち、「住民検診・人間ドッ

クなどで肝炎ウイルス検査を受検したが、その

ことを忘れ、かつ非認識受検の条件である手術・

妊娠・献血の経験がない人」を識別できず、「未

受検者」として分類している可能性があるため

である。 

 
図２：「未受検」判定既受検者の割合をもとに補正した検

査受検経験率 

 
そこで、2022 年度には、住民検診にて肝炎ウイ

ルス検査を受検した人のうち、受検したことを

忘れ、かつ非認識受検の条件（手術・妊娠・献血）

に該当せず「未受検者」として誤分類されている

ものの割合を把握した。また、その割合を元に

2020 年度国民調査で得られた検査受検経験率の

補正をこころみた。その結果、B型肝炎ウイルス

検査受検経験率は 71.1％から 85.5％に、C 型肝

炎ウイルス検査受検経験率は 59.8％から 76.4％
に、それぞれ補正された。 
令和 6 年度、国民の検査受検経験率をアップ

デートし、受検状況の改善度や課題を明らかに

することを目的とし、国民調査 2024 を実施した。

全対象者 15,000人に対して調査票の郵送を行い、

4,416人より有効回答を得た（回収率 29.4%）。

これまで一度でもウイルス肝炎検査を受検した

「経験率」を図３の通り定義した。 

指標項⽬案（情報発信⽅法の評価 ）９項⽬

定数＝１有り=1, なし=0肝疾患相談センターの説明ＨＰ­１

定数＝１有り=1, なし=0国の助成制度の説明ＨＰ­２

定数＝１有り=1, なし=0⾃都道府県の肝疾患専⾨医療機関掲載ＨＰ­３

定数＝１有り=1, なし=0肝疾患説明ＨＰ－４

定数＝１有り=1, なし=0就労⽀援に係る案内ＨＰ－５

定数＝１有り=1, なし=0肝炎訴訟に係る案内ＨＰ－６

定数＝１有り=1, なし=0患者会に係る案内ＨＰ－７

定数＝１
オンデマンド配信有り=3、
配布資料掲載有＝2、
Agendaのみ＝1、 なし=0

市⺠公開講座の内容について公開ＨＰ－８

定数＝１
オンデマンド配信有り=3、
配布資料掲載有＝2、
Agendaのみ＝1、 なし=0

医療従事者講習会の内容について公開ＨＰ－９

（分⼦） （分⺟）（項⽬）



 
 
 

5 

 
図３：肝炎ウイルス検査受検経験率―認識受検・非認識受

検の定義― 

 
 
肝硬変移行率評価指標の開発と運用方法の確立 
肝線維化進行例を早期に発見して治療を行うこ

とは肝硬変や肝がんの抑止に重要な課題である

が、肝線維化進展例を簡便に発見する方法はい

まだなく、その開発は依然として重要な課題で

ある。また糖尿病などの生活習慣病の合併が肝

疾患の進展に寄与することは知られているが、

生活習慣病をどの程度コントロールすれば肝疾

患の進展抑止につながるかという明確な治療目

標は依然として設定されていない。そこで肝線

維化を評価する評価指標、肝病態進展を抑止す

る糖尿病のコントロール基準の指標を明らかと

することを目的とした。 
日本における保険請求データベースを用いて、

脂肪性肝疾患（MASLD）における HbA1c値と肝

関連イベント、心血管イベントの発生率を検証

し、適切な HbA1cコントロール基準について検

討を行った。MASLD 診断に係る心代謝関連因子

（５因子）と心血管イベント、肝疾患関連イベン

トの関連を検討した。 
 
肝炎啓発エデュテインメント資材の開発 
肝炎ウイルス検査受検率の向上、特に認識受検

率の向上のためには、一般国民に対する波及力

の高い肝炎啓発方法の開発が必要である。従来

の PR 活動やキャンペーン活動とは一線を画す

る新規エディテインメント資材（肝炎すごろく）

を用いた啓発活動の実践と効果検証、それを基

にしたより浸透力・知識定着率の高い資材への

Update を行った（改訂３版）。具体的には、肝炎

すごろくとその簡易版「肝ぞうライフすごろく」

について、多数の機関（拠点病院や小学校・大学・

高等学校など）への配布や多様なイベント出展

（日本科学未来館とコラボレーション）による

市民展開を実施することで、すごろくの使用感・

学習効果検証を継続した。そこから得られたフ

ィードバックを元に、肝炎すごろくについては

プレイをより円滑にするために、デザインの微

修正を行い、第 3版を制作・増刷した。啓発評価

方法の検討については、肝炎すごろくを用いた

プレイ前後で実施する簡易テストを令和４年度

までで開発し評価用に使用していたが、一部の

設問について、プレイ後で正答率が下がる傾向

が認められたため、その理路について検証を行

った。 
令和６年度「肝炎すごろく」の啓発効果のエビ

デンスレベル向上を企図して、同一内容を基に

したリーフレット（全 4ページ）および動画教

材（8 分 40秒）を作成し、3群比較試験の研究

デザインを策定した。教材間の比較により、そ

れぞれの教育的・情緒的・自分ゴト化効果を評

価可能とする設計とした。 
また、対面啓発が難しい層への対応として、Web
ブラウザ上で解答・解説ができるクロスワード

パズルを試作した。 
 
C. 研究結果 
肝炎医療指標、自治体事業指標、拠点病院事業

指標の評価 
肝炎医療指標 
拠点病院を対象とした本調査における回収率は

91.6%（66 施設）で前回調査と同等であった。 
重要指標 17項目のうち全国平均が目標値（0.8）
に満たない指標は、日常診療における Child- 
Pugh スコアの使用（肝炎-2）（指標値平均 0.79）、
上部消化管内視鏡検査の定期実施肝硬変患者に

おける定期内視鏡（肝硬変-1）（指標値平均 0.65）
に関する指標であった。前回調査で新たに未達

成項目となった DAA 治療に関する 2 指標は改善

していた。内視鏡に関する指標について検査の

必要性および検査を実施しない理由について調

査した。検査の「必要性が低い」あるいは「必要

でない」と回答した施設はなく、すべての施設が

必要性を認識している一方で、実施しない理由

としては「他院でしている」「同意書の取得に割

く時間がない」、「オーダーが煩雑」などが挙げら

れた。 
過去 4回（2018 年、2020~2022 年）の調査にお

いて、5つの大項目（肝炎・肝硬変全般、C型肝

炎、B型肝炎、肝硬変、肝炎制度）は概ね均一な

診療が行われていたが、2023 年度調査に引き続

き肝硬変分野において指標値の低値が目立った。 
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図４：肝炎医療指標レーダーチャート（大項目） 

 
ブロック別では前回低値が目立った北海道東北

ブロックにおいて他 5 ブロックとほぼ同程度に

回復した。 
 
診療連携指標の策定と検討、評価 
本調査における回収率は 91.6%（66 施設）であ

った。 
拠点病院において初診のウイルス性肝炎患者の

うち、年々低下を示していた HCV 患者の他院か

らの紹介率が増加していた。逆紹介率、他院との

診療連携率は HBV と HCV で違いを認めず、他

院との診療連携率はかかりつけ医へ「必ず」診療

情報提供を行う率とほぼ同様の値であった。ま

た ICTを積極的に利用している施設では紹介率、

逆紹介率が平均より高値であった。ICT への施設

参加は進みつつあり、肝疾患への利用割合は

2023 年度と比較して 10%増（10 施設→17 施設）

であった。 
拠点病院で ICT システムを利用している施設は

41.7%であり、前回調査（52.3%）より低下して

いた。その一方で、肝疾患診療に積極的に利用し

ている施設の割合はその 56.7%（前回 29.4%）

と増加していた。 
 
専門医療機関向け肝炎医療指標 

対象自治体：20 
回答を得られた自治体 19/20(95%) 
回答を得られた専門医療機関 86/100(86%) 

 
図５：肝炎医療指標一覧（専門医療機関向け） 

 

 

I.施設要件等 
• 84％が肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業

の指定医療機関である 
• 半数以上は二次医療機関からの回答であっ

た。 
• 今回も一次医療機関からの回答を得た 
• 常勤及び非常勤の肝臓専門医が診療に従事

している。 
• 常勤ないし非常勤の肝炎医療コーディネー

ターが従事している 
• 72.3%の施設が肝疾患専門医療機関の整備

方針及び選定の要件を満たしていると回答

した。 
 

 
図６:肝炎医療指標結果（専門医療機関向け）施設要件等 2 
 
Ⅱ．ウイルス肝炎のべ患者数 
・ 外来＋入院ののべ患者数は HBV 1,649 名、

HCV 1,291名（平均値）  
  

Z score（標準スコア）︓平均を０、標準偏差を1として表記

-2

-1

0

1

2
肝炎・肝硬変全般

C型肝炎

B型肝炎肝硬変

肝炎制度
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I. 施設要件等
(1)  肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業の指定医療機関かどうか
(2)  回答医療機関が一次、二次、三次医療機関のいずれに該当するか
(3)  のべ外来患者数
(4)  のべ入院患者数
(5)  肝臓専門医又は指導医(常勤）の数✝

(6)  肝臓専門医又は指導医（非常勤）の数✝

(7)  日本消化器病学会消化器病専門医、専門医療機関の条件に合致するよう研修等受講のいずれかを満たす医師数* ✝

(8)  腹部エコー検査を実施しているB型・C型肝炎患者数
(9)  肝炎医療コーディネーターの数（常勤・非常勤を問わず）
(10) 都道府県における専門医療機関の整備方針及び選定の要件を満たしているかどうか

II. ウイルス肝炎患者診療数
B型肝炎患者（のべ診療数）§、C型肝炎患者（のべ診療数）‡

III. ウイルス肝炎患者治療数
B型肝炎患者（治療数） （IFN使用患者数、核酸アナログ処方患者数）、C型肝炎患者（治療数）（DAA処方患者数）

IV. 肝がん患者治療数
肝切除症例数、局所療法患者数、TAE/TACE施行患者数、化学療法施行患者数（TACEを除く薬物療法）

V. 院内連携指標
院内における肝炎ウイルス検査陽性者の消化器・肝臓専門医への紹介システムの有無

VI. 病診連携指標
(1)  ウイルス肝炎初診患者数§ ‡ （うち、かかりつけ医ないし拠点病院からの紹介患者数）
(2) 逆紹介患者数/ウイルス性肝炎初診数§ ‡

(3)  肝疾患についてセカンドオピニオン外来を行っているかどうか
(4)  肝疾患についてセカンドオピニオン目的に他医療機関へ紹介したB型・C型肝炎患者数§ ‡

*常勤・非常勤を問わない✝外来のみの診療でも可 § 無症候性キャリア、慢性肝炎、肝硬変、肝がんを問わず ‡慢性肝炎、肝硬変、肝がん、治癒後を問わず

指標一覧

集計結果
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図７：肝炎医療指標結果（専門医療機関向け）ウイルス肝

炎治療のべ患者数 
 

Ⅲ.  ウイルス肝炎治療のべ患者数 
・ 専門医療機関で抗ウイルス治療を実施して

いる実態が確認された。 
・ C型肝炎に対する IFN治療件数が引き続き0。 
・ C型肝炎に対する DAA 治療件数が減少傾向。 

 

 
図８：肝炎医療指標結果（専門医療機関向け）ウイルス肝

炎治療のべ患者数（自施設） 
 
Ⅳ．肝がん治療のべ患者数 
・ 専門医療機関の要件「肝がんの高危険群の同

定と早期診断」のみならず、肝がん治療その

ものも実施していた。 
 
Ⅴ. 院内連携指標 
・ 57％の施設で肝炎ウイルス検査陽性者の消

化器・肝臓専門医への紹介システムがあった 

 
図９：肝炎医療指標結果（専門医療機関向け）病診連携指

標（ICT1） 
 

 
図 10：肝炎医療指標結果（専門医療機関向け）病診連携指

標（ICT２） 
 

Ⅵ. 病診連携指標 

・ 専門医療機関とかかりつけ医との連携が確認

された。一方で、拠点病院との連携は少なか

った 
・ 54.7%の施設がセカンドオピニオン外来を実

施していた 
・ 専門医療機関から他医療機関にセカンドオピ

ニオン目的に紹介したウイルス性肝炎患者は

平均0.1名であった 
・ 51％の施設が地域医療連携ネットワークサ

ービスに参加していた。肝炎診療連携にも当

該ネットワークさビスを積極的に使用してい

る施設は21%であった 
 

 
 
 
 

 

 
自治体事業指標（19 指標） 
以下に各指標の内容、指標値を示す。グラ

フのプロットは、各都道府県の指標値を示

す。 
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1） 自治体検診 1 肝炎ウイルス検査実施市

町村の割合（健康増進事業分） 

 
図 11：自治体検診１ 

 
2） 自治体検診 2 40歳以上人口 10万人あ

たりの肝炎ウイルス検査受検率（健康

増進事業分、HBs抗原検査） 

 

図 12：自治体検診２ 

 
3） 自治体検診 3 成人人口 10万人あたり

の肝炎ウイルス検査受検率（特定感染

症検査等事業分、HBs抗原検査） 

 
図 13：自治体検診３ 

 
4） 自治体検診 4 成人人口 10万人あたり

の肝がん粗罹患率（左）、年齢調整罹患

率（右） 
 

 
図 14：自治体検診 4 

 
5） 自治体検診 5 成人人口 10万人あたり

の肝がん粗死亡率（左）、年齢調死亡率

（右） 
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図 15：自治体検診５ 

 
6） 自治体検診 6 Ｂ型肝炎核酸アナログ

製剤治療助成受給率 

 
図 16：自治体検診６ 

 
7） 自治体検診 8 C 型肝炎インターフェ

ロンフリー製剤治療助成受給率 

 
図 17：自治体検診８ 

 
8） 自治体フォローアップ 1 成人 10万人
あたり初回精密検査費用助成制度受

給率 

 

図 18：自治体フォローアップ 1 

 
9） 自治体フォローアップ 2 フォローア

ップ事業実施市町村の割合 
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図 19：自治体フォローアップ 2 

 
10） 自治体フォローアップ3 成人10
万人あたり定期検査費用助成制度受

給率 

 
図 20：自治体フォローアップ 3 

 
11） 自治体施策 1 肝炎対策にかかる

計画・数値目標設定の有無 
 

Year 
計画 数値目標 

有 無 有 無 

2017 47 0 42 5 

2018 47 0 42 5 

2019 47 0 43 4 

2020 47 0 44 3 

2021 47 0 44 3 

2022 47 0 44 3 

表５：自治体施策 1 

 
12） 自治体施策 2 肝炎対策協議会の

開催の有無 
Year 有  無 

2017 47  0 

2018 47  0 

2019 36  11 

2020 35  12 

2021 40  7 

2022 46  1 

＊一都道府県のみ 2019 年度以降、開催な

し。 
表６：自治体施策２ 

 
13） 自治体施策 3、4 成人 10万にあ

たりの肝炎医療コーディネーター養

成人数 累積（左）、新規（右） 

 
図 21：自治体施策 3、4 

 
14） 自治体施策 5 肝炎医療コーデ
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ィネーター資格更新の有無 
Year 有 無 

2017 16 31 

2018 21 26 

2019 23 24 

2020 25 22 

2021 26 21 

2022 26 21 

表７：自治体施策 5 

 
15） 自治体施策 6 肝炎医療コーデ

ィネーター配置状況（拠点病院） 

 
図 22：自治体施策６ 

 
16） 自治体施策 7 肝炎医療コーディ

ネーター配置状況（専門医療機関） 

 

図 23：自治体施策７ 

 
17） 自治体施策 8 肝炎医療コーディ

ネーター配置状況（保健所） 

 
図 24：自治体施策８ 

 
18） 自治体施策 9 肝炎医療コーディ

ネーター配置状況（市町村） 
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図 25：自治体施策９ 

 
令和 3 年度（粗罹患率に関しては令和 1
年度）のデータを用いて、指標係数を算出

し、さらに有意性を検証した。 

 

表８：自治体事業指標と肝がん粗死亡率との相関解析 

（相関係数を示した。有意な相関を認めた

場合は、黄色とした。） 
肝がん粗死亡率は、特定感染症検査等事

業による肝炎ウイルス検査受検率、肝がん

粗罹患率、定期検査費用助成受給率、累積・

新規の肝炎医療コーディネーター養成率

と有意な正の相関を、C型肝炎に対するイ

ンターフェロンフリー治療費用助成受給

率と有意な負の相関を示した。 
 
拠点病院事業指標（21 指標） 
拠点病院事業指標の策定と検討、評価 

拠点病院を対象とした本調査における

回収率は 100%（72 施設）であった。ブ

ロック別および全国の平均調査値を以下

に示す。 
・相談支援（拠点 1－4）表 9 

 

・患者、家族向け講座（拠点 5-6）表 10 

 
・就労支援（拠点 7）表 11 

 

・研修事業（医療従事者向け）（拠点 8－
14）表 12 

 

・市民公開講座（拠点 15－16）表 13 
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・その他（拠点 17－21）表 14 

 
拠点病院事業指標（21 指標）において

は調査実施が困難な指標項目を認めなか

った。ブロック別に事業指標を評価する

と、取組状況に地域差を認める結果だっ

た。 

 
図 26：拠点病院事業指標（ブロック別） 

 
プレコロナ期と比較して、アフターコ

ロナ期に低下した指標としては肝臓病教

室/家族支援講座と研修事業であるが、前

者についてはウィズコロナ期よりも指標

の改善が得られている。また、各施設の詳

細報告を確認すると実施回数は少なくと

も、オンデマンド開催/紙面開催等の開催

工夫が行われ、情報発信機会は保たれて

いる可能性がある。一方で研修事業につ

いては緩徐に指標値の低下を認めた。 

 

図 27：拠点病院事業指標の推移 

 

その内訳は以下の通りで、医療従事者

に対する研修会の実施回数や自治体との

連携が前年度を下回る結果だった。（拠点

-9、11、12） 

 

図 28：拠点病院事業指標の推移（研修事業指標） 

 
市民公開講座に係る指標は調査期間に

おいて横這い～微増していた。先に述べ

た研修事業等と同様に、ウィズコロナ期

に実施回数については低下したもの、そ

れを上回る形で一回あたりの参加人数に

関する指標が経時的に上昇している結果

であった。 

!" # $%&% # ' $% # $($%

!) $# $% $$ $* $$ ( %+

,- #.## $#*.%$ #.## #.+# $.** #.## +*.+/

!" +# '/ ++ +& ++ $0 $/'

!) +# '/ ++ '# ++ $0 $//

,- $.## $.## $.## #.&% $.## $.## #.&&

!" +# '/ ++ '# ++ $0 $//

!) +# '/ ++ '# ++ $0 $//

,- $.## $.## $.## $.## $.## $.## $.##

!" ( $' $# % $# 0 */

!) $# $% $$ $* $$ ( %+

,- #.(# #.%0 #.&$ #./% #.&$ #.%* #.%*

!" * $$ ( $' / # /$

!) * $$ ( $' / # /$

,- $.## $.## $.## $.## $.## $.##

123$%

123$(

123$&

123+#

123+$

ブロック別拠点病院事業指標

-2

-1

0

1
北海道東北

関東甲信越

東海北陸

近畿中国四国

九州

全体

ブロック別拠点病院事業⽔準
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北海道東北 関東甲信越

東海北陸 近畿

中国四国 九州

I

II

III

IV

V

VI

I

II

III

IV

V

VI

I

II

III

IV

V

VI

I

II

III

IV

V

VI

I

II

III

IV

V

VI

6

2023年度実績 -2
-1
0
1
2
相談⽀援

肝臓病教室、家族

⽀援講座

就労⽀援

研修事業

市⺠公開講座

その他

-2
-1
0
1
2

-2
-1
0
1
2

-2
-1
0
1
2

-2
-1
0
1
2

-2
-1
0
1
2

わが国における拠点病院事業指標

Z score（標準スコア）︓平均を０、標準偏差を1として表記
5

-2

-1

0

1

2

相談⽀援

肝臓病教室、家族

⽀援講座

就労⽀援

研修事業

市⺠公開講座

その他

全国の指標推移（2018~2023年）

2018
2019
2020
2021
2022
2023



 
 
 

14 

 
図 29：市民公開講座実績の推移 

 
開催形式は、ウィズコロナ期は感染症対

策の観点から WEB 開催を行う施設が増

え、開催様式が多様化した。2022 年度と

2023 年度で比較すると、対面開催をする

施設が非常に増加していた。Web 開催は

リアルタイム・オンデマンドともに減少

傾向にあるが、ハイブリッド開催（現地＋

web）はほぼ横ばいであった。 

 

図 30：市民公開講座開催様式と実績 

 

 
図 31：啓発事業実績と参加人数 

 

このように、コロナ期を経て、多様な取

組が行えるようになったものの、活動の

効果について拠点病院自身が感じにくい

側面があることが課題である。 

 
啓発事業指標の策定と検討 

―情報発信方法の評価― 

すべての拠点病院において肝疾患相談

支援センターのホームページを認め、調

査対象施設は 72 施設である。前年度から

HP を改訂した施設は 15/72 施設であっ

た。ブロック別、および全国の平均調査値

は HP-1～HP-7 において前年度と変化の

ない結果であった。 

 

表 15：啓発事業実績（HP） 

 

就労支援・肝炎訴訟・患者会に係る案内

が掲載されていない施設を多く認めた。   

（HP-5～7） 
令和 7 年 1 月の調査時点で調査項目に

ついてホームページに掲載はあるものの、

リンク切れでアクセスできない項目があ

る施設を 30％（20/72 施設）で認めた。そ

の約 9 割は各都道府県における自治体の

作成する肝疾患助成制度や専門医療機関

一覧の掲載ページであった。専門医療機

関リストがPDFで掲載されている場合な

ど登録内容の変更と共にURLが変更とな

るケースも考え得るため、情報のアップ

デートについて定期的に実施する必要性

がある。 
 

―受け手の理解度の評価― 

Web開催実施により、100⼈以上が参加する会が増えた。

0
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拠点病院を対象とした本調査における

回収率は 90％（65/72 施設）であった。

ブロック別、および全国の平均調査値を

以下に示す。 

 
表 16：啓発事業実績（平均指標値） 

 
地域によって市民公開講座および医療

従事者講習会におけるアンケート実施状

況に差を認めた。（啓発-1、研修-1） 

 
図 32：啓発事業実績（ブロック別） 

 
市民公開講座において、現地参加者に対

してはアンケート実施が直接紙媒体を配

布することや、現地での回答勧奨が行え

ること等から指標値は高いものの、オン

ライン参加者（リアルタイム、オンデマン

ド）に対しては視聴後のアンケートサイ

トの誘導をしても、対応のスキップや回

答フォームの存在に気付かない可能性が

ある。一方、市民公開講座においてアンケ

ート実施している 34 施設において半数

以上（16 施設）が活動効果について「わ

からない」と回答している。本調査におい

てはアンケートの実施有無についての調

査であり、詳細な項目調査を行っていな

いが、参加者の満足度調査のみでは事業

担当者の成果確認に至らない可能性が示

唆される。 
医療従事者講習会については、R4 年度に

おけるアンケート実施は市民公開講座に

比較して全体的に高い指標値となってい

た。 
 
国民調査 2024 の実施と解析 
本調査は、層化二段階無作為抽出法に

より抽出した、全国の 20～85歳の日本

人 15,000人を対象に実施した。まず、

全国の 150地点を選定するにあたり、各

都道府県に少なくとも 2地点を無作為に

割り振り、残りの 56地点は 20歳以上の

人口に比例して各都道府県に割り振っ

た。各地点では、選挙人名簿を用いて

100人を等間隔抽出法により無作為に抽

出した。 
これまでの国民調査と同様に、郵送調査

法による発送・回収を行った。回収は、郵

送あるいはオンラインでの自記式回答と

した。調査票は 2024 年 7月に発送し、10
月までに回収した。 
質問項目は、これまでの国民調査と同様

に、ウイルス肝炎の認知、肝炎ウイルス検

査の受検経験、未受検の理由と今後の意

向、肝炎対策・受検勧奨取組みの認知状況、

および QOL 調査で用いられる EQ-5D-5L
の質問項目について調査した。さらに、
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「検査が陽性であった者の医療機関受診

状況」、「献血時・出産時・手術時に行われ

ている感染症スクリーニング検査につい

ての認知度」、「がん検診受検経験と結果

の把握有無」、「薬物乱用・注射器共用経験

（個人の回答から使用歴がわからないよ

うに配慮）」を追加した。 
本報告書ではこれまでの報告と同様に、

認識受検を「肝炎ウイルス検査を受検し

たと回答し、なおかつ受けた種類を覚え

ているもの」と定義した。また、非認識受

検を「肝炎ウイルス検査を受けたことが

ない、またはわからないと回答し、かつ献

血（HBV1973 年以降/HCV 1990 年以降）・

大きな外科手術（HBV 1982 年以降/HCV 
1993 年以降）・妊娠（HBV1986 年以降

/HCV 1993 年以降）により検査を受けて

いると考えられるもの」と定義した。 
結果： 
対象者15,000人に回答協力を依頼した結

果、有効回収数は 4,416件（回収率 29.4%）

であった。 
検査受検経験率についてはこれまでの国

民調査と同様に、①性別または年齢が無

効回答であった者、および②80歳以上の

者、を除く 3,525人を解析対象とした。 
認識受検率（2024 年度）は HBV 検査に

ついては 18.4%、HCV 検査については

14.5%であった。前回（2020 年度、HBV: 
17.1％、HCV: 15.4％）と大きな変動は認

められなかった。 
一方、非認識受検を含めた検査受検経験

率については、住民検診等での既受検者

のうち、自覚がないため「未受検」と回答

したケースを補正すると、HBV 88.2%、

HCV 79.2%に達した（2020 年度、HBV: 

85.5％、HCV: 76.4%）。 
性別にみると、女性において男性よりも

認識受検率・検査受検経験率とも高い傾

向があった（HBV認識受検率：男性 14.9％、

女性21.4％、HCV認識受検率：男性11.7％、

女性 16.9％、HBV 検査受検経験率：男性

79.3％、女性 95.7％、HCV 検査受検経験

率：男性 69.5％、女性 87.4％）。 
年代別にみると認識受検率は 60 代が最

も高く 20 代が最も低かった（HBV 認識
受検率：60 代 23.2％、20 代 9.0％、HCV
認識受検率：60 代 18.7％、20 代 5.7％）。

検査受検経験率については、HBV 検査は

50 代と 60 代で 100％、HCV 検査は 50 代

で 98.4％、40 代で 91.8％であったが、20
代では HBV 検査、HCV 検査それぞれ

51.4％、48.4％であった。 
地域ブロック別にみると、HBV 検査につ

いては九州ブロック、HCV については近

畿ブロックの認識受検率・検査受検経験

率が最も高かった（HBV：九州ブロック認
識受検率 21.0％、検査受検経験率 94.7％、

HCV：近畿ブロック認識受検率 16.3％、

検査受検経験率 83.9％）。 
これにより、日本では国民の 8〜9割が既

に肝炎ウイルス検査を受けていることが

示された。「感染者の 90％が検査を受ける」

というWHO の elimination目標は、わが

国においてすでに達成されている可能性

が高い。 
 
肝硬変移行率指標研究（脂肪性肝疾患で

の検討） 
レセプトベースのNation-wideデータベー

スを用いて、脂肪性肝疾患患者約97万人
を抽出した。またこれらの患者について肝
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関連イベント（肝癌及び肝不全の発生）お

よび心血管イベントの発生を抽出した。C
ardiometabolic risk因子の数と心血管イ

ベントリスク、肝関連イベントリスクにつ

いて検討を行った。 
Cardiometabolic risk因子を1，2，3，4，
5個持つ症例における心血管イベントリ

スクを検討すると、数の増加に従って心血

管イベントリスクは増加した。 

 

図 33：MASLD における心血管イベントと心代謝

関連因子数との関係 

 
一方肝関連イベントに関しては数の増加

とリスクの増加には関連を認めなかった。 

 
図 34：MASLD における肝関連イベントと心代謝

関連因子数との関係 

 
また5つすべての因子を持つ症例のみ

を対象として、その後の因子の改善と病態

進展リスクの変化を検討した。Cardiomet
abolic risk因子の改善がなかった症例を

リファレンスとして、1つ改善、2つ改善、

3つ改善、4－5つ改善した症例における心

血管イベントリスクのハザード比（95％
信頼区間）は0.55(0.52-0.58), 0.20(0.17-0.
22), 0.13(0.11-0.16), 0.06(0.02-0.26)で
あり、Cardiometabolic risk因子の改善に

したがって心血管イベントリスクが改善

した。 
 

 
図 35：MASLD における心血管イベントと心代謝

関連因子数の改善数との関係 

 
同様に肝関連イベントリスクについて

検討すると、Cardiometabolic risk因子の

改善がなかった症例をリファレンスとし

てハザード比（95％信頼区間）は1.16(0.9
-1.5), 1.53(1.1-2.1), 1.50(0.9-2.4), 1.42
(1.2-10)であり、Cardiometabolic risk因子

の改善と肝関連イベントリスクの改善に

は関連が認められなかった。 
肝関連イベントとCardiometabolic criteri
aの数には関連は認められず、肝臓のリス

ク評価には肝線維化の評価などが必要で

ある。 
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図 36：MASLD における肝関連イベントと心代謝

関連因子数の改善数との関係 

 
 
「肝炎すごろく」の開発と評価 
【肝炎すごろく改訂版の開発】 
ユーザー調査に基づき、第 3 版「肝炎す

ごろく」を開発した。 

図 37：肝炎すごろく改訂版 

 
令和 6 年度は、「肝炎すごろく」の普及活

動を通じて、資材のユーザビリティ調査

を実施した。ロシュ社より 77件、ギリア

ド社からは 12件、土谷総合病院からは 49
件の調査票を回収することができた。土

谷総合病院においては「肝炎すごろく大

会」（7月 29日（月）14時 30 分）を市民

向けに開催したとの報告もあった。 

 更に日本科学未来館イベントにおいて

は 75 名の一般市民が肝炎すごろくを体

験した。 
Net Promotor Score について、初版に比

して医療者においては、推奨者が 13%増
加、非医療者においては推奨が 20.8%増
加するなど顕著な推奨度向上につながっ

た。 

 
図 38：肝炎すごろく初版・改訂版の NPS 比較 

 
改訂版の使用者は 2026 年 3 月末時点で

535名にのぼり、うち非医療従事者は 287
名であった。医療従事者と比較すると、非

医療従事者は元々の肝炎に関する知識が

少ないと考えられるが、初版と同様に資

材使用後には有意差をもって得点上昇し

ていることが明らかとなった。 
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図 39：肝炎すごろく使用後の知識定着率 

 
肝炎すごろくの学習効果と情緒的な効果

（学習時の感情・自分ごと化）を既存の教

材形式との比較調査によって明らかにす

ることを目的に、対象者（18歳以上の非

医療従事者）を学習資材の形態毎に 3 群
に分けて肝炎知識の学習を行い、学習効

果と情緒的な効果を質問紙を用いて収集

し比較を行った。資材は①肝炎すごろく、

②リーフレット（紙媒体/PDF）、③動画
（PC/スマートフォン）の３種である。 
リーフレットのコンテンツ構成は以下

の通り。 
1. 肝炎と肝臓病の基礎知識、2. 肝炎の

種類と治療、3. 脂肪肝とその予防、4. 
肝硬変・肝がん、5. 肝炎ウイルス検査、

6. 肝炎医療コーディネーター。 
 

 
図 40：肝炎すごろくの対照資材（リーフレット） 

 
動画資材は、リーフレット資材のコンテ

ンツを基盤にして、ウェブ研修などで用

いられるような、アニメーションが遷移

することで分かりやすさを向上させる工

夫を施し、8 分 40秒の動画とした。 
動画構成は、リーフレットと同様で 1. 
肝炎と肝臓病の基礎知識、2. 肝炎の種類

と治療、3. 脂肪肝とその予防、4. 肝硬

変・肝がん、5. 肝炎ウイルス検査、6. 
肝炎医療コーディネーターとした。 

 

 
図 41：肝炎すごろくの対照資材（動画） 

対面での啓発が困難な対象者向け、対面

での肝臓病教室の事後アンケートの回答

率向上などにも貢献可能な QRコード配

布などで簡易に実施可能なエデュテイン

メント Web 資材開発に向けての検討を

進め、試作開発を行った。 

資材使⽤後の知識定着率について

15

⾮医療関係者の事前事後テストの点数⽐較 (初版と改訂版)
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改訂版調査対象者の⽅が事前テストの得点が⾼い傾向にあるが、
初版と同様に事後テストでは有意な得点上昇を認める結果

初版 改訂版
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図 42：WEB 版クロスワードパズルのキャプチャ

ー画像（一部抜粋） 

 
肝炎すごろくの啓発資材としての有効性

の POC取得に向けて、比較試験デザイン

の策定及び比較対照群となる別形態の資

材を開発した。令和７年度は、この基盤の

もとに調査を進め、論文化に向けた作業

を推進する。更に新たなエデュテインメ

ント資材としてWeb版クロスワードパズ

ルの開発を促進させ、肝炎対策の均てん

化促進に貢献する計画である。 
 
指標班・拡充班・均てん化班による指標

調査結果の報告 
先行研究班（指標班 2017〜2019 年度）と

拡充班（2020〜2022 年度）で調査と解析

を行ってきた全指標に関して、全国 6 箇
所で開催される肝炎対策地域戦略ブロッ

ク会議で報告し、拠点病院担当者、地方公

共団体担当者と意見交換を行った（2024
年 9月〜10月）。 
 
D. 考察 
先行研究班（指標班・拡充班）で作成した

指標を令和６年度に継続調査し、結果を

解析した。指標結果を肝炎対策地域戦略

ブロック会議で報告した。各事業主体、医

療施設での課題を明らかにすることで、

医療・事業改善の契機となることが期待

される。 
各事業主体別指標の効果的な運用には継

続調査が必要であるが、調査に伴う作業

負担は小さくないため、簡略化した医療

指標の作成、他の事業調査への組み込み

など、指標運用の工夫も必要である。 
令和６年度は、令和５年度に引き続き肝

疾患専門医療機関を対象とした簡易版肝

炎医療指標調査を 20 都府県対象に実施

した。今後、全国 3,000 以上存在する専

門医療機関に水平展開するためには、設

問内容、調査依頼方法、結果回収方法の更

なる検討が必要である。また令和４年度

（熊本県）、５年度（奈良県）に実施した

パイロット都道府県における専門医療機

関の全数調査は、一次医療機関における

肝炎医療の実態や地域の特性把握に有用

であり、令和７年度以降も実施の方向で

検討する。 
2024 国民調査に関しては、国民の約８割

は既に一度はウイルス肝炎検査を受検し

ており、WHO の Elimination 基準の診断

率は達成していると考えられる。 
MASLD を対象とした病態進展リスク因

子として、心代謝関連因子は肝臓関連イ

ベントへの有用性は低く、肝線維化指標
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が重要と考えられた。 
啓発における「肝炎すごろく」の有用性が

明らかになり、更に浸透度、理解度を高め

る開発を継続していく。令和７年度はリ

ーフレット、動画との比較研究を予定し

ており、肝炎すごろく（エデュテインメン

ト資材）の啓発への有効性を客観的に検

証する予定である。併せて啓発効果指標

を運用し、様々なアプローチに対応可能

な啓発効果指標を開発する予定である。 
 
E. 結論 
肝炎医療指標、肝炎政策関連事業指標の

調査と評価を行った。指標の有効性、妥当

性、継続可能性から検討を行い、拠点病院

向け肝炎医療（29 指標）、専門医療機関向

け肝炎医療指標（16 指標）、診療連携指標

（６指標）、自治体事業（19 指標）、拠点

病院事業（21 指標）に整理し調査した。 
ウイルス肝炎受検に関する国民の意識、

受検行動、非認識受検に関与する要因を

明らかにするために国民調査を実施・解

析した。肝炎総合政策の「均てん化」を達

成するために、医療指標、自治体事業指標、

診療連携指標、拠点病院指標の継続調査

が必要である。今後も指標調査結果が次

年度の事業目標、肝炎医療にどのように

反映されたかに焦点をあて、各事業・医療

主体別に効果的な運用方法を提案する。 
 
F. 健康危険情報 
無 
 

G. 研究発表 
1.発表論文 
1) Takeuchi Y, Nozawa A, Yukimoto A, Kitsuka 

M, Tateishi R, Koike K, Okano K, Kanto T. 

Integrated policy of medical expense subsidies 

and clinical registry for patients with liver 

cancer and decompensated cirrhosis in Japan. 

Hepatology Research. 2024, 54(8):745-752. 

2) Kimura M, Nishikawa T, Shimakami T, 

Terashima T, Horii R, Fukuda M, Yoshita M, 

Takata N, Hayashi T, Funaki M, Nio K, 

Takatori H, Arai K, Yamashita T, Honda M, 

Tanaka J, Kaneko S, Yamashita T. Higher 

FIB-4 index at baseline predicts development 

of liver cancer in a community-based cohort 

with viral hepatitis. Global Health & Medicine, 

2024, 6(6):404-415.  

3) Nobuharu Tamaki, Takefumi Kimura, Shun-

Ichi Wakabayashi, Takeji Umemura, Namiki 

Izumi, Rohit Loomba, Masayuki Kurosaki. 

Cardiometabolic criteria as predictors and 

treatment targets of liver-related events and 

cardiovascular events in metabolic 

dysfunction-associated steatotic liver disease. 

Aliment Pharmacol Ther, 2024, 60:1033-1041. 

4) Nobuharu Tamaki, Mayu Higuchi, Taisei 

Keitoku, Yudai Yamazaki, Naoki 

Uchihara, Keito Suzuki, Yuki Tanaka, Haruka 

Miyamoto, Michiko Yamada, Risa 

Okada, Kenta Takaura, Shohei 

Tanaka, Chiaki Maeyashiki, Yutaka 

Yasui, Kaoru Tsuchiya, Hiroyuki 

Nakanishi, Tatsuya Kanto, Masayuki 

Kurosaki, Namiki Izumi. Magnetic resonance 

elastography for the prediction of 

hepatocellular carcinoma in chronic hepatitis B. 

JGH Open 2024, 8:e13067. 

5) Naohiro Murata, Shozo Nishii, Ryoya Usuha, 

Asuka Kodaka1, Masako Fujimori, Haruka 

Sugawara, Takashi Kiriyama, Hirotake 



 
 
 

22 

Uchikado, Yasuo Okumura, and Takanori 

Takebe. A Gamified N-back App for Identifying 

Mild-cognitive Impairment in Older Adults. 

JMA Journal 2025, 8(1):174-181. 

 
2. 学会発表 
1. 瀬戸山博子、大座紀子、島上哲朗、田中

順子、田中靖人、考藤達哉. わが国にお

ける肝炎診療水準の均てん化を目指して

―肝炎医療指標の策定と社会実装. 第 60

回日本肝臓学会総会 2024.6.13〜14. 

2. 瀬戸山博子、長岡克弥、田中靖人. 酸化

ストレスマーカーを用いた代謝性機能障

害に伴う脂肪性肝疾患患者におけるサル

コペニアの早期診断. 第 60回日本肝臓学

会総会 2024.6.13〜14. 

3. Hiroko Setoyama, Yasuhito Tanaka, 

Tatsuya kanto. Nationwide annual survey 

of hepatitis care clinical indicators 

contributing to the equalization of 

hepatitis care across Japan. JDDW2024

第 28回日本肝臓学会大会 2024.10.31〜

11.3. 

 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 
1.特許取得 なし 
2.実用新案登録 なし 
3.その他 なし

. 
 
  



 
 
 

23 

 
 

令和６年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

指標等を活用した地域の実情に応じた肝炎対策均てん化の促進に資する研究 

分担研究報告書 
 

指標調査と運用方法の検討、医療・政策の均てん化への提言内容の検討 

 
研究代表者：考藤達哉 国立健康危機管理研究機構 国立国際医療研究所 肝炎・免疫研

究センター 研究センター長 

研究分担者：瀬戸山博子 熊本大学生命科学研究部 消化器内科 講師 
 

研究要旨：（背景）2016 年に見直された肝炎対策基本指針では、肝炎ウイルス検査の

受検、肝炎ウイルス陽性者の受診・受療、専門医療機関・肝炎診療連携拠点病院等（以

下、拠点病院）による適切かつ良質な肝炎医療の提供というスキームの中で、肝硬変

又は肝がんへの移行者を減らすことが目標と設定されている。しかし上記スキーム

の実施現状調査によると、受検率、肝炎ウイルス陽性者のフォローアップ、肝炎医療

コーディネーターの養成と適正配置など、十分ではない課題が指摘されている。 
（目的）本分担研究では、先行研究班で作成した各事業、医療実施主体別の指標を継続

調査し、事業実施、医療提供の程度と質の経年変化（達成度状況）を評価する。特に指標

調査結果が次年度の事業目標、肝炎医療にどのように反映されたかに焦点をあて、各事

業・医療主体別に効果的な運用方法を提案する。肝疾患診療連携拠点病院は地域肝炎医

療ネットワークの中心であり、肝炎医療の提供のみならず、啓発活動、相談支援活動

など拠点病院事業を展開している。本分担研究では、先行研究班で作成した拠点病院

事業指標を継続運用する。指標調査を解析し、その妥当性、有用性、継続可能性を検

証し、総合的な肝炎政策の推進に向けた具体的な取組の提言を行うとともに、取組評

価が困難である啓発事業についてのアウトカム指標導入について検討を行う。 

（方法・結果）令和６年度に肝炎医療（29 指標）、診療連携指標（6 指標）を継続調査・

評価した。拠点病院においては、肝疾患診療連携拠点病院においては、ブロック別の

特徴を示しながらも全体的には均てん化された肝炎医療が提供されていた。R5 年度

指標値が低かった北海道東北ブロックも改善した。R5 年度の未達成項目のうち DAA
治療に関する 2 指標については改善を認め、北海道東北ブロックでの指標値改善が寄与

していた。へき地尺度 Rurality Index for Japan (RIJ)を用いた全国の肝疾患専門医療機関

配置状況では都市部に57.1%が配置されており、中でも関東甲信越で多くの施設（70.1%）

が配置されていた。北海道東北、中国四国、九州では非都市部（特に都市近郊）への配置

が最も多かった。診療連携指標、ICT を用いた診療連携実施率は R5 年度より増加し

た。またへき地区分ごとの特徴について検討したところ、非都市部では、IFN フリー治療

や肝がんの緩和治療において一次医療機関に求められる役割が都市部と比較して大きか

った。令和６年度に拠点病院事業（21 指標）を継続調査・評価した。COVID-19 感
染拡大による拠点病院事業における指標の経年推移が確認でき、特に市民公開講座

において COVID-19拡大期においても開催形式の工夫（WEB利活用等）によって、

参加人数は経時的に増加していた。先行研究班から継続調査を行った全指標の指標

結果を纏めて全国６箇所で開催した肝炎対策地域戦略ブロック会議で報告し、各担

当者と意見交換を行った。 
（考察）肝炎医療指標、診療連携指標を調査・解析した。本研究班で策定したこれらの

指標は全国、ブロック別の肝炎診療の評価に有用であった。拠点病院においては、均て

ん化された肝炎医療、拠点病院事業が提供されていることが明らかになった。今後は
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医療指標改善プロセスの作成と運用の検討など、どのように事業や未達成医療指標の改

善のための方策を提案していくかが検討課題である。 

A. 研究目的 
 2016 年、肝炎対策基本指針の見直し

が行われた。同指針では、肝炎ウイルス検

査の受検、肝炎ウイルス陽性者の受診・受

療、専門医療機関・肝炎診療連携拠点病院

等（以下、拠点病院）による適切かつ良質

な肝炎医療の提供というスキームの中で、

肝硬変又は肝がんへの移行者を減らすこ

とが目標と設定されている。しかし上記ス

キームの実施現状調査によると、受検率、

肝炎ウイルス陽性者のフォローアップ、肝

炎医療コーディネーターの養成と適正配

置など、十分ではない課題が指摘されてい

る。 
 肝炎ウイルス陽性者のうち非肝臓専門

医に受診した患者が、そのまま専門医療機

関、拠点病院へ紹介されず経過観察されて

いる事例も多い。各自治体において病診連

携を推進し、適切で良質な医療が提供でき

る体制を構築する必要がある。また肝臓専

門医の偏在、医療機関での診療格差、自治

体間で医療体制格差も存在しており、「良

質な肝炎診療」を評価する指標も必要であ

る。肝炎政策の達成目標を肝硬変への移行

者の減少に設定する場合、複数年の病状変

化を再現性良く診断する指標が必要であ

るが、現在臨床で使用されている線維化指

標（FIB-4 など）の妥当性の評価や新規指

標の探索なども必要である。 
 本研究班では、肝炎総合政策の「均てん

化」を達成するために、医療指標、自治体

事業指標、診療連携指標、拠点病院指標を

継続調査する。指標調査結果が次年度の事

業目標、肝炎医療にどのように反映された

かに焦点をあて、各事業・医療主体別に効

果的な運用方法を提案する。指標の妥当性、

有用性を、自治体、拠点病院、厚生労働省、

肝炎情報センターと外部委員（患者団体等

含む）で検証し、総合的な肝炎政策の推進

に向けた具体的な取り組みの提言を行う。 
 

B. 研究方法 
肝炎医療指標、事業評価指標の運用： 

令和６年度拠点病院向け肝炎医療指標（29
指標）、専門医療機関向け肝炎医療指標（16
指標）、拠点病院事業（21 指標）、診療連携

指標（6 指標）を調査・評価した。 
調査方法は下記の通りである。 
・拠点病院向け肝炎医療指標：肝疾患診療

連携拠点病院（以下、拠点病院、全国 72 施

設）を対象に実施 

令和６年 10月 1日〜12月 31日に受診し

た肝疾患患者について診察医の診療方針

を調査した。対象となる診察医は主な診療

担当医より各施設で選定することとした

（令和元年度と同様の方針）。 
 
表１．肝炎医療指標一覧 
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・肝疾患専門医療機関向け肝炎医療指標： 

基本方針：(1)専門医療機関の条件を自治体

が把握するために使用可能なものとする、

(2)拠点病院向け肝炎医療指標の項目のう

ち基本的なものを反映する、(3)病診連携指

標を含める、(4)肝がん・重度肝硬変治療研

究促進事業の指定医療機関認定の有無も含

めて調査する、(5)肝炎医療コーディネータ

ーの有無も含めて調査する、調査方針：(1)
令和5年度から調査対象自治体を20に増加
した。全国各ブロックから20の自治体を選

定、(2)各自治体あたり5施設への調査依頼

を想定。計100施設をめど。施設選定は各自

治体に一任する、(3)振り返り調査とする（2
024年4月～9月の実績調査）、(4)医事課担

当者が記入可能な内容にする、(5)レセプト

病名ベースでの判断とする。 
 
（倫理面への配慮） 

本分担研究は、事業調査によって収集さ

れたデータに基づく解析研究であり、個人

情報を取り扱うことはない。したがって厚

生労働省「人を対象とする医学系研究に関

する倫理指針」（平成 26 年 12月 22日）を

遵守すべき研究には該当しない。 

 
 

C. 研究結果 
肝炎医療指標、拠点病院事業指標の評価 
拠点病院を対象とした本調査における回

収率は 91.6%（66 施設）で前回調査と同等

であった。 
重要指標 17 項目のうち全国平均が目標値

（0.8）に満たない指標は、日常診療におけ

る Child- Pugh スコアの使用（肝炎-2）（指

標値平均 0.79）、上部消化管内視鏡検査の

定期実施肝硬変患者における定期内視鏡

（肝硬変-1）（指標値平均 0.65）に関する

指標であった。前回調査で新たに未達成項

目となった DAA 治療に関する 2 指標は改

善していた。内視鏡に関する指標について

検査の必要性および検査を実施しない理

由について調査した。検査の「必要性が低

い」あるいは「必要でない」と回答した施

設はなく、すべての施設が必要性を認識し

ている一方で、実施しない理由としては

「他院でしている」「同意書の取得に割く

時間がない」、「オーダーが煩雑」などが挙

げられた。 
過去 4回（2018 年、2020~2022 年）の調

査において、5 つの大項目（肝炎・肝硬変

全般、C型肝炎、B型肝炎、肝硬変、肝炎

制度）は概ね均一な診療が行われていたが、

2023 年度調査に引き続き肝硬変分野にお

いて指標値の低値が目立った。 
ブロック別では前回低値が目立った北海

道東北ブロックにおいて他5ブロックとほ

ぼ同程度に回復した。全ブロックで標での

未達成項目に影響していると考えられた。 
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図１：肝炎医療指標レーダーチャート（大項目別） 

 
図２：肝炎医療指標レーダーチャート（ブロック別） 

 
拠点病院事業指標（21 指標） 
拠点病院事業指標の策定と検討、評価 

拠点病院を対象とした本調査における

回収率は 100%（72 施設）であった。ブロ

ック別および全国の平均調査値を以下に

示す。 
・相談支援（拠点 1－4）表４ 

 
・患者、家族向け講座（拠点 5-6）表５ 

 
・就労支援（拠点 7）表６ 

 

・研修事業（医療従事者向け）（拠点 8－14）
表７ 

 
・市民公開講座（拠点 15－16）表８ 

 
・その他（拠点 17－21）表９ 

 

 
拠点病院事業指標（21 指標）においては

調査実施が困難な指標項目を認めなかっ

た。ブロック別に事業指標を評価すると、

取組状況に地域差を認める結果だった。 

 
図３：拠点病院事業指標（ブロック別） 

 
プレコロナ期と比較して、アフターコロ

ナ期に低下した指標としては肝臓病教室/
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家族支援講座と研修事業であるが、前者に

ついてはウィズコロナ期よりも指標の改

善が得られている。また、各施設の詳細報

告を確認すると実施回数は少なくとも、オ

ンデマンド開催/紙面開催等の開催工夫が

行われ、情報発信機会は保たれている可能

性がある。一方で研修事業については緩徐

に指標値の低下を認めた。 

 

図４：拠点病院事業指標の推移 

 

その内訳は以下の通りで、医療従事者に

対する研修会の実施回数や自治体との連

携が前年度を下回る結果だった。（拠点-9、
11、12） 

 
図５：拠点病院事業指標の推移（研修事業指標） 

 
市民公開講座に係る指標は調査期間に

おいて横這い～微増していた。先に述べた

研修事業等と同様に、ウィズコロナ期に実

施回数については低下したもの、それを上

回る形で一回あたりの参加人数に関する

指標が経時的に上昇している結果であっ

た。 

 

図６：市民公開講座実績の推移 

 
開催形式は、ウィズコロナ期は感染症対策

の観点から WEB 開催を行う施設が増え、

開催様式が多様化した。2022 年度と 2023
年度で比較すると、対面開催をする施設が

非常に増加していた。Web 開催はリアルタ

イム・オンデマンドともに減少傾向にある

が、ハイブリッド開催（現地＋web）はほ

ぼ横ばいであった。 

 

図７：市民公開講座開催様式と実績 

 

 
図８：啓発事業実績と参加人数 

 

このように、コロナ期を経て、多様な取

組が行えるようになったものの、活動の効

果について拠点病院自身が感じにくい側

わが国における拠点病院事業指標

Z score（標準スコア）︓平均を０、標準偏差を1として表記
5
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面があることが課題である。 

 
指標班・拡充班・均てん化班による指標調

査結果報告書の作成と配布の報告 
先行研究班（指標班 2017〜2019 年度）と

拡充班（2020〜2022 年度）で調査と解析

を行ってきた全指標に関して、全国６箇所

で開催した肝炎対策地域戦略ブロック会

議で報告し、拠点病院、地方公共団体担当

者と意見交換を行った（令和 6 年 9月〜10
月）。 
 

D. 考察 
肝疾患診療連携拠点病院においては、均て

ん化された肝炎医療が提供されていた。拠

点病院においては肝疾患診療の水準は全

般的に維持されており、均てん化されてい

た。 
 

E. 結論 
肝炎医療指標（29 指標）、拠点病院事業指

標（21 指標）を調査・解析した。 
各事業主体別に効果的に運用する方法を

提案する必要がある。 
 

F. 健康危険情報 
無 
 
G. 研究発表 
1. 発表論文 
1） Takeuchi Y, Nozawa A, Yukimoto A, 

Kitsuka M, Tateishi R, Koike K, Okano K, 

Kanto T. Integrated policy of medical 

expense subsidies and clinical registry for 

patients with liver cancer and 

decompensated cirrhosis in Japan. 

Hepatology Research. 2024, 54(8):745-

752. 

 
2. 学会発表 

1. 瀬戸山博子、大座紀子、島上哲朗、田中
順子、田中靖人、考藤達哉. わが国におけ
る肝炎診療水準の均てん化を目指して―

肝炎医療指標の策定と社会実装. 第 60回
日本肝臓学会総会 2024.6.13〜14. 

2. 瀬戸山博子、長岡克弥、田中靖人. 酸化ス
トレスマーカーを用いた代謝性機能障害

に伴う脂肪性肝疾患患者におけるサルコ

ペニアの早期診断. 第 60回日本肝臓学会
総会 2024.6.13〜14. 

3. Hiroko Setoyama, Yasuhito Tanaka, 
Tatsuya kanto. Nationwide annual survey 
of hepatitis care clinical indicators 
contributing to the equalization of hepatitis 
care across Japan. JDDW2024第 28回日
本肝臓学会大会 2024.10.31〜11.3. 
 
H. 知的財産権の出願・登録状況 
1.特許取得 なし 
2.実用新案登録 なし 
3.その他 なし 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（肝炎等克服政策研究事業）	
令和６年度 研究報告書	

指標等を活用した地域の実情に応じた肝炎対策均てん化の促進に資する研究	
 

国⺠調査の実施と評価、受検率向上の⽅策の検討	
	

研究代表者	 田中	純子１）	

厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業）「全国規模の肝炎ウイルス感染
状況の把握及びウイルス性肝炎	 elimination	に向けた方策の確立に資する疫学研究」
（疫学班 田中	純子）と合同で実施	
	
研究協力者 杉山	文１）、今田	寛人１）、秋田	智之１）	

共同研究者 考藤	達哉２）（指標均てん化班代表）	
	

１）広島大学	大学院医系科学研究科	疫学・疾病制御学	
２）国立研究開発法人	国立国際医療研究センター 肝炎・免疫研究センター	

	
研究要旨 

WHO が掲げる「ウイルス性肝炎排除（Elimination 2030）」⽬標では、達成指標の⼀つとして「感染者の 90%
以上が検査を受け、診断されること」が求められている。⽇本では、感染者の早期発⾒を積極的に推進する施
策として、2002 年より 40 歳以上の全住⺠を対象に肝炎ウイルス検査が全国的に導⼊され、2022 年までの累
計受検者数は HBV で約 2,075 万⼈、HCV で約 2,065 万⼈にのぼる（健康増進事業報告による）。さらに献⾎
時（HBV：1972 年〜）、⼿術時（1981 年〜）、妊娠時（1985 年〜）にも公費による検査が実施されている。こ
れらの制度的背景のもと、厚労研究班では 2011 年、2017 年、2020 年に国⺠調査を実施し、検査受検率の動
向を継続的に把握してきた。調査では「認識受検率」と「⾮認識受検率」の両⽅を評価し、補正後の 2020 年
時点の検査受検経験率は HBV で 85.5%、HCV で 76.4%に達した。 

本研究では、これらの受検率の動向を引き続きモニタリングすることを⽬的として、2024 年度に第 4 回⽬
となる国⺠調査を実施した。 

 
なお、この調査は、厚⽣労働科学研究費補助⾦（肝炎等克服政策研究事業）「全国規模の肝炎ウイルス感染

状況の把握及びウイルス性肝炎 elimination に向けた⽅策の確⽴に資する疫学研究」班（疫学班 ⽥中 純⼦）
と合同で実施している。 

 
全国の 20〜85 歳の⽇本⼈ 15,000 ⼈を対象に、郵送による調査票配布および回収を⾏った。対象者は層化

⼆段階無作為抽出法により 150地点、各地点対象 100 ⼈（計 15,000 ⼈）を選挙⼈名簿から無作為に抽出した。
調査期間は 2024 年 7⽉〜10⽉、有効回収数は 4,416件（回収率 29.4%）であった。 

 
調査の結果から以下のことが明らかとなった。 
 
1. 回答のあった 4,416人の性別は女性 53％、年齢階級別に回答者をみると、70代 21.9％、60代

19.5％、50代 18.6％であり、50歳以上が 6割以上を占めており、前回までの調査とほぼ同様の傾向で
あった。	

2. 検査受検経験率についてはこれまでの国民調査と同様に、①性別または年齢が無効回答であった者、お
よび②80歳以上の者、を除く 3,525人を解析対象とした。2024年度の認識受検率は、HBV検査が
18.4％、HCV検査が 14.5％であり、前回調査（2020年度：HBV	17.1％、HCV	15.4％）と比較して大き
な変動は認められなかった。	

3. 一方、非認識受検を補正した検査受検経験率は、HBVで 88.2％、HCVで 79.2％となり、2020年度
（HBV	85.5％、HCV	76.4％）から上昇していた。これにより、日本では国民の 8～9割が既に肝炎ウイ
ルス検査を受けていることが示された。感染者集団では、自覚症状に伴う医療機関受診時の検査機会が
追加されることから、「感染者の 90％が検査を受ける」というWHOの elimination目標は、わが国にお
いてすでに達成されている可能性が高い。	
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4. 献血経験を通じて HBV検査を受検している割合は全体の 42.8％、手術経験を通じた同割合は 28.7％、
妊娠経験を通じた同割合は 27.1％であった。HCV検査についても同様に 31.1％（献血経験）、25.8％
（手術経験）、21.9％（妊娠経験）であった。	

5. 検査後の対応については、「陽性者（治療適応者）の 80％以上が治療を受ける」ことがWHO目標とな
っているが、本調査で自己申告のあった陽性者 72人は全員医療機関受診に至っていると考えられた。
一方で、非認識受検者や未受検者の中に潜在する陽性者の把握は、今後の重要な課題である。	

	
以上より、	
本研究は、日本における肝炎ウイルス検査受検の現状を定量的に明らかにし、「感染者の 90%以上が検査
を受け、診断されること」というWHOの Elimination	2030目標が、既に達成されている可能性が高いこと
を示した。制度的に整備された多様な検査機会が、高い受検率の達成に寄与しており、これらの知見は、他
国における Elimination	2030達成に向けた検査体制の構築においても、有用な示唆を与えうる。 

 
A. 研究⽬的 
WHOが掲げる「ウイルス性肝炎排除
（Elimination-2030）」目標では、達成指標の一
つに「検査受検率」が位置づけられている。具
体的には、2030年までに HBVおよび HCV感染
者の 90%以上が検査を受け、診断に至ることが
求められている。	
日本では、感染者の早期発見を積極的に推進
する施策として、2002年より 40歳以上の全住
民を対象に肝炎ウイルス検査が全国的に導入さ
れ、2022年までの累計受検者数は HBVで約
2,075万人、HCVで約 2,065万人にのぼる（健
康増進事業報告による）。	
さらに、感染予防の観点から、献血（HBV：

1972年～、HCV：1989年～）、手術（HBV：
1981年～、HCV：1992年～）、妊娠（HBV：
1985年～、HCV：1992年～）の機会にも、公
費による検査が実施されている。加えて、職場
健診や人間ドックなどでも検査が提供される場
合がある。	
このように検査機会が幅広く整備されている
背景を踏まえ、国民の肝炎ウイルス検査受検率
の達成状況を正確に把握するためには、国民を
対象とした継続的なモニタリングが不可欠であ
る。厚労研究班ではこれまで、2011年、2017
年、2020年に肝炎検査受検状況実態把握調査
（国民調査）を実施してきた。各調査は、層化
二段階無作為抽出により選定された全国の住民
を対象に、無記名郵送法による自記式調査で実
施された（対象者数：2011年	 74,000人、2017
年	 30,000人、2020年	 20,000人）。調査では、
「認識受検率」（受検歴ありと回答した者）に加
え、「非認識受検率」（献血・出産・手術歴から
既受検と推定されるが未受検と回答した者）も
算出した。その結果、過去 3回の調査（回答者
数：23,720人、10,203人、8,810人）におい
て、認識受検率は HBVで 17–20%、HCVで 15–
18%と大きな変動は認められなかった。一方、
非認識受検を含めた検査受検経験率は、2011年
から 2017年にかけて 10%以上上昇したもの

の、2020年まではほぼ横ばいで推移した
（HBV：58.4%、71.0%、71.1%、HCV：
48.0%、61.6%、59.8%）。さらに、住民検診等
での既受検者のうち、自覚がないため「未受
検」と回答したケースを補正すると、2020年度
の検査受検経験率は HBV	85.5%、HCV	76.4%に
達した。	
本研究では、これらの受検率の動向を引き続
きモニタリングすることを目的として、2024年
度に第 4回目となる国民調査を実施した。	
	

B. 研究⽅法 
1. 調査対象	

本調査は、層化二段階無作為抽出法により
抽出した、全国の 20～85歳の日本人
15,000人を対象に実施した。まず、全国の
150地点を選定するにあたり、各都道府県
に少なくとも 2地点を無作為に割り振り、
残りの 56地点は 20歳以上の人口に比例し
て各都道府県に割り振った。各地点では、
選挙人名簿を用いて 100人を等間隔抽出法
により無作為に抽出した。	
	

2. 調査方法	
これまでの国民調査と同様に、郵送調査法
による発送・回収を行った。回収は、郵送
あるいはオンラインでの自記式回答とし
た。調査票は 2024年 7月に発送し、10月
までに回収した。	
	

3. 調査内容	
質問項目は、これまでの国民調査と同様
に、ウイルス肝炎の認知、肝炎ウイルス検
査の受検経験、未受検の理由と今後の意
向、肝炎対策・受検勧奨取組みの認知状
況、および QOL調査で用いられる EQ-5D-
5Lの質問項目について調査した。さら
に、「検査が陽性であった者の医療機関受
診状況」、「献血時・出産時・手術時に行わ
れている感染症スクリーニング検査につい
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ての認知度」、「がん検診受検経験と結果の
把握有無」、「薬物乱用・注射器共用経験
（個人の回答から使用歴がわからないよう
に配慮）」を追加した。調査内容は別途
【付録 1】に示す。	

 

4. 認識受検・非認識受検の定義	
本報告書ではこれまでの報告と同様に、認
識受検を「肝炎ウイルス検査を受検したと
回答し、なおかつ受けた種類を覚えている
もの」と定義した。また、非認識受検を「肝
炎ウイルス検査を受けたことがない、また

はわからないと回答し、かつ献血（HBV1973
年以降/HCV	1990年以降）・大きな外科手術
（HBV	1982年以降/HCV	1993年以降）・妊
娠（HBV1986年以降/HCV	1993年以降）に
より検査を受けていると考えられるもの」
と定義した。	
なお、（認識受検+非認識受検）を併せた受検
率を、【検査受検経験率】と記載する（図 1）。	

 

5. 倫理的配慮	
本研究は広島大学疫学倫理審査委員会の承
認を得て行った（第 E2018-1480）

	
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

C. 研究結果 
1. 調査対象地点 

都道府県別にみた地点数と、調査対象地点
に選定された自治体（全 150地点）を【付
録 2、3】に示す。	
 

2. 有効回収数 
層化二段階無作為抽出法により選定された
対象者 15,000人に回答協力を依頼した結
果、有効回収数は 4,416件（回収率
29.4%）であった。調査対象者（発送）お
よび調査回答者（回収）の性別分布・年齢
分布を図 2に示す。	
	

3. 対象者の属性 
回答者 4,416人の性別は女性 53％、年齢階
級別に回答者をみると、70代 21.9％、60
代 19.5％、50代 18.6％であり、50歳以上
が 6割以上を占めており、前回までの調査
とほぼ同様の傾向であった。	
	

4. 肝炎ウイルス検査受検経験率 
検査受検経験率についてはこれまでの国民

調査と同様に、①性別または年齢が無効回
答であった者、および②80歳以上の者、
を除く 3,525人を解析対象とした。	
認識受検率（2024年度）は HBV検査につ
いては 18.4%、HCV検査については 14.5%
であった。前回（2020年度、HBV:	
17.1％、HCV:	15.4％）と大きな変動は認め
られなかった。	
一方、非認識受検を含めた検査受検経験率
については、住民検診等での既受検者のう
ち、自覚がないため「未受検」と回答した
ケースを補正＊すると、HBV	88.2%、HCV	
79.2%に達した（2020年度、HBV:	
85.5％、HCV:	76.4%）（図 3）。	
性別にみると、女性において男性よりも認
識受検率・検査受検経験率とも高い傾向が
あった（HBV認識受検率：男性 14.9％、女
性 21.4％、HCV認識受検率：男性
11.7％、女性 16.9％、HBV検査受検経験
率：男性 79.3％、女性 95.7％、HCV検査
受検経験率：男性 69.5％、女性 87.4％）
（図 4）。	
年代別にみると認識受検率は 60代が最も

図 1. 認識受検率、⾮認識受検率、検査受検経験率の定義 



 32 

高く 20代が最も低かった（HBV認識受検
率：60代 23.2％、20代 9.0％、HCV認識
受検率：60代 18.7％、20代 5.7％）。検査
受検経験率については、HBV検査は 50代
と 60代で 100％、HCV検査は 50代で
98.4％、40代で 91.8％であったが、20代
では HBV検査、HCV検査それぞれ
51.4％、48.4％であった。	
地域ブロック別にみると、HBV検査につい
ては九州ブロック、HCVについては近畿ブ
ロックの認識受検率・検査受検経験率が最
も高かった（HBV：九州ブロック認識受検
率	 21.0％、検査受検経験率 94.7％、
HCV：近畿ブロック認識受検率 16.3％、検
査受検経験率 83.9％）。	
	
＊厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事
業）令和 4年度研究報告書	全国規模の肝炎ウイルス
感染状況の把握及びウイルス性肝炎 eliminationに向
けた方策の確立に資する疫学研究（田中純子）,	非認
識受検の実態把握のこころみ；検診機関で肝炎ウイル
ス検査を受検した者を対象にした受検状況調査.	2023.	
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発送回収×①性別 

 

発送回収×②年代別 

 

発送回収×⑤地域ブロック別 

 
	
	 	

図 2．調査対象者（発送）および調査回答者（回収）の性別・年代別・地域別分布 
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図 3．認識受検、⾮認識受検、検査受検経験率の推移 

図 4．国⺠調査 2024 認識受検、⾮認識受検、検査受検経験率（性別・年代別・地域別） 
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5. 一般集団における献血・手術・妊娠経験
を通じた肝炎ウイルス検査受検経験率の
推定 
日本では、住民健診（40歳以上対象、
2002年～）に加え、献血（HBV：1972年
～、HCV：1989年～）、手術（HBV：1981
年～、HCV：1992年～）、妊娠（HBV：
1985年～、HCV：1992年～）の機会に、
公費による肝炎ウイルス検査が実施されて
いる。各制度導入以降の献血・手術・妊娠
経験の有無に基づき、各機会を通じた検査
受検経験率を推定した。その結果、献血経
験を通じて HBV検査を受検している割合
は全体の 42.8％、手術経験を通じた同割合
は 28.7％、妊娠経験を通じた同割合は
27.1％であった。HCV検査についても同様
に 31.1％（献血経験）、25.8％（手術経
験）、21.9％（妊娠経験）であった（表
3）。	
さらに、令和 2年国勢調査に基づく 20～
79歳人口の性・年齢構成で直接標準化を
行い、各機会を通じた検査受検経験率を推
定した結果を表 4に示す。	
	
	
	

6. 検査陽性者の医療機関受診状況 
対象者 4,416人のうち、肝炎ウイルス検査
の受検歴があると回答したのは 1,001人
（22.7％）であった。そのうち、検査結果
が陽性だったと回答したのは 72人であ
り、内訳は HBV陽性が 39人、HCV陽性が
29人であった（HBV・HCVの両方が陽性
であった者は 4人）。	
陽性結果を受け取った後の医療機関受診状
況をみると、HCV検査陽性だったと回答し
た人は全員医療機関を受診していた（表
5）。HBV検査陽性だったが「一度も受診し
ておらず今後の受診予定もない」と回答し
た 1人については、その理由について「Ｂ
型の抗体が陽性であったため」と説明して
おり、持続感染者ではなかった可能性があ
る。	
	
その他の設問に対する回答分布の詳細は
【付録 4】に示す。	

	
7. 薬物乱用・注射器共用経験率 

結果を別途【付録 5】に示す。	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

表 4. 献⾎・⼿術・妊娠経験を通じた肝炎
ウイルス検査受検経験率（標準化後） 
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表 3. 献⾎・⼿術・妊娠経験を通じた肝炎ウイルス検査受検経験率（性別・年代別） 

表 5. 検査結果が陽性であったと回答した 72 ⼈の医療機関受診状況 
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D. 考察・結論 

本研究では、全国の 20〜85 歳の⽇本⼈
15,000 ⼈を対象に、郵送による調査票配布およ
び回収を⾏った。対象者は層化⼆段階無作為抽
出法により 150地点、各地点対象 100 ⼈（計
15,000 ⼈）を選挙⼈名簿から無作為に抽出し
た。有効回収数 4,416件（回収率 29.4%）につ
いて解析を行った。	
前述のとおり、日本では感染者の早期発見を
目的として、2002年より 40歳以上の全住民を
対象に肝炎ウイルス検査が住民健診で全国的に
導入され、2022年までに累計 2,000万人以上が
受検している。さらに、献血（HBV検査：1972
年～）、妊娠（1985年～）、手術（1981年～）
の機会にも公的検査制度が導入されており、本
調査の結果から献血による HBV検査は国民の約
3割、妊娠および手術時の検査はそれぞれ約 2
割が受検していると推定された。	
認識受検率は、本人の記憶に依存するため大
きな変動はみられないが、制度導入以降の累積
的な検査実績により、非認識受検を含めた受検
経験率は、HBVで 88.2％、HCVで 79.2％に達し
ていた。これにより、日本では国民の 8～9割
がすでに肝炎ウイルス検査を受けていると考え
られた。加えて、感染者においては自覚症状に
伴う医療機関受診時にも検査機会が加わること
から、「感染者の 90％が検査を受ける」という
WHOの Elimination	2030目標は、既に達成され
ている可能性が高い。	
検査後の対応についてWHOは「陽性者（治
療適応者）の 80％以上が治療を受ける」という
目標を掲げているが、本調査の結果から陽性結
果を自覚している者は医療機関受診に至ってい
ることが示唆された。一方で、非認識受検者や
未受検者の中に潜在する陽性者の把握は、今後
の重要な課題である。	
	
以上より、本研究は、日本における肝炎ウイ

ルス検査受検の現状を定量的に明らかにし、「感
染者の 90%以上が検査を受け、診断されるこ
と」というWHOの Elimination	2030目標が、
既に達成されている可能性が高いことを示し
た。制度的に整備された多様な検査機会が、高
い受検率の達成に寄与しており、これらの知見
は、他国における Elimination	2030達成に向け
た検査体制の構築においても、有用な示唆を与
えうる。	

	
F. 健康危険情報 
特記すべきことなし。	
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2024.	
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【付録 1. 調査票】 

 

	
 

 
 
 

 

ご多用中のところ誠に恐縮ですが、調査票は 2024年８月７日（水）までにご回答頂き、同封の返信用封

筒（切手不要）にてご返送くださいますようご協力をお願いいたします。 
 

厚生労働行政推進調査事業費補助金 肝炎等克服政策研究事業 

「指標等を活用した地域の実情に応じた肝炎対策均てん化の促進に資する研究」班 
 

国立国際医療研究センター 肝炎・免疫研究センター 

研究センター長 / 肝炎情報センター長 考藤 達哉 
    

厚生労働科学研究費補助金 肝炎等克服政策研究事業 

「全国規模の肝炎ウイルス感染状況の把握及び 

ウイルス性肝炎 elimination に向けた方策の確立に資する疫学研究」班 
 

広島大学 大学院医系科学研究科 

特任教授 田中 純子 

【調査問合せ先】 

「令和６年度 肝炎ウイルス検査受検状況等実態把握調査」事務局 

広島大学大学院医系科学研究科 疫学・疾病制御学 

〒734-8553 広島県広島市南区霞 1-2-3 

TEL 082-257-5162（内線 5162） FAX 082-257-5164（土日祝除く 10：00～17：00） 

 

 

  

【調査票のご記入にあたって】 

◇この調査は、国民の皆様がどの程度肝炎ウイルス検査を受検されているか、どの程度肝炎ウイルス

検査についてご存知か、お伺いするものです。 

◇ご回答頂いた内容は、今後の肝炎ウイルス検査受検についての普及啓発のための政策立案の基礎

資料として、肝炎総合対策のより一層の充実強化を図る目的で活用されます。皆様の貴重なご意見

を政策に反映するため、何卒ご協力をお願い申し上げます。 

◇この調査の対象者は、国内に居住する 20 歳から 85 歳の方の中で、各自治体に了解を得て選挙人名

簿および住民基本台帳から全国で 150 地点、無作為に抽出した 15,000 人の方となっております。こ

の調査票をお送りした際の封筒の宛名の方が、お答え頂きますよう、お願いいたします。 

◇この調査において「肝炎ウイルス検査」とは、特に説明が無い場合はＢ型肝炎ウイルス検査、Ｃ型

肝炎ウイルス検査両方のことを指します（それ以外の型の肝炎ウイルス検査については含めませ

ん）。 

◇質問の中で、「あてはまる番号ひとつ」に○をつけて頂くもの、「あてはまる番号すべて」に○をつ

けて頂くものなどがあります。質問の指示に従い、あてはまる番号に直接○をつけてください。ま

た、質問の中で、「その他」の項目番号を選んだ場合には、（   ）内に内容を具体的にご記入く

ださい。 

令和６年度 肝炎ウイルス検査受検状況等実態把握調査 
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問１ 以下の問にお答えください。 

（１）医療機関で採血検査を受けた場合、担当医は検査結果の控えをあなたに渡しますか？ 

（あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

 

 

（２）あなたは、健康診断で「要精密検査」となった場合、どうしますか？ 

（あてはまる番号すべてに〇をつけてください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２ あなたは、Ｂ型肝炎、Ｃ型肝炎をご存知ですか？あてはまる回答を以下の（１）（２）の選択肢

にそれぞれ○をご記入ください。 

（あてはまる番号それぞれひとつに○をつけてください） 

（１）Ｂ型肝

炎 

１．具体的な症状や治療方法について知っている 

２．名前は聞いたことがある 

３．知らない 

（２）Ｃ型肝

炎 

１．具体的な症状や治療方法について知っている 

２．名前は聞いたことがある 

３．知らない 

 

問３ あなたは今までに「肝炎ウイルス検査」を受けたことがありますか？ 

（あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

 

 

 

 

  

１．必ず渡される  ２．渡されない   ３．渡されるときと渡されないときがある 

１．検診を実施した機関に問い合わせる 

２．家族・友人に相談 

３．インターネットで情報収集 

４．自治体・保健所の相談窓口に相談 

５．かかりつけ医を受診し相談 

６．かかりつけ医とは限らないクリニック・診療所を受診し相談 

７．とりあえず総合病院を受診 

８．その疾患の専門医を受診 

９．その他（具体的に：                            ） 

10．何もしない 

 

 

１．受けたことがある 

２．受けたことがない 

３．わからない 

 

５ページの問５に進んでください 

次のページの問４に進んでください 
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【肝炎ウイルス検査を受けたことがある方におたずねします】 

問４（１）検査はどのような経緯で受けられましたか？ 

これまでに（ａ）受検したきっかけと（ｂ）受検した場所について、それぞれお答えくださ

い。 

（ａ）受検したきっかけはどのような理由ですか？ 

（あてはまる番号すべてに○をつけてください） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ｂ）受検した場所はどこですか？（あてはまる番号すべてに○をつけてください） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）受けられた検査の種類はどの検査ですか？ 

（あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

 
 
 

  

１．40 歳以上を対象とした検診の通知が、市町村から自分個人宛に送られてきたため 

２．都道府県や政令市のパンフレットやホームページで、保健所・医療機関での無料の 

検査を知ったため 

３．職場（加盟健康保険組合等を含む）での定期健康診断の項目にあったため 

４．人間ドックの検査項目にあったため  

５．手術前の検査、内視鏡検査前などの際に検査されたため 

６．検診での検査等により、医師等が必要と判断したため 

７．妊娠・出産時の検査のため 

８．親族や知り合いに肝炎にかかった人がいたため 

９．献血した際に検査されたため（日本赤十字社によるもの） 

10．その他（具体的に：                             ） 

11．特に理由はない（なんとなく） 

１．保健所 

２．肝炎ウイルス検査を受検することを目的として受診した医療機関（病院・診療所） 

３．肝炎ウイルス検査以外の目的で受診した医療機関（病院・診療所） 

４．職場での定期健康診断や人間ドックの検診施設・医療機関 

５．日本赤十字社の血液センター（献血ルーム・献血車等を含む） 

６．その他（具体的に：                              ） 

７．分からない、覚えていない 

１．Ｂ型肝炎ウイルス検査のみ 

２．Ｃ型肝炎ウイルス検査のみ 

３．Ｂ型肝炎ウイルス検査、Ｃ型肝炎ウイルス検査の両方 

４．分からない、覚えていない 
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（３）あなたは、肝炎ウイルス検査の結果をどのように受け取りましたか？ 

（あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

 

 

 

 

 

 

 

（４）あなたは肝炎ウイルス検査の結果をご存知ですか？ 

（あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

 

 

 

 

 

【肝炎ウイルス検査の結果を知っている方におたずねします】 

（５）差し支えなければ検査結果をお知らせください。 

（あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【結果が「陽性」であった（感染していた）方におたずねします】 

（６）結果を受けて、医療機関を受診しましたか？ 

（あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

           

 

 

 

 

 

 

 

  

１．受診し、治療・治癒したため、今は受診していない 

２．受診し、現在も継続して定期的に受診している 

（治療中、経過観察中） 

３．受診したが、医師より受診を終了してよいと言われ、 

今は受診していない 

４．受診したが、自己判断で通院を中止し、今は受診していない 

５．一度も受診していない（今後受診する予定がある） 

６．一度も受診していない（今後も受診する予定はない） 

１．知っている 

２．知らない（結果待ちを含む） 

３．分からない、覚えていない 

４．検査は受けたが検査結果の説明は受けていない 

１．Ｂ型肝炎ウイルス、Ｃ型肝炎ウイルスいずれも陽性（感染していた） 

２．Ｂ型肝炎ウイルスのみ陽性（感染していた） 

３．Ｃ型肝炎ウイルスのみ陽性（感染していた） 

４．Ｂ型肝炎ウイルス、Ｃ型肝炎ウイルスいずれも陰性 

（感染していなかった） 

５．言いたくない 

１．口頭で説明があった 

    誰から説明を受けたか 

２．口頭で説明は受けていないが、検査結果は受け取った 

３．その他（具体的に：                              ） 

４．覚えていない 

６ページの問６に 

進んでください 

６ページの問６に 

進んでください 

次のページの（８）

に 

進んでください 

６ページの問６に 

進んでください 

次のページの（７）

に 

進んでください 

１．医師  ３．保健師 

２．看護師  ４．その他（          ） 

（    ）年頃 
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【これまで医療機関を受診しておらず、今後も受診する予定がない方におたずねします】 

（７）肝炎ウイルス検査「陽性」の結果に対して、あなたがこれまで医療機関を受診していない理由

について教えてください。（あてはまる番号すべてに○をつけてください） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【医療機関を受診された方におたずねします】 

（８）あなたが肝炎ウイルス陽性の結果を相談するために最初に受診したのは、あなたの“かかりつ

け医”でしたか？（あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

※日本医師会では、「健康に関することを何でも相談でき、必要な時は専門の医療機関を紹介して

くれる身近にいて頼りになる医師のこと」をかかりつけ医と呼んでいます。 

 

 

 

 

【最初にかかりつけ医を受診した方におたずねします】 

（９）あなたは、かかりつけ医から肝臓専門医を紹介されましたか？ 

（あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

１．病院に行く必要がないと思っていたから 

２．医師から受診しなくてよいと言われたから 

３．肝機能や体調に問題がないから 

４．どこに行けば良いかわからないから 

５．病院へ行く機会がなかったから 

６．その他（具体的に：                            ） 

７．答えたくない 

 

６ページの問６に進んでください 

１．はい   

２．いいえ  

３．覚えていない 

 

１．かかりつけ医を受診した際に肝臓専門医を紹介され、その後肝臓専門医を受診した 

２．かかりつけ医を受診した際に肝臓専門医を紹介されたが、肝臓専門医を受診しなかった 

３．かかりつけ医を受診した際に肝臓専門医を紹介されず、肝臓専門医を受診したことはない 

４．かかりつけ医を受診した際に肝臓専門医を紹介されなかったが、自分で肝臓専門医を探し

て受診した 

５．かかりつけ医は肝臓専門医だったので、紹介は不要であった 

６．かかりつけ医を受診した際に肝臓専門医を紹介されたかどうかは覚えていない 

７．その他（具体的に：                               ） 

６ページの問６に進んでくださ

い 

６ページの問６に進んでください 



【付録 1. 調査票】 

43 

 

【肝炎ウイルス検査を受けたことがない、わからない方におたずねします】 

問５（１）検査を受けていない理由はどのような理由からですか？ 

（あてはまる番号すべてに○をつけてください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）どのような行政施策があれば肝炎ウイルス検査を受けてみたいと思いますか？ 

（あてはまる番号すべてに〇をつけてください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１．忙しいから 

２．検査に行くのが面倒だから  

３．費用がかかるから 

４．検査をしてくれる機関や場所がよく分からないから 

５．定期的に受けている健康診断等のメニューにないから 

６．自分は感染していないと思うから 

７．悪い結果を言われるのがいやだから 

８．きっかけがなかったから 

９．その他（具体的に：                              ） 

10．特に理由はない 

11．分からない、覚えていない 

12．検査について知らないから 

１．検査の時間や場所の情報をもっと提供する 

２．検査を受ける理由、検査を受けることでどのような効果があるのか具体的に示す  

３．自分がいつもかかっている医者との連携をとる 

４．検査にかかる費用を安くする 

５．職場や地域（公民館等）など検査を受けられる場所を多くする 

６．夜間や土休日等検査を受けることができる時間帯を多くする 

７．定期的に受けている健康診断等のメニューに加える 

８．その他（具体的に：                              ） 

９．特にない、分からない 

次のページの問６に進んでください 
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【ここからは全員お答えください】 

問６ あなたご自身は、過去、以下の１）～３）についてご経験がありますか？ 

１）献血についておたずねします。 

（１）あなたはこれまでに献血の経験がありますか？ 

（あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

 

 

 

 

（２）献血された血液は、血液センターにおいて感染症のスクリーニング検査が行われています。そ

のことをご存じでしたか？（あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

 

 

 

（３）献血された血液に対して行われているスクリーニング検査項目として、ご存じのものすべてに

〇をしてください。（あてはまる番号すべてに〇をつけてください） 

 

 

 

 

 

 

 

２）手術についておたずねします。 

（１）あなたはこれまでに大きな手術（全身麻酔での手術）をしたことはありますか？ 

（あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

 

 

 

 

（２）手術の前には、病院でＢ型肝炎・Ｃ型肝炎のスクリーニング検査が行われています。そのこと

をご存じでしたか？（あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

 

 

  

１．Ｂ型肝炎ウイルス検査 ６．ヒトパルボウイルス B19検査 

２．Ｃ型肝炎ウイルス検査 ７．Ｅ型肝炎ウイルス検査 

３．梅毒血清学的検査 ８．上記についてはすべて知らない 

４．ヒト免疫不全ウイルス（HIV）検査  

５．ヒト T 細胞白血病ウイルス 1型（HTLV-1）抗体検査 

１．はい    最後に献血をしたのは 

２．いいえ 

１．はい ２．いいえ 

１．はい    最後に手術をしたのは 

２．いいえ 

１．はい ２．いいえ 

１．昭和 ２．平成 ３．令和 ４．西暦 

（    ）年頃 

１．昭和 ２．平成 ３．令和 ４．西暦 

（    ）年頃 
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３）妊娠・出産に関連することをおたずねします。 

（１）あなたはこれまで妊娠・出産をされたことはありますか？ 

（男性の方はいいえを選択ください）（あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

 

 

 

 

（２）妊婦健診で行われている検査としてご存じのものすべてに○をしてください。 

（あてはまる番号すべてに〇をつけてください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）健診についておたずねします。 

（１）あなたはこれまでにがん検診を受けたことがありますか？ 

（あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

 

 

 

【がん検診を受けたことがある方におたずねします】 

（２）あなたはこれまでに受けたがん検診の結果を把握していますか？ 

（あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

 

 

 

問７ 

１）厚生労働省では、肝炎ウイルス検査の受検普及啓発活動「知って、肝炎プロジェクト」を推進し

ています。このことをご存知でしたか？ 

（あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

 

 

  

１．血液型（Rh 式） ７．ヒト免疫不全ウイルス（HIV）検査 

２．貧血 ８．ヒト T 細胞白血病ウイルス 1型（HTLV-1） 

３．梅毒検査 抗体検査 

４．Ｂ型肝炎ウイルス検査 ９．不規則抗体検査 

５．Ｃ型肝炎ウイルス検査 10．上記についてはすべて知らない 

６．風疹ウイルス検査 

 

１．はい    最後に妊娠をしたのは 

２．いいえ 

１．はい ２．いいえ 

１．ある ２．ない 

１．すべて把握している  ２．すべてではないが把握している  ３．把握していない 

10 

１．昭和 ２．平成 ３．令和 ４．西暦 

（    ）年頃 
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２）近年、肝炎は、インターフェロンや飲み薬などの抗ウイルス剤などによる治療が格段に進歩し

たことにより、早期に検査して発見し、早期に適切な治療を受ければ、Ｂ型肝炎ウイルス感染

については肝炎が沈静化できる、あるいは、Ｃ型肝炎ウイルス感染についてはウイルスを完全

に治癒できる人の割合が高くなっています。これを受けて、厚生労働省では以下（１）（２）

（３）の取組を進めています。 

（１）保健所や一部医療機関では、今まで検査を受けたことのない人を対象に、「肝炎ウイルス検査」

を無料で実施しています。このことをご存知でしたか？ 

（あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

 

 

（２）検査の結果、肝炎ウイルスに感染していることが判明した方を対象に、平成 27 年度から初回

の精密検査や定期検査の一部は公費補助を受けられます。このことをご存知でしたか？（あて

はまる番号ひとつに○をつけてください） 

 

 

（３）検査の結果、インターフェロンや飲み薬などの抗ウイルス剤による治療などが必要と診断され

た人を対象に、平成 20 年度から治療費の一部は公費補助を受けられます。このことをご存知

でしたか？（あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

 

 

３）地方自治体では、厚生労働省の指針にしたがい、肝炎の患者さんが安心して検査や治療を受けた

り、日常生活を送ることができるように、検査、治療方法、服薬、治療費の助成制度など肝炎に

関する幅広い知識とスキルを持ち、地域で活躍できる人材として肝炎医療コーディネーターの育

成を行っています。このことをご存じでしたか？ 

（あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

 

 

  

１．はい ２．いいえ 

１．はい ２．いいえ 

１．はい ２．いいえ 

１．はい ２．いいえ 
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問８ 肝炎ウイルス検査の普及啓発、肝炎対策について、地方自治体では以下の取組が行われていま

す。あなたがご存知のものをお答えください。 

（あてはまる番号すべてに○をつけてください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１．地方自治体の広報誌での情報提供（肝炎ウイルス検査（費用や検査場所）に関する情報） 

２．地方自治体の広報誌での情報提供（肝臓病（肝炎、肝硬変、肝癌の症状など）に関する情報） 

３．インターネットホームページでの情報提供 

４．チラシ、ポスター等の職場への配布 

５．チラシ、ポスター等の医療機関への配布 

６．リーフレットの作成・配布 

７．公開講座、講習会、研修会、シンポジウム等の開催 

８．イベントでの普及啓発、街頭キャンペーン 

９．個人宛にハガキなどで検査を通知することによる受検勧奨 

10．テレビ広報（ケーブルテレビを含む） 

11．ラジオ広報 

12．新聞広告、折り込み広告 

13．その他（具体的に：                              ） 

14．上記についてはすべて知らない 

※肝炎ウイルス検査の無料実施、治療費の公費補助の詳細については、 
以下のサイトで確認することができます。 
 

■厚⽣労働省「肝炎総合対策の推進」 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/ 
kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-kansenshou/kanen/index.html 
 

■国⽴研究開発法⼈ 国⽴国際医療研究センター  
肝炎情報センター 
http://www.kanen.ncgm.go.jp  
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問９ あなたの性別についてお答えください。（あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

 

 

問 10 あなたの年齢についてお答えください。（あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

 

 

 

 

問 11 あなたのお住まいの都道府県、郵便番号をお答えください。 

 

※郵便番号は、お住まいの地域ごとでの集計・分析のためにのみ使用します。 

個人を特定することはございませんので、ご回答をお願いいたします。 

問 12 あなたのご職業についてお答えください。 

（あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 13 あなたの加入している健康保険についてお答えください。 

（あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

 

 

 

 

 

  

都道府県（          ） 

１．国民健康保険 ４．共済組合 

２．全国健康保険組合（協会けんぽ） ５．長寿医療制度（後期高齢者医療） 

３．健康保険組合 ６．その他（            ） 

１．男性 ２．女性 

１．２０～２９歳      ４．５０～５９歳      ７．８０～８５歳 

２．３０～３９歳      ５．６０～６９歳       

３．４０～４９歳      ６．７０～７９歳       

 

１．医療従事者 ８．農林漁業職 

２．医療従事者以外の専門技術職 ９．運輸通信職 

（技術者、教員、研究者等） （運転士、電話交換手、郵便配達・集配員等） 

３．管理職（会社団体の役員、管理職等） 10．生産労務職 

４．事務職 11．主婦（主夫） 

５．営業販売職 12．学生 

６．サービス職（理容師、美容師、調理師等） 13．その他（           ） 

７．保安職（警備員、監視員等） 14．無職 

〒    
―     
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問 14 以下の５項目のうち、あなたにあてはまる項目はいくつありますか？あてはまる項目の合計数を

選択してください。 

① 現在タバコを吸っていないが、過去に喫煙経験がある 

② 違法薬物使用のために注射器を他人と共用したことがある 

③ 人間関係にストレスを感じている 

④ 夕食はコンビニや外食店を利用することが多い 

⑤ スマートフォンの画面を１日に１時間以上見ている 

（あなたにあてはまる項目の合計数について、以下の番号からひとつ選び○をつけてください） 

 

 

※この問いはパターン A調査票では⑤の選択肢あり、パターン B調査票では⑤の選択肢なし 

 

問 15 以下の５項目のうち、あなたにあてはまる項目はいくつありますか？あてはまる項目の合計数を

選択してください。 

① 週に１回以上お酒を飲む 

② 座った姿勢で過ごすことが多く、運動をする習慣がない 

③ 朝食を食べないことが週２回以上ある 

④ 月に１回以上睡眠薬や睡眠導入サプリメントを飲む 

⑤ 朝起きたときに疲れが残っていると感じることが週に１回以上ある 

（あなたにあてはまる項目の合計数について、以下の番号からひとつ選び○をつけてください） 

 

 

 

問 16 あなたにとっての「生きがい」は何ですか？自由にご記入ください。 

 

 

 

 

 

 

  

 

１．１つ  ２．２つ  ３．３つ  ４．４つ  ５．５つ  ６．いずれもあてはまらない 

１．１つ  ２．２つ  ３．３つ  ４．４つ  ５．５つ  ６．いずれもあてはまらない 
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問 17 あなたの今日の健康状態についておたずねします。 

下記の（１）から（５）の設問についてそれぞれ、今日のあなたの状態を最もよく表しているも

のをお答えください。 

 
（１）移動の程度について （あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

 

 

 

 

（２）身の回りの管理について （あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

 

 

 

 

（３）ふだんの活動（仕事・勉強・余暇など）について 

（あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

 

 

 

 

（４）痛み・不快感について （あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

 

 

 

 

（５）不安・ふさぎ込みについて （あてはまる番号ひとつに○をつけてください） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

１．私は歩き回るのに問題ない 

２．私は歩き回るのにいくらか問題がある 

３．私はベッド(床)に寝たきりである 

■■■調査は以上です。お忙しいところ、ご協力ありがとうございました。■■■ 

１．私は身の回りの管理に問題はない 

２．私は洗面や着替えを自分でするのにいくらか問題がある 

３．私は洗面や着替えを自分でできない 

１．私はふだんの活動を行うのに問題はない 

２．私はふだんの活動を行うのにいくらか問題がある 

３．私はふだんの活動を行うことができない 

１．私は痛みや不快感はない 

２．私は中程度の痛みや不快感がある 

３．私はひどい痛みや不快感がある 

１．私は不安でもふさぎ込んでもいない 

２．私は中程度に不安あるいはふさぎ込んでいる 

３．私はひどく不安あるいはふさぎ込んでいる 



【付録 2. 都道府県別にみた地点件数】 

 

都道府県名 地点数 
合計 / 調査対象

数 

愛知県 5 500 

愛媛県 3 300 

茨城県 3 300 

岡山県 3 300 

沖縄県 3 300 

岩手県 3 300 

岐阜県 3 300 

宮崎県 2 200 

宮城県 3 300 

京都府 3 300 

熊本県 3 300 

群馬県 3 300 

広島県 3 300 

香川県 2 200 

高知県 2 200 

佐賀県 2 200 

埼玉県 5 500 

三重県 3 300 

山形県 3 300 

山口県 3 300 

山梨県 2 200 

滋賀県 3 300 

鹿児島県 3 300 

秋田県 2 200 

新潟県 3 300 

神奈川県 6 600 

青森県 3 300 

静岡県 4 400 

石川県 3 300 

千葉県 5 500 

大阪府 6 600 

大分県 3 300 

長崎県 3 300 

長野県 3 300 

鳥取県 2 200 

島根県 2 200 

東京都 8 800 

徳島県 2 200 

栃木県 3 300 

奈良県 3 300 

富山県 2 200 

福井県 2 200 

福岡県 4 400 

福島県 3 300 

兵庫県 4 400 

北海道 4 400 

和歌山県 2 200 
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総計 150 15000 

	 	

地点番号 都道府県名 自治体名 調査対象数 

1 北海道 札幌市 北区 100 

2 北海道 札幌市 白石区 100 

3 北海道 函館市 100 

4 北海道 鹿部町 100 

5 青森県 黒石市 100 

6 青森県 十和田市 100 

7 青森県 三沢市 100 

8 岩手県 盛岡市 100 

9 岩手県 北上市 100 

10 岩手県 紫波町 100 

11 宮城県 石巻市 100 

12 宮城県 名取市 100 

13 宮城県 村田町 100 

14 秋田県 男鹿市 100 

15 秋田県 由利本荘市 100 

16 山形県 山形市 100 

17 山形県 上山市 100 

18 山形県 西川町 100 

19 福島県 いわき市 100 

20 福島県 郡山市 100 

21 福島県 相馬市 100 

22 茨城県 古河市 100 

23 茨城県 下妻市 100 

24 茨城県 東海村 100 

25 栃木県 さくら市 100 

26 栃木県 日光市 100 

27 栃木県 大田原市 100 

28 群馬県 前橋市 100 

29 群馬県 桐生市 100 

30 群馬県 藤岡市 100 

31 埼玉県 さいたま市 見沼区 100 

32 埼玉県 川越市 100 

33 埼玉県 本庄市 100 

34 埼玉県 狭山市 100 

35 埼玉県 草加市 100 

36 千葉県 市川市 100 

37 千葉県 船橋市 100 

38 千葉県 佐倉市 100 

39 千葉県 東金市 100 

40 千葉県 成田市 100 

41 東京都 千代田区 100 

42 東京都 中央区 100 
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43 東京都 江東区 100 

44 東京都 品川区 100 

45 東京都 八王子市 100 

46 東京都 立川市 100 

47 東京都 三鷹市 100 

48 東京都 青梅市 100 

49 神奈川県 横浜市 中区 100 

50 神奈川県 横浜市 金沢区 100 

51 神奈川県 横浜市 旭区 100 

52 神奈川県 横浜市 泉区 100 

53 神奈川県 横須賀市 100 

54 神奈川県 鎌倉市 100 

55 新潟県 新潟市 江南区 100 

56 新潟県 長岡市 100 

57 新潟県 小千谷市 100 

58 富山県 富山市 100 

59 富山県 魚津市 100 

60 石川県 加賀市 100 

61 石川県 野々市市 100 

62 石川県 津幡町 100 

63 福井県 大野市 100 

64 福井県 越前町 100 

65 山梨県 甲府市 100 

66 山梨県 大月市 100 

67 長野県 松本市 100 

68 長野県 大町市 100 

69 長野県 山形村 100 

70 岐阜県 美濃市 100 

71 岐阜県 美濃加茂市 100 

72 岐阜県 垂井町 100 

73 静岡県 静岡市 清水区 100 

74 静岡県 浜松市 中央区 100 

75 静岡県 富士市 100 

76 静岡県 御殿場市 100 

77 愛知県 名古屋市 西区 100 

78 愛知県 名古屋市 瑞穂区 100 

79 愛知県 一宮市 100 

80 愛知県 刈谷市 100 

81 愛知県 犬山市 100 

82 三重県 四日市市 100 

83 三重県 松阪市 100 

84 三重県 鳥羽市 100 

85 滋賀県 大津市 100 

86 滋賀県 守山市 100 

87 滋賀県 東近江市 100 

88 京都府 京都市 北区 100 
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89 京都府 京都市 中京区 100 

90 京都府 京田辺市 100 

91 大阪府 大阪市 西区 100 

92 大阪府 大阪市 浪速区 100 

93 大阪府 高槻市 100 

94 大阪府 茨木市 100 

95 大阪府 八尾市 100 

96 大阪府 摂津市 100 

97 兵庫県 姫路市 100 

98 兵庫県 明石市 100 

99 兵庫県 西宮市 100 

100 兵庫県 小野市 100 

101 奈良県 奈良市 100 

102 奈良県 大和郡山市 100 

103 奈良県 王寺町 100 

104 和歌山県 和歌山市 100 

105 和歌山県 御坊市 100 

106 鳥取県 鳥取市 100 

107 鳥取県 八頭町 100 

108 島根県 松江市 100 

109 島根県 益田市 100 

110 岡山県 倉敷市 100 

111 岡山県 津山市 100 

112 岡山県 玉野市 100 

113 広島県 広島市 西区 100 

114 広島県 福山市 100 

115 広島県 廿日市市 100 

116 山口県 下関市 100 

117 山口県 宇部市 100 

118 山口県 長門市 100 

119 徳島県 鳴門市 100 

120 徳島県 石井町 100 

121 香川県 高松市 100 

122 香川県 さぬき市 100 

123 愛媛県 松山市 100 

124 愛媛県 今治市 100 

125 愛媛県 伊予市 100 

126 高知県 高知市 100 

127 高知県 土佐市 100 

128 福岡県 北九州市 小倉北区 100 

129 福岡県 福岡市 東区 100 

130 福岡県 八女市 100 

131 福岡県 須恵町 100 

132 佐賀県 佐賀市 100 

133 佐賀県 武雄市 100 

134 長崎県 長崎市 100 
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135 長崎県 佐世保市 100 

136 長崎県 松浦市 100 

137 熊本県 八代市 100 

138 熊本県 玉名市 100 

139 熊本県 長洲町 100 

140 大分県 大分市 100 

141 大分県 別府市 100 

142 大分県 臼杵市 100 

143 宮崎県 宮崎市 100 

144 宮崎県 延岡市 100 

145 鹿児島県 鹿児島市 100 

146 鹿児島県 指宿市 100 

147 鹿児島県 霧島市 100 

148 沖縄県 那覇市 100 

149 沖縄県 名護市 100 

150 沖縄県 北中城村 100 
   15000 
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【付録 5. アイテムカウント法による⼀般集団における薬物乱⽤・注射器共⽤経験率の推計】 

 

（追加課題）アイテムカウント法による⼀般集団における薬物乱⽤・注射器共⽤経験率の推計 
 
1. 背景と⽬的 

C 型肝炎ウイルス（HCV）は、輸⾎、医療関連曝
露、注射薬物使⽤（people who inject drugs, 
PWID）、男性間性交（men who have sex 
with men, MSM）を主な感染経路とする。世界
的には PWID が HCV 伝播の主要因とされている。
⽇本における PWID の⼈⼝規模は世界と⽐べると
相対的に⼩さいと推定されるが、新規感染対策を
策定する上で当該集団の規模把握は不可⽋であ
る。薬物使⽤が刑事罰の対象であることから、潜在
的 PWID に関する実態調査は困難を伴うが、科学
的根拠に基づく予防政策の構築には、推定⼈⼝規
模の把握が不可⽋である。 
 

2. ⽅法 
本研究では、アイテムカウント法（Item Count 
Technique: ICT）を⽤いて、⼀般集団における
薬物乱⽤・注射器共⽤経験率の推計を試みた。
ICT は、法的・倫理的にセンシティブな項⽬に対す
る回答バイアスを最⼩化するための間接的調査⼿
法であり、対象者には複数の無害な⾏動項⽬（コ
ントロールリスト）を提⽰し、該当項⽬数のみを回
答させる。調査群にはセンシティブ項⽬（薬物乱
⽤・注射器共⽤経験）を 1 項⽬追加したリストを
提⽰し、対照群との平均該当数の差をもとに当該
⾏動の有病率を集団レベルで推定する。ICT の利
点としては、匿名性の担保により正直な回答が得ら
れやすいこと、個別の回答を明かさずに集団の該当
率を推定できること、過⼩申告バイアスを低減でき
ることが挙げられる。 
本調査では、層化⼆段階無作為抽出（調査地
点︓150）によって無作為に選ばれた 20 歳から
85 歳までの⼀般住⺠ 15,000 ⼈を対象とし、対
照群および調査群にそれぞれ 7,500⼈ずつを名簿
順に交互に割り付けた。 
 

3. 結果 
調査群 7,500⼈中2,173⼈、対照群 7,500⼈
中 2,243 ⼈から回答があった。対象者の性別、年
代別、地域別分布を次項の図に⽰す。 

「違法薬物使⽤のために注射器を他⼈と共⽤したこ
とがある」割合は調査群と対照群の平均該当数の
差 を も と に 、 0.8％（95％信頼区間︓0〜
6.7％）、約84万⼈と推定された。 
 

4. 考察・結論 
本調査ではアイテムカウント法（ICT）を⽤いること
により、法的・倫理的にセンシティブな PWID の規模
把握を試みた結果、「違法薬物使⽤のために注射
器を他⼈と共⽤したことがある」割合は 0.8％
（95％信頼区間︓0〜6.7％）、約84万⼈と推
定された。 
⽇本における PWID の主薬物は覚せい剤であり、ヘ
ロインやコカインの注射使⽤は稀である。厚労科研
健康安全確保総合研究分野 医薬品・医療機器
等レギュラトリーサイエンス政策研究「薬物乱⽤・依
存状況の実態把握のための全国調査と近年の動
向を踏まえた⼤⿇等の乱⽤に関する研究」（嶋根
卓也班、2023年度）では、覚せい剤⽣涯経験率
（者数）について、0.5%（約 47 万⼈）と報告
しており、本調査における推定値はこれを上回る⽔
準であった。これは、注射器の共⽤というより限定的
かつセンシティブな⾏動に着⽬し、間接的な調査⼿
法を⽤いたことにより、従来の⾃⼰申告調査では捉
えきれなかった潜在的 PWID の存在を反映している
可能性がある。違法薬物使⽤が刑罰の対象である
⽇本において、PWID は医療や調査との接点を持
ちにくく、実態把握が困難な集団である。したがって、
ICT のような間接調査⼿法は、こうした⾼リスク集団
の規模を過⼩評価することなく推定するための有⽤
なアプローチとなる。 
本調査の結果は、HCV 新規感染対策における
Key population である PWID 集団の把握に資す
るものであり、今後の対策⽴案の基礎資料となるこ
とが期待される。 
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厚生労働行政推進調査事業費（肝炎等克服政策研究事業） 
令和 6年度 分担研究報告書 

 

肝硬変移行率評価指標の開発と運用方法の確立 

 
分担研究者：玉城信治 所属先 武蔵野赤十字病院 消化器内科 

 

 研究要旨 

慢性肝疾患において代謝性疾患合併は病態進展のリスク因子と考えらえている。近

年、脂肪性肝疾患の定義の変更があり、BMI 高値、血糖値高値、血圧高値、高 TG 血

症、低 HDL 血症のいずれかの Cardiometabolic criteria を有する者を脂肪性肝疾患

と定義すると改定された。そこでこれらの Cardiometabolic criteria の数と合併症

進展リスクを検討した。心血管イベントリスクは Cardiometabolic criteria の増加

にしたがってリスクが増加した。一方で肝関連イベントと Cardiometabolic 

criteria の数には関連は認められなかった。従って肝疾患の進展の予測や肝関連イ

ベントリスクの評価には Cardiometabolic criteria の評価のみでは十分でなく、肝

線維化の評価などが必要と考えられた。 

A. 研究目的 

  2023 年に脂肪性肝疾患診断の定義の変

更があり、BMI、血糖値、血圧、TG、HDL の

5 つの Cardiometabolic risk 因子のうち 1

つ以上の因子を持つものを脂肪性肝疾患と

定義すると変更となった。しかしこれらの

5つの因子が慢性肝疾患の病態進展リスク

と関連しているかどうかは明らかでない。

そこで、Nation-wide データベースを用い

て、これらの要因と病態進展のリスクを検

討することを目的とした。 

 

B. 研究方法 

レセプトベースのNation-wideデータベー

スを用いて、脂肪性肝疾患患者約97万人を

抽出した。またこれらの患者について肝関

連イベント（肝癌及び肝不全の発生）およ

び心血管イベントの発生を抽出した。Cardi

ometabolic risk因子の数と心血管イベント

リスク、肝関連イベントリスクについて検

討を行った 

 

C．研究結果 

Cardiometabolic risk因子を1，2，3，

4，5個持つ症例における心血管イベントリ

スクを検討すると、数の増加に従って心血

管イベントリスクは増加した。

因子1つの症例をリファレンスとすると、

2，3，4，5個の症例における心血管イベン

トリスクはハザード比（95％信頼区間）：

1.66(1.5-1.9), 1.84(1.6-2.1), 2.79(2.5-

3.1), 5.00(4.5-5.6)であり、Cardiometabo

lic riskの増加に従って心血管イベントリ

スクが増加した。 

一方肝関連イベントに関しては数の増加

とリスクの増加には関連を認めなかった。
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因子1つの症例をリファレンスとすると、

2，3，4，5個の症例における肝関連イベン

トリスクはハザード比（95％信頼区間）：

1.22(0.8-1.7), 1.00(0.7-1.4), 0.93(0.7-

1.3), 1.63(1.2-2.2)であり、5つのすべて

の因子を持つ症例では肝関連イベントリス

クが増加したが、1－4個の症例では関連が

認められなかった。 

また5つすべての因子を持つ症例のみを対

象として、その後の因子の改善と病態進展

リスクの変化を検討した。Cardiometabolic

 risk因子の改善がなかった症例をリファレ

ンスとして、1つ改善、2つ改善、3つ改善、

4－5つ改善した症例における心血管イベン

トリスクのハザード比（95％信頼区間）は

0.55(0.52-0.58), 0.20(0.17-0.22), 0.13

(0.11-0.16), 0.06(0.02-0.26)であり、Car

diometabolic risk因子の改善にしたがって

心血管イベントリスクが改善した。 

 

同様に肝関連イベントリスクについて検

討すると、Cardiometabolic risk因子の改

善がなかった症例をリファレンスとしてハ

ザード比（95％信頼区間）は1.16(0.9-1.

5), 1.53(1.1-2.1), 1.50(0.9-2.4), 1.42

(1.2-10)であり、Cardiometabolic risk因

子の改善と肝関連イベントリスクの改善に

は関連が認められなかった。 

 

                                                              

D. 考察 

Cardiometabolic risk因子は心血管イベ

ントリスクと密接に関連した。一方肝関連

イベントリスクとの関連は少なかった。こ

れは肝硬変の進行などに伴い、コレステロ

ールや血圧が低下することが知られてお

り、この二相性の病態を反映しているもの

と考えられた。したがって肝疾患の病態進

展の評価や肝関連イベントリスクの評価に

は肝線維化などリスク因子の評価が必要と

肝がられる。 

 

E．結論 

 肝関連イベントとCardiometabolic crite

riaの数には関連は認められず、肝臓のリス

ク評価には肝線維化の評価などが必要であ

る。 

 

 

F．健康危険情報 

 なし 

  

G．研究発表 

 1.  論文発表 

 Cardiometabolic criteria as predictors 

and treatment targets of liver-related ev
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ents and cardiovascular events in metabol

ic dysfunction-associated steatotic liver

 disease. Tamaki N, Kimura T, Wakabayashi

 SI, Umemura T, Izumi N, Loomba R, Kurosa

ki M. Aliment Pharmacol Ther. 2024 Oct;60

(8):1033-1041  

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 なし  



 
 

 
 

厚生労働行政推進調査事業費（肝炎等克服政策研究事業） 
（分担）研究報告書 

 
肝疾患専門医療機関向け肝炎医療指標・病診連携指標の開発と評価、運用方法の検討

 
分担研究者：大座紀子 国立国際医療研究センター肝炎・免疫研究センター客員研究員 

 

研究要旨：平成28年度から肝炎患者等支援対策事業における実施スキームが変更さ

れ、国から都道府県に対して1/2の割合で助成され、残り1/2は肝炎情報センターか

らの再委託という形に改正された。さらに、平成28年度に肝炎対策基本指針が改正

され、都道府県は肝炎対策に係る計画、目標の設定を図ることを重要事項として付

されたところである。本研究では、肝疾患専門医療機関（以下、専門医療機関）の条

件を自治体が把握するために使用可能なものを作成することを趣旨として、平成30年

度に専門医療機関向け肝炎医療指標の素案を作成し、平成31年度/令和元年度に、全

国8ブロック、10の自治体に向け、パイロット調査を実施した。令和5年度以降は計2

0自治体に拡充し、これまで同様の内容で作業依頼した。結果、令和6年度は95%の自

治体から回答を得ることができた。専門医療機関において肝臓専門医による診断と

治療方針の決定、抗ウイルス治療の実施、肝がんの高危険群の同定と早期診断、さ

らに肝がん治療そのものの実施もなされている現状が確認された。二次医療機関、

三次医療機関における専門医療機関としての実態を確認することができた。約5割の

施設で肝疾患についてセカンドオピニオンを提示する機能を持つことも確認され

た。今後、本調査に関して全国への拡充を目指していく。 

 

 

A. 研究目的 
国は肝炎総合対策を1)肝炎治療の促進、2)肝炎

ウイルス検査と重症化予防の推進、3)地域におけ

る肝疾患診療連携体制の強化、4)国民に対する正

しい知識の普及、5)研究の推進の5本の柱で推進

してきた。一方、地域における肝炎対策の拠点と

して、肝疾患診療連携拠点病院（以下、拠点病院）

が各都道府県に対して少なくとも1か所は設置さ

れているところであるが、その情報共有支援を行

うことは肝炎情報センターのミッションの一つ

である。平成28年度から肝炎患者等支援対策事業

における実施スキームが変更され、国から都道府

県に対して1/2の割合で助成され、残り1/2は肝炎

情報センターからの再委託という形に改正され

た。さらに、平成28年度に肝炎対策基本指針が改

正され、都道府県は肝炎対策に係る計画、目標の

設定を図ることを重要事項として付されたとこ

ろである。また、平成29年3月31日に肝疾患専門

医療機関（以下、専門医療機関）について改正

通知が発出され、2次医療圏に少なくとも1か所

設置されている専門医療機関について、治療後

のフォローアップ、各都道府県における整備方

針及び選定条件の明確化、選定時以後も条件に

適合しているかどうか定期的に確認すること、

かかりつけ医、拠点病院との適切な診療連携と

支援に取り組むこと、標準治療を行っているこ

と、セカンドオピニオンを提示する機能を持つ

こと又は施設間連携により対応できる体制を望

まれることなどについて言及されている（厚生

労働省健康局長通知）。 

本研究では、一次～三次医療機関までさまざま

で、全国に3016か所（平成29年度時点）ある専門

医療機関について、その条件を自治体が把握する

ために使用可能なものとして、肝炎医療指標・

病診連携指標の開発と評価、運用方法に関する

研究を行う。 

 

Ｂ．研究方法 

1. 専門医療機関の現状把握 

平成30年度肝炎対策推進協議会資料を参照。 

2. 拠点病院向け医療指標を踏襲した医療指標

の素案作成、専門医療機関での事前調査 

平成31/令和元年度に実施。 

3. 班員・関係部署との協議 

専門医療機関における指標に関して、以下の通

り協議した。基本方針：(1)専門医療機関の条件

を自治体が把握するために使用可能なものとす

る、(2)拠点病院向け肝炎医療指標の項目のうち

基本的なものを反映する、(3)病診連携指標を含

める、(4)肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業



 
 

 
 

の指定医療機関認定の有無も含めて調査する、

(5)肝炎医療コーディネーターの有無も含めて調

査する、調査方針：(1)全国各ブロックから20の

自治体を選定、(2)各自治体あたり5施設への調査

依頼を想定。計100施設をめど。施設選定は各自

治体に一任する、(3)振り返り調査とする（2023

年4月～9月の実績調査）、(4)医事課担当者が記

入可能な内容にする、(5)レセプト病名ベースで

の判断とする。 

4. 自治体に調査依頼 

 令和6年は前年度と同様の計20自治体に作業

依頼することとした。肝炎対策推進室より20の

自治体に作業依頼が発出された。全国8ブロック

から1～2つの自治体を選定した。作業期間は約2

か月。 

5. 調査結果を集計 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、患者個人の臨床情報を個別に扱うも

のではないため倫理上の問題はない。なお、本

研究は国立国際医療研究センターの倫理審査委

員会の承認を得ている。 
 
Ｃ．研究結果 
回答を得られた自治体 19/20(95%) 

回答を得られた専門医療機関 86/100(86%) 

 

I.施設要件等 

• 84％が肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業

の指定医療機関である 

• 半数以上は二次医療機関からの回答であっ

た。 

• 今回も一次医療機関からの回答を得た 

• 常勤及び非常勤の肝臓専門医が診療に従事

している。 

• 常勤ないし非常勤の肝炎医療コーディネー

ターが従事している 

• 72.3%の施設が肝疾患専門医療機関の整備方

針及び選定の要件を満たしていると回答し

た。 

 

 
 

 
 

 
 
} 
 
 
 
 
 
 



 
 

 
 

 
 

 

Ⅱ．ウイルス肝炎のべ患者数 

・ 外来＋入院ののべ患者数はHBV 1,649名、HCV

 1,291名（平均値）  
  

 
 

Ⅲ.  ウイルス肝炎治療のべ患者数 

・ 専門医療機関で抗ウイルス治療を実施して

いる実態が確認された。 
・ C型肝炎に対するIFN治療件数が引き続き0。 
・ C型肝炎に対するDAA治療件数が減少傾向。 
・  

 
 

 
Ⅳ．肝がん治療のべ患者数 

・ 専門医療機関の要件「肝がんの高危険群の同

定と早期診断」のみならず、肝がん治療その

ものも実施していた。 

 
 
 

Ⅴ. 院内連携指標 

・ 57％の施設で肝炎ウイルス検査陽性者の消

化器・肝臓専門医への紹介システムがあった 

 
 



 
 

 
 

Ⅵ. 病診連携指標 

・ 専門医療機関とかかりつけ医との連携が確

認された。一方で、拠点病院との連携は少な

かった 

・ 54.7%の施設がセカンドオピニオン外来を実

施していた 

・ 専門医療機関から他医療機関にセカンドオ

ピニオン目的に紹介したウイルス性肝炎患

者は平均0.1名であった 

・ 51％の施設が地域医療連携ネットワークサ

ービスに参加していた。肝炎診療連携にも当

該ネットワークさビスを積極的に使用して

いる施設は21%であった 

 

 
 

 
 

 
 

 
 
Ｄ．考察 
令和6年度は前年度と同様に計20自治体にこ

れまで同様の調査内容で作業依頼した。平成31

年度/令和元年度の初回調査では〆切時点で回

答を得られた自治体は50%であったが、今年度は

95%の回答を得られた。調査開始時期が例年より

遅れ、年末年始をはさんだ影響はあったものの、

概ね高い回答率を得た。調査に関する特段の意

見・要望はなかった。2019.9.30時点の肝炎医療

指標の作成方針の整理：基本方針、調査方針、

調査項目の通りに進めても差支えないと思われ

た。また、1自治体あたり5施設程度への調査依

頼・回収は問題なく実施可能と確認されたが、

全国へ展開するにあたっては、専門医療機関を

多数もつ自治体では業務負担も懸念される。調

査初年度から一貫して調査依頼する医療機関選

定は各自治体に一任した。このため、自治体が

選定した医療機関が前年度と異なる場合は、経

時的な値の変化は参考にならない。このため、2

022年度から調査票に医療機関名を明記して頂

くなどの改善を行った。今年度調査でも、二次医

療機関および三次医療機関における専門医療機

関としての実態を確認することができた。今回も

1施設からではあるが、一次医療機関からの回答



 
 

 
 

を得ることができた。 

Ｅ.結論 

 専門医療機関向け指標について、20自治体に

拡充し、調査依頼した。95%の自治体から回答を

得て、専門医療機関において肝臓専門医による

診断と治療方針の決定、抗ウイルス治療の実施、

肝がんの高危険群の同定と早期診断、さらに肝

がん治療そのものの実施もなされている現状が

確認された。約5割の施設で肝疾患についてセカ

ンドオピニオンを提示する機能を持つことも確

認された。今後、全国3000超の専門医療機関へ

の調査拡充にあたり、調査規模の検討、調査票

の改善、効率よく効果的な調査結果の回収、集

計のプロセスについて検討が必要である。今後、

本調査に関して全国への拡充を目指していく。 

 

Ｆ.健康危険情報 

該当なし 

 

Ｇ.研究発表 

1. 論分発表 

なし 

2.学会発表 

なし 

 

Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金［肝炎等克服政策研究事業］ 

令和6年度分担研究報告書 

 

自治体事業（予防、検診、病診連携）に関する指標の作成と検討 

島上哲朗、金沢大学 医薬保健研究域医学系 消化器内科学 准教授 

 

研究要旨：近年の劇的な抗ウイルス療法の進歩により、B型肝炎ウイルス（以下HBV）やC型肝炎ウイルス

（以下HCV）の感染制御は以前より容易に得られるようになった。そのため、肝炎ウイルス検診の受検率を

高め、肝炎ウイルス感染者を発見し、肝疾患専門医療機関で抗ウイルス療法を行うことが、肝硬変・肝がん

による肝疾患関連死を抑制するために重要である。これまでの肝炎対策における各種実態調査から、肝炎

ウイルス検診の受検率、肝炎ウイルス陽性者のフォローアップ、肝炎医療コーディネーターの養成と適正

配置など、様々な課題が指摘されている。良質な肝炎医療の提供を行うには、自治体、肝疾患診療連携

拠点病院（拠点病院）、肝疾患専門医療機関（専門医療機関）、かかりつけ医が効率的に連携を図る必要

があるが、自治体、特に都道府県の果たす役割は極めて大きい。都道府県毎に肝炎対策の取り組みは異

なっているが、全国の中での各都道府県の肝炎対策の現状を評価し、各都道府県の取り組みの改善・促

進に活用される目標となる指標を設定することが重要である。先行研究班では、平成30年度、計19個の自

治体事業指標（検診関連7、フォローアップ関連3、施策関連9）を作成し、平成29年度～R2年度の各年度

の指標値を都道府県毎に算出してきた。今年度は、新たに令和4年度分の指標の算出を行うと共に、平成

29年度からR4年度の6年度分の指標値の推移と令和4年度の指標間の相関を評価した。肝炎ウイルス検

査受検率（健康増進事業）、肝炎ウイルス検査実施市町村の割合が、解析期間中、令和2年度に初めて前

年度と比べ有意に低下した。肝炎ウイルス検査実施市町村の割合は、令和3年度以降は、令和1年のレベ

ルに復していた。しかし、健康増進事業よる肝炎ウイルス検査の受検率は、平成29年度との比較でも減少

傾向を示し、令和4年度は前年度比べて有意に低下した。粗肝がん罹患率と粗肝がん死亡率は、解析期

間中減少傾向を示した。フォローアップに関する指標に関しては、初回精密検査費用助成受給率は低下

傾向を示した。さらに肝炎医療コーディネーター率は、拠点病院、専門医療機関、市町村、保健所いずれ

も平成29年度と比べて有意に増加した。さらに令和4年度のデータを用いて、指標間の相関を解析したとこ

ろ、肝がん粗死亡率は、特定感染症検査等事業による肝炎ウイルス検査受検率、肝がん罹患率、定期検

査費用助成受給率、累積・新規肝炎医療コーディネーター養成率と有意な正の相関を、C型肝炎患者に

対するインターフェロンフリー治療費用助成受給率と有意な負の相関を示した。今後も継続的に自治体事

業指標を評価し、各都道府県へフィードバックすることで、自治体事業指標が、都道府県毎の肝炎対策の

取り組みの改善・促進に活用され、良質な肝炎医療が全国に均てん化される事が期待される。 

 

A. 研究目的 

近年、B型肝炎ウイルスやC型肝炎ウイルスの複

製を強力に抑制する抗ウイルス薬が多数実用化さ

れ、ウイルスの感染コントロールが以前より容易に
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行えるようになった。そのため、肝炎ウイルス検診

の受検率を高め、肝炎ウイルス感染者を発見し、

肝疾患専門医療機関で抗ウイルス療法を行うこと

が、肝硬変・肝がんによる肝疾患関連死を抑制す

る為には極めて重要である。 

これら一連の肝炎対策における各種実態調査

から、肝炎ウイルス検診の受検率、肝炎ウイルス陽

性者のフォローアップ、肝炎医療コーディネーター

の養成と適正配置など、様々な課題が指摘されて

いる。良質な肝炎医療の提供を行うには、自治

体、肝疾患診療連携拠点病院、肝疾患専門医療

機関、かかりつけ医が効率的に連携を図る必要が

ある。これらの中でも自治体、特に都道府県は、各

種肝炎対策の立案、疾患の啓発、肝炎ウイルス検

診受検の促進、検査費用や治療費助成制度の周

知と実施、肝炎医療コーディネーターの養成や適

正配置、肝炎に対する各種目標値の設定など求

められている役割は極めて大きい。都道府県毎に

肝炎医療に関する環境は異なっており、単純に肝

炎対策を比較することは困難である。しかし、全国

の中での各都道府県の肝炎対策の現状を評価

し、その取り組みの改善・促進に活用される目標と

なる指標を設定することが重要と考えられた。先行

研究班（指標班）では、平成 30 年度、計 19 個の

自治体事業指標（検診関連 7、フォローアップ関連

3、施策関連 9）を作成した。これまで、この 19 個

の自治体事業指標を、平成 29 年度～R3 年度の

5年度分を算出してきた。今年度は、新たに令和 4

年度分の指標の算出を行うと共に、平成 29 年度

から令和 4年度（データが得られなかった一部の

指標を除く）の 6 年度分の指標の推移と令和 4年

度の指標間の相関を評価した。これらの解析結果

が、各自治体（都道府県）の肝炎対策の取り組み

の改善・促進に利用されることで、良質な肝炎医療

が全国に均てん化される事が期待される。 

 

B. 研究方法 

計 19 指標を以下のデータソースを用いて算出

した。 

� 各年度肝炎対策に関する調査（厚生労働省 

健康局 がん･疾病対策課 肝炎対策推進室

調べ） 

� 各年度肝炎ウイルス検査受検者数（特定感染

症検査等事業）：「特定感染症検査等事業実

績報告」（厚生労働省 健康局 がん･疾病対

策課 肝炎対策推進室調べ） 

� 各年度肝炎ウイルス検診受検者数（健康増進

事業）：「地域保健・健康増進事業報告 （健康

増進編）」（政府統計） 

� 各年度医療費助成対象者数：「各年度肝炎医

療費支払状況等調」（厚生労働省健康局が

ん・疾病対策課肝炎対策推進室調べ） 

� 各年度医療費助成対象者数：「各年度肝炎医

療費支払状況等調」（厚生労働省健康局が

ん・疾病対策課肝炎対策推進室調べ） 

� 都道府県別治療患者数：肝炎等克服政策研

究事業「肝炎ウイルス感染状況の把握及び肝

炎ウイルス排除への方策に資する疫学研究」

（研究代表者 田中純子）令和 2年度報告書 

� 各年度都道府県別人口：「人口推計」（政

府統計） 

� 各年度肝がんの罹患数：国立がん研究センタ

ーがん情報サービス「がん登録・統計」（全国

がん登録） 

� 各年度肝がん死亡者数：国立がん研究センタ

ーがん情報サービス「がん登録・統計」（人口

動態統計） 

� 各年度市町村数：e-stat 
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また令和3年度の指標値間の相関係数を算出

し、有意性を検証した。 

P値が0．05未満を有意と判定した。各図のP値の

詳細は以下の通りである。 

* P<0.05, ** P<0.01, *** P<0.001, **** 

P<0.0001 

（倫理面への配慮） 

本研究のデータソースは個人情報をあつかって

いないため、特に倫理面の配慮は必要ないと考え

られる。  

 

C. 研究結果 

 以下に各指標の内容、指標値を示す。グラフのプ

ロットは、各都道府県の指標値を示す。 

1） 自治体検診 1. 肝炎ウイルス検査実施市町村

の割合（健康増進事業分） 

 

 

2） 自治体検診 2. 40歳以上人口 10万人あたりの

肝炎ウイルス検査受検率（健康増進事業分、

HBs抗原検査） 

 

 

3） 自治体検診 3. 成人人口 10 万人あたりの肝炎

ウイルス検査受検率（特定感染症検査等事業

分、ＨＢｓ抗原検査） 

 

 

4） 自治体検診 4. 成人人口 10 万人あたりの肝が

ん粗罹患率（左）、年齢調整罹患率（右） 
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5） 自治体検診 5. 成人人口 10万人あたりの肝が

ん粗死亡率（左）、年齢調死亡率（右） 

 

 

6） 自治体検診 6. Ｂ型肝炎核酸アナログ製剤治

療助成受給率 

 

 

7） 自治体検診 8. C型肝炎インターフェロンフリー

製剤治療助成受給率 

 

 

8） 自治体フォローアップ1. 成人 10万人あたり初

回精密検査費用助成制度受給率 

 

 

9） 自治体フォローアップ 2. フォローアップ事業

実施市町村の割合 
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10） 自治体フォローアップ3. 成人 10万人あたり定

期検査費用助成制度受給率 

 

 

11） 自治体施策 1. 肝炎対策にかかる計画・数値

目標設定の有無 

Year 
計画 数値目標 

有 無 有 無 

2017 47 0 42 5 

2018 47 0 42 5 

2019 47 0 43 4 

2020 47 0 44 3 

2021 47 0 44 3 

2022 47 0 44 3 

 

12） 自治体施策 2. 肝炎対策協議会の開催の有無 

Year 有  無 

2017 47  0 

2018 47  0 

2019 36  11 

2020 35  12 

2021 40  7 

2022 46  1 

 

13） 自治体施策3、4. 成人 10万にあたりの肝炎医

療コーディネーター養成人数 累積（左）、新

規（右） 

 

 

14） 自治体施策 5. 肝炎医療コーディネーター資

格更新の有無 

Year 有 無 

2017 16 31 

2018 21 26 

2019 23 24 

2020 25 22 

2021 26 21 

2022 26 21 

 

15） 自治体施策 6. 肝炎医療コーディネーター配

置状況（拠点病院） 



 
 

93 

 

 

16） 自治体施策 7. 肝炎医療コーディネーター配

置状況（専門医療機関） 

 

 

17） 自治体施策 8. 肝炎医療コーディネーター配

置状況（保健所） 

 

18） 自治体施策 9. 肝炎医療コーディネーター配

置状況（市町村） 

 

令和4年度（粗罹患率に関しては令和1年度）のデ

ータを用いて、2021年度（令和3年度）の肝がん粗

死亡率と各指標の相関係数を算出し、さらに有意

性を検証した。 
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（相関係数を示した。有意な相関を認めた場合は、

黄色とした。） 

肝がん粗死亡率は、特定感染症検査等事業に

よる肝炎ウイルス検査受検率、肝がん粗・年齢と油

性罹患率、定期検査費用助成受給率、累積・新規

の肝炎医療コーディネーター養成率と有意な正の

相関を、C型肝炎に対するインターフェロンフリー治

療費用助成受給率と有意な負の相関を示した。 

 

D. 考察 

これまで19の自治体事業指標を、平成29年度

～令和2年度（データが得られなかった一部指標

を除く）の3年分算出してきた。今年度は、新たに

令和3年度分の指標の算出を行うと共に、平成29

年度からR4年度の指標の推移と令和4年度の指標

間の相関を評価した。 

肝炎ウイルス検査受検率（健康増進事業、）、肝

炎ウイルス検査実施市町村の割合が、解析期間

中、令和2年度に初めて前年度と比べ有意に低下

した。肝炎ウイルス検査実施市町村の割合は、令

和3年度以降は、令和1年のレベルに復していた。

しかし、健康増進事業よる肝炎ウイルス検査の受

検率は、平成29年度との比較でも減少傾向を示

し、令和4年度は前年度に比べて有意に低下し

た。肝炎治療費助成受給率は、B型肝炎患者では

令和2年度はやや低下したが、令和3年度以降は、

令和1年度の水準にまで復していた。C型肝炎患

者では著明に減少した。粗肝がん罹患率と粗肝が

ん死亡率は、解析期間中減少傾向を示した。フォ

ローアップに関する指標に関しては、初回精密検

査費用助成受給率は低下傾向を示し、自治体に

よる肝炎ウイルス検査用者のフォローアップ率と定

期検査費用助成受給率は不変であった。令和4年

度、全ての都道府県が、肝炎対策に関しての計画

を策定し、そのうち94%の都道府県が具体的な数

値目標を策定していた。肝炎対策協議会の開催

は、令和4年度は、1都道府県のみ未開催であっ

た。肝炎医療コーディネーター養成率は、累積、

拠点病院、専門医療機関、市町村、保健所、いず

れにおいても平成29年度と比べて令和4年度は有

意に増加した。これらの結果は、肝炎医療コーディ

ネーターの養成や配置が順調に進んでいることを

反映していると考えられる。 

令和2年度の肝炎ウイルス検査受検率（健康増

進事業）、肝炎ウイルス検査実施市町村の割合

が、令和1年度に比べて低下していたことは、

COVID19パンデミックによる影響を受けていると考

えられた。しかし、肝炎ウイルス検査実施市町村の

割合は、COVID-19パンデミック前の水準に復した

が、肝炎ウイルス検査受検率は復していない。また

肝炎対策協議会の開催は、令和4年度は1都道府

県のみ未開催であり、COVID-19パンデミック前の

水準に復しつつある。 

我々は、令和1年度のデータを用いて、肝がん

粗死亡率と、各指標の相関を解析した。その結

果、肝がん粗死亡率は、特定感染症検査等事業

による肝炎ウイルス検査受検率、肝がん粗罹患

率、定期検査費用助成受給率、累積・新規の肝炎

医療コーディネーター養成率と有意な正の相関
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を、C型肝炎に対するインターフェロンフリー治療

費用助成受給率と有意な負の相関を示した

Shimakami T and Kanto T et al. J Gastroenterol, 

2023）。今回、令和4年度のデータを用いて各指標

の相関を検証したところ、令和1年度と同様に、肝

がん粗死亡率は、特定感染症検査等事業による

肝炎ウイルス検査受検率、肝がん粗罹患率、定期

検査費用助成受給率、累積・新規の肝炎医療コー

ディネーター養成率と有意な正の相関を、C型肝

炎に対するインターフェロンフリー治療費用助成受

給率と有意な負の相関を示した。粗肝がん死亡率

と肝炎ウイルス検査受検率、定期検査費用助成受

給率、肝炎医療コーディネーター養成率の正の相

関は、肝がん死亡率の高い都道府県の積極的な

肝炎対策を示していると考えられた。また、粗肝が

ん死亡率とC型肝炎インターフェロンフリー治療助

成受給率の負の相関は、肝がん死亡率の高い都

道府県の積極的な肝炎対策（インターフェロンフリ

ー治療の導入）の結果を反映していると考えられ

た。 

 

E. 結論 

 今回、6 年分の指標の推移と令和 4年度の肝が

ん粗死亡率とその他の指標間の相関を評価した。

今後も継続的に自治体事業指標を評価し、各都

道府県へフィードバックすることで、自治体事業指

標が、都道府県毎の肝炎対策の取り組みの改善・

促進に活用され、良質な肝炎医療が全国に均て

ん化される事が期待される。 

 

F. 研究発表 

論文発表 

1. Kimura M , Nishikawa N , Shimakami T, 

Terashima T , Horii R , Fukuda M , Yoshita M, 

Takata N, Hayashi T, Funaki M, Nio N, 

Takatori H, Arai K, Yamashita T, Honda M, 

Tanaka J, Kaneko S, Yamashita T. Higher FIB-

4 index at baseline predicts development of 

liver cancer in a community-based cohort with 

viral hepatitis. Global Health & Medicine. Glob 

Health Med 2024 Dec 31;6(6):404-415. 

 

学会発表 

1. 島上哲朗，出島彰宏，金子周一，山下太郎．

ICT ツールである地連ネットワークの肝炎診

療への活用．肝臓(0451-4203)65 巻 Suppl.1 

Page A234(2024.04) 第 60 回日本肝臓学会

総会，2024 年 6月熊本，特別企画 3（SS-9） 

2. 島上哲朗，田中純子，考藤達哉．自治体事

業指標を用いた都道府県毎の肝炎医療への

取り組みの検証.(0451-4203)65 巻 Suppl.1 

Page A234(2024.04) 第 60 回日本肝臓学会

総会，2024 年 6月熊本，特別企画 3（SS-10） 
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令和 6 年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書 
 

肝炎医療指標、診療連携指標の策定と検討、評価 
 

研究分担者：瀬戸山博子 所属先 熊本大学生命科学研究部消化器内科 講師 
 

研究要旨： 
（背景）2016年に見直された肝炎対策基本指針では、肝炎ウイルス検査の受検、肝炎ウ
イルス陽性者の受診・受療、専門医療機関・肝炎診療連携拠点病院等（以下、拠点病院）

による適切かつ良質な肝炎医療の提供というスキームの中で、肝硬変又は肝がんへの移

行者を減らすことが目標と設定されている。しかし上記スキームの実施現状調査による

と、受検率、肝炎ウイルス陽性者のフォローアップ、肝炎医療コーディネーターの養成と

適正配置など、十分ではない課題が指摘されている。 
（目的）先行研究班では、全国で共通した「尺度＝指標」を用いて肝炎医療・肝炎対策を

評価し、改善のための提言を行うことを目指して研究開発を行った。肝炎医療指標 29、
診療連携指標 6の継続調査の結果、依然として肝炎医療、肝炎対策の達成度には地域差、
施設間格差が存在しており、全国的な肝炎総合政策「均てん化」達成度はまだ十分とは言

えないといった課題が明らかになった。本研究では、先行研究班で作成した各事業、医療

実施主体別の指標を継続調査し、事業実施、医療提供の程度と質の経年変化（達成度状

況）を評価する。特に指標調査結果が次年度の事業目標、肝炎医療にどのように反映され

たかに焦点をあて、各事業・医療主体別に効果的な運用方法を提案する。また専門医療機

関における肝疾患診療の現状について一次医療機関を含めたパイロット調査を行い、本

研究班で作成した肝疾患専門医療機関向け簡易版肝炎医療指標の水平展開に向けた方策

を提案する。 
（方法・結果）令和 6年度に肝炎医療（29指標）、診療連携指標（6指標）を継続調査・
評価した。また肝疾患専門医療機関について、その配置状況を明らかにするとともに立

地特性が専門医療機関の役割に及ぼす影響を検討した。拠点病院においては、ブロック

別の特徴を示しながらも、全体的には均てん化された肝炎医療が提供されていた。R5年
度の未達成項目のうち DAA治療に関する 2指標については改善を認め、北海道東北ブロ
ックでの指標値改善が寄与していた。へき地尺度 Rurality Index for Japan (RIJ)を用いた
全国の肝疾患専門医療機関配置状況では都市部に 57.1%が配置されており、中でも関東
甲信越で多くの施設（70.1%）が配置されていた。北海道東北、中国四国、九州では非都
市部（特に都市近郊）への配置が最も多かった。またへき地区分ごとの特徴について検討

したところ、非都市部では、IFNフリー治療や肝がんの緩和治療において一次医療機関に
求められる役割が都市部と比較して大きかった。 
（考察）肝炎医療指標、診療連携指標を調査・解析した。これらの指標の継続調査は、未

達成医療指標の改善に寄与していた。また専門医療機関に求められる役割はその立地特

性により影響されており、地域における効果的なネットワークの構築に際して考慮すべ

き点の一つであると考えられた。 

A. 研究目的 
 2016 年、肝炎対策基本指針の見直し

がに行われた。同指針では、肝炎ウイルス

検査の受検、肝炎ウイルス陽性者の受診・
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受療、専門医療機関・肝炎診療連携拠点病

院等（以下、拠点病院）による適切かつ良

質な肝炎医療の提供というスキームの中

で、肝硬変又は肝がんへの移行者を減らす

ことが目標と設定されている。しかし上記

スキームの実施現状調査によると、受検率、

肝炎ウイルス陽性者のフォローアップ、肝

炎医療コーディネーターの養成と適正配

置など、十分ではない課題が指摘されてい

る。 
 先行研究班（「肝炎の病態評価指標の開

発と肝炎対策への応用に関する研究」班

（H29-肝炎-指定-001）（平成 29 年度〜令

和元年度）、「肝炎総合対策の拡充への新た

なアプローチに関する研究」班（20HC2002）
（令和 2 年度〜令和 4 年度）では、全国で

共通した「尺度＝指標」を用いて肝炎医療・

肝炎対策を評価し、改善のための提言を行

うことを目指して研究開発を行った。具体

的には、肝炎医療指標 29、自治体事業指標

19、診療連携指標 6、拠点病院事業指標 21
を毎年度継続的に調査し評価した。各指標

調査の結果、依然として肝炎医療、肝炎対

策の達成度には地域差、施設間格差が存在

しており、全国的な肝炎総合政策「均てん

化」達成度はまだ十分とは言えないといっ

た課題が明らかになった。 
本分担研究では、先行研究班で作成した各

事業、医療実施主体別の指標を継続調査し、

事業実施、医療提供の程度と質の経年変化

（達成度状況）を評価する。特に指標調査

結果が次年度の事業目標、肝炎医療にどの

ように反映されたかに焦点をあて、各事

業・医療主体別に効果的な運用方法を提案

する。また専門医療機関における肝疾患診

療の現状について一次医療機関を含めた

パイロット調査を行い、本研究班で作成し

た肝疾患専門医療機関向け簡易版肝炎医

療指標の水平展開に向けた方策を提案す

る。 
 

B. 研究方法 
・肝炎医療指標（拠点病院向け）の策定と

検討、評価 
2024 年度は先行研究班にて策定した肝炎

医療指標 29 指標について下記の通り調査

を行なった。また先行研究班での調査にて

指標値が低いあるいは改善に乏しい指標

についてはその要因を明らかにするため

副次的調査も実施した。 
調査は肝疾患診療連携拠点病院（以下、拠

点病院、全国 72 施設）を対象に実施した。 
2024 年 10月-12月に受診した肝疾患患者

について診察医の診療方針を調査した。対

象となる診察医は主な診療担当医より各

施設で選定することとした。 
（調査項目一覧） 

 
 
・肝炎医療指標（専門医療機関向け）の水

平展開に向けたパイロット調査 
本研究班で作成した肝疾患専門医療機関

向け簡易版肝炎医療指標の水平展開に向

けて、都道府県における肝炎対策の一翼を

担う肝疾患専門医療機関の配置状況を明

らかにするとともに立地特性が専門医療
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機関の役割に及ぼす影響を検討した。 
(1) 厚生労働省ホームページに掲載されて

いる肝疾患に関する全専門医療機関

3451 施設について、へき地尺度

Rurality Index for Japan (RIJ)を用いて

その配置状況を調査した。解析にあた

っては、へき地区分として RIJ スコア

1-25都市部、26-100非都市部（26-50 
非都市部 1、51-75 非都市部 2、76-100 
非都市部 3）と定義した。 

(2) 2022〜2023 年に人口規模や配置状況

の異なる 2 県（熊本県、奈良県）の専

門医療機関全 159 施設を対象に実施し

た検査、治療に関する調査をもとに、専

門医療機関のへき地区分ごとの特徴に

ついて検討した。 
 
・診療連携指標の策定と検討、評価 
紹介率、逆紹介率、診療連携に関わる 6 指

標について拠点病院（全国 72 施設）を対

象に調査を実施した。 
2024 年 10月-12月に受診した肝疾患患者

について診察医の診療連携の現状を調査

した。対象となる診察医は主な診療担当医

より各施設で選定することとした。また各

施設の ICTシステムの配備・利用状況の調

査を併せて実施した。 

 

（倫理面への配慮） 
本分担研究は、事業調査によって収集さ

れたデータに基づく解析研究であり、個人

情報を取り扱うことはない。したがって厚

生労働省「人を対象とする医学系研究に関

する倫理指針」（平成 26 年 12月 22日）を

遵守すべき研究には該当しない。 
 

C. 研究結果 

肝炎医療指標の策定と検討、評価 
拠点病院を対象とした本調査における

回収率は 91.6%（66 施設）で前回調査

と同等であった。 
重要指標 17 項目のうち全国平均が目

標値（0.8）に満たない指標は、日常診

療における Child- Pugh スコアの使用

（肝炎-2）（指標値平均 0.79）、上部消

化管内視鏡検査の定期実施肝硬変患者

における定期内視鏡（肝硬変-1）（指標

値平均 0.65）に関する指標であった。

前回調査で新たに未達成項目となった

DAA 治療に関する 2 指標は改善してい

た。内視鏡に関する指標について検査

の必要性および検査を実施しない理由

について調査した。検査の「必要性が低

い」あるいは「必要でない」と回答した

施設はなく、すべての施設が必要性を

認識している一方で、実施しない理由

としては「他院でしている」「同意書の

取得に割く時間がない」、「オーダーが

煩雑」などが挙げられた。 
 
過去 4回（2018 年、2020~2022 年）の

調査において、5 つの大項目（肝炎・肝

硬変全般、C 型肝炎、B 型肝炎、肝硬

変、肝炎制度）は概ね均一な診療が行わ

れていたが、2023 年度調査に引き続き

肝硬変分野において指標値の低値が目

立った。（図 1） 
図 1 

 
 

Z score（標準スコア）︓平均を０、標準偏差を1として表記

-2

-1

0

1

2
肝炎・肝硬変全般

C型肝炎

B型肝炎肝硬変

肝炎制度
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ブロック別では前回低値が目立った北

海道東北ブロックにおいて他 5 ブロッ

クとほぼ同程度に回復した（図 2）。全

ブロックで標での未達成項目に影響し

ていると考えられた。 
 
図 2 

 
 
肝炎医療指標（専門医療機関向け）の

水平展開に向けたパイロット調査 
全国での専門医療機関の配置状況は都

市部 57.6%、非都市部 1 36.9%、非都

市部 2 3.1%、非都市部 3 2.3%であっ

た。地域ブロック別にみると関東甲信

越、東海北陸、近畿では都市部に

（70.5%、52.3%、69.7%）、北海道東北、

中国四国、九州では非都市部 1 に

（40.5%、52.6%、50.9%）最も多く配

置されていた。また非都市部 3 への配

置率が最も高い地域ブロックは北海道

東北（11.0%）であった。 
2県（熊本県、奈良県）での全専門医療

機関調査における回答施設 129 施設の

内訳は一次医療機関 79 施設（一次）、

二次医療機関 45 施設（二次）、三次医

療機関 5 施設（三次）であった。また

へき地区分による配置状況は都市部 
46.5%、非都市部 1 40.3%、非都市部 2 
10.9%、非都市部 3 0.8%であった。前

年度にRFAや手術を実施した施設のう

ち二次、三次が占める割合は都市部で

は 100%、非都市部で 90%であった。

また全身化学療法では都市部/非都市
部 78%/83%を占めていた。一次医療

機関の中で緩和治療および IFN フリー

治療を実施した施設は、緩和治療では

都市部/非都市部 22%/38%、IFN フリ

ー治療では都市部/非都市部 27%/43%
といずれも非都市部で有意に高かった。 
 
診療連携指標の策定と検討、評価 
本調査における回収率は 91.6%（66 施

設）であった。 
拠点病院において初診のウイルス性肝

炎患者のうち、年々低下を示していた

HCV患者の他院からの紹介率が増加し

ていた。逆紹介率、他院との診療連携率

は HBV と HCV で違いを認めず、他院

との診療連携率はかかりつけ医へ「必

ず」診療情報提供を行う率とほぼ同様

の値であった。また ICT を積極的に利

用している施設では紹介率、逆紹介率

が平均より高値であった。ICT への施

設参加は進みつつあり、肝疾患への利

用割合は 2023 年度と比較して 10%増
（10 施設→17 施設）であった。 
拠点病院で ICT システムを利用してい

る施設は 41.7%であり、前回調査

（52.3%）より低下していた。その一方

で、肝疾患診療に積極的に利用してい

る施設の割合はその 56.7%（前回

29.4%）と増加していた。 
 

D. 考察 
肝疾患診療連携拠点病院においては、

ブロック別の特徴を示しながらも、全

体的には均てん化された肝炎医療が

提供されていた。R5 年度の未達成項

目のうち DAA 治療に関する 2 項目で

改善を認めたが、肝硬変患者への定期

的な上部消化管内視鏡検査について

は未達のままであった。また肝硬変患

者への栄養指導、身障者制度説明につ

-2

-1

0

1

2
北海道東北

関東甲信越

東海北陸

近畿

中国四国

九州

Z score（標準スコア）︓平均を０、標準偏差を1として表記
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いても指標値は低値であり、肝硬変診

療への対策が重要であると考えられ

た。 
肝疾患専門医療機関の配置状況調査

では 47%の専門医療機関が非都市部

に配置されており、そのような立地特

性が専門医療機関の役割に及ぼす影

響について検討した。 
肝がんの侵襲的治療や全身化学療法

においては都市部、非都市部に関わら

ず二次、三次医療機関が中心的な役割

を果たしていた。その一方で非都市部

では、IFN フリー治療や肝がんの緩和

治療において一次医療機関に求めら

れる役割が都市部と比較して大きか

った。専門医療機関に求められる役割

はその立地特性により影響されてお

り、地域における効果的なネットワー

クの構築に際して考慮すべき点の一

つであると考えられた。 
 
E. 結論 

肝炎医療指標（29 指標）、診療連携指標

（6 指標）を調査・解析した。これらの

指標の継続調査は、未達成医療指標の

改善に寄与していた。また肝疾患専門

医療機関向け肝炎医療指標の水平展開

に向けたパイロット調査として、我が

国の専門医療機関の配置状況、立地特

性を評価した。非都市部では、IFN フリ

ー治療や肝がんの緩和治療において一

次医療機関に求められる役割が都市部

と比較して大きく、専門医療機関に求

められる役割はその立地特性により影

響されていた。地域における効果的な

ネットワークの構築に際して考慮すべ

き点の一つであると考えられた。 
 
F. 健康危険情報 

無 
 

G. 研究発表 
＜論文発表＞ 

1.  Yoshimaru Y, Nagaoka K, Tanaka K, 
Narahara S, Inada H, Kurano S, 
Tokunaga T, Iio E, Watanabe T, 
Setoyama H, Tateyama M, Yoshida K, 
Tsunoda T, Nakamura Y, Tanaka M, 
Sasaki Y, Tanaka Y. Randomized 
phase I/II study of vascular endothelial 
growth factor receptor peptide 
vaccines for patients with 
hepatocellular carcinoma. Hepatol 
Res. 2024 May;54(5):451-464. doi: 
10.1111/hepr.13995. Epub 2023 Dec 
27. PMID: 38018304. 

＜学会発表＞ 
1. 瀬戸山博子、大座紀子、島上哲郎、田中
順子、田中靖人、考藤達哉. わが国におけ
る肝炎診療水準の均てん化を目指して―

肝炎医療指標の策定と社会実装. 第 60回
日本肝臓学会総会 2024.6.13〜14. 

2. 瀬戸山博子、長岡克弥、田中靖人. 酸化ス
トレスマーカーを用いた代謝性機能障害

に伴う脂肪性肝疾患患者におけるサルコ

ペニアの早期診断. 第 60回日本肝臓学会
総会 2024.6.13〜14. 

3. Hiroko Setoyama, Yasuhito Tanaka, 
Tatsuya kanto. Nationwide annual survey 
of hepatitis care clinical indicators 
contributing to the equalization of hepatitis 
care across Japan. JDDW2024第 28回日
本肝臓学会大会 2024.10.31〜11.3. 

 
H. 知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 なし 
2.実用新案登録 なし 
3.その他 なし
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令和６年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

「指標等を活用した地域の実情に応じた肝炎対策均てん化の促進に資する研究」  
分担研究究報告書 

 

拠点病院事業指標、普及啓発事業指標の作成と評価、指標運用方法の検討 
 

研究分担者：竹内 泰江   

所属：国立国際医療研究センター肝炎情報センター 上級研究員 

 

 

研究要旨：2016 年に見直された肝炎対策基本指針では、肝炎ウイルス検査の受検、肝

炎ウイルス陽性者の受診・受療、専門医療機関・肝炎診療連携拠点病院等（以下、拠点

病院）による適切かつ良質な肝炎医療の提供というスキームの中で、肝硬変又は肝がん

への移行者を減らすことが目標と設定されている。しかし上記スキームの実施現状調

査によると、拠点病院において均てん化された肝炎医療が提供されている一方で、拠点

病院事業指標では啓発事業の進展について地域差が存在することや事業担当者が効果

を感じにくい等の課題がある。 

（目的）肝疾患診療連携拠点病院は地域肝炎医療ネットワークの中心であり、肝炎医療

の提供のみならず、啓発活動、相談支援活動など拠点病院事業を展開している。 

本分担研究では、先行研究班（指標班、拡充班）で作成した拠点病院事業指標を継続運

用する。指標調査を解析し、その妥当性、有用性、継続可能性を検証し、総合的な肝炎

政策の推進に向けた具体的な取組の提言を行うとともに、取組評価が困難である啓発

事業についてのアウトカム指標導入について検討を行う。 

（方法・結果）令和６年度に拠点病院事業（21 指標）を継続調査・評価した。普及

啓発事業指標について起案を行い、調査・解析を行った。拠点病院においては、各指標

の経年推移より拠点病院事業における COVID-19 感染が及ぼす影響を評価することが

可能であった。ほとんどの重要項目についてはプレコロナ・ウィズコロナ期で変わらず

概ね高い指標値で推移していた。就労支援事業に関しては感染症の影響をほぼ受けず

に経年的に指標値上昇を認めた。啓発事業の評価として、一部項目を見直して①情報発

信方法の評価、②受け手の理解度の評価を行った。前者において、情報発信ツールであ

るホームページについて、情報更新が為されていない施設は昨年度とほぼ同数認めた。

を行った。後者では前年度調査では地域差を認めていたが、本年度調査において年度差

も認めた。経年的に調査を行っている本研究班作成啓発資材における知識定着度は経

年的に上昇傾向となっており、肝炎に係る正しい知識の普及の底上げの一助となって

いる可能性が示唆された。 

（考察）拠点病院事業指標（21 指標）の経時的な調査・解析した。各事業別に効果

的に運用する方法の提案が必要である。重要項目については概ね高い指標値が得られ

ているものの、引き続き、拠点病院事業および啓発事業の実施方法についての検討と運

用について解析を行う必要がある。 

A. 研究目的 

2016 年 2022 年と、肝炎対策基本指針の見

直しが行われた。同指針では、肝炎ウイルス

検査の受検、肝炎ウイルス陽性者の受診・受

療、専門医療機関・肝炎診療連携拠点病院等

（以下、拠点病院）による適切かつ良質な肝

炎医療の提供というスキームの中で、肝硬

変又は肝がんへの移行者を減らすことが目
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標と設定されている。しかし上記スキーム

の実施現状調査によると、①肝炎ウイルス

検査及び肝炎医療の均てん化が重要である

ものの依然として各地域の取組状況に差が

あること，②肝炎検査や肝炎医療を適切に

受けられるよう，効果的な広報や正しい知

識の普及が必要であること等が挙げられて

おり，これらの課題の解決に向けて積極的

な取組が求められている。 

先行研究班（肝炎等克服政策研究事業指

定研究「肝炎病態指標の開発と肝炎政策へ

の応用に関する研究（指標班）」（平成 29年

度〜令和元年度）「肝炎総合政策の拡充への

新たなアプローチに関する研究（拡充班）」

（令和 2年度～令和 4年度））において、肝

炎医療指標、自治体事業指標、診療連携指標、

拠点病院事業指標を作成し運用している。

拠点病院や専門医療機関においては均てん

化された肝炎医療が提供されている一方で、

拠点病院事業指標では啓発事業の進展につ

いて地域差や施設間格差が存在することが

示唆されていることや、情報発信が一方的

となり、啓発対象者への浸透度や定着度が

判然としない課題がある。 

本分担研究では、先行研究班で作成した

肝疾患診療連携拠点病院事業指標の継続し

た運用と検討を行う。さらに、昨年度起案し

た啓発事業に係る指標の経時的な評価、運

用を行う。これらの調査結果から指標の妥

当性、有用性を検証し、総合的な肝炎政策の

推進に向けた具体的な取り組みの提言を行

う。 

 

B. 研究方法 

・拠点病院事業指標 

先行研究班（指標班）で作成した拠点病院

事業指標（21 指標）を調査・評価した。 

令和 5年度に拠点病院（全 72 施設）を対象

に肝炎情報センターが実施する令和 5 年度

拠点病院現状調査と併せて、令和 5 年度実

績について令和 6年 6月-7 月に調査した。 

（拠点病院事業指標一覧） 

 

・啓発事業指標 

啓発事業の評価として、①情報発信方法

の評価、②受け手の理解度の評価を行った。

①について全国 72施設の拠点病院において、

拠点病院及び肝疾患相談・支援センターの

HP が設置され、様々な情報発信が為されて

おり、以下の掲載項目について令和 7年1月

に調査した。前年度調査時にリンク更新が

なされていない項目があることが判明して

いたため、新規に HP-11 として「コンテンツ

のリンク切れ項目の有無」を追加した。 

 

②について以下の項目を、令和 4 年度実績

については肝炎医療指標調査と同時期に実

施していたが、令和 5 年度実績については

!

!

!

!

指標項⽬案（情報発信⽅法の評価）

定数＝１有り=1, なし=0肝疾患相談センターの説明ＨＰ­１

定数＝１有り=1, なし=0国の助成制度の説明ＨＰ­２

定数＝１有り=1, なし=0⾃都道府県の肝疾患専⾨医療機関掲載ＨＰ­３

定数＝１有り=1, なし=0肝疾患説明ＨＰ－４

定数＝１有り=1, なし=0就労⽀援に係る案内ＨＰ－５

定数＝１有り=1, なし=0肝炎訴訟に係る案内ＨＰ－６

定数＝１有り=1, なし=0患者会に係る案内ＨＰ－７

定数＝１
オンデマンド配信有り=3、
配布資料掲載有＝2、
Agendaのみ＝1、 なし=0

市⺠公開講座の内容について公開ＨＰ－

定数＝１
オンデマンド配信有り=3、
配布資料掲載有＝2、
Agendaのみ＝1、 なし=0

医療従事者講習会の内容について公開ＨＰ－９

定数＝１有り=1, なし=0ホームページのアクセス解析の実施ＨＰー10

定数＝１有り=1, なし=0コンテンツのリンク切れ項⽬の有無ＨＰー11

（分⼦） （分⺟）（項⽬）

3
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拠点病院事業指標調査と合わせ、令和 6 年

6-7 月に調査した。 

 

 

（倫理面への配慮）本分担研究は、事業調査

によって収集されたデータに基づく解析研

究であり、個人情報を取り扱うことはない。

したがって、厚生労働省「人を対象とする医

学系研究に関する倫理指針」（平成 26 年 12

月 22日）を遵守すべき研究には該当しない。 

 

C. 研究結果 

拠点病院事業指標の策定と検討、評価 

拠点病院を対象とした本調査における回

収率は 100%（72 施設）であった。ブロック

別および全国の平均調査値を以下に示す。 

・相談支援（拠点 1－4） 

 

・患者、家族向け講座（拠点 5-6） 

 

・就労支援（拠点 7） 

 

・研修事業（医療従事者向け）（拠点 8－14） 

 

・市民公開講座（拠点 15－16） 

 

・その他（拠点 17－21） 

 

拠点病院事業指標（21 指標）においては

調査実施が困難な指標項目を認めなかった。

2018-2019 年はプレコロナ、2020－2021 年

はウィズコロナ、以降がアフターコロナと

なるが、各項目を確認すると概ね重要項目

についてはコロナ感染状況に関与なく高い

指標値で推移していた。しかし、重要指標に

位置付けられている肝疾患相談支援センタ

ーの相談件数（拠点-3）は減少傾向にあった。 

拠点病院事業調査において相談内容の上位

に該当するのは「病気自体に関して」「病気

の治療に関して」「医療費助成制度に関して」

であるが、これらに関しては各拠点病院の

ホームページや市民公開講座や肝臓病教室、

リーフレットといった資材等で情報発信が

為されている傾向が高い。これらの情報発

信により、相談支援センターを訪問する機

会の減少、相談件数の減少に繋がる可能性

がある。したがって、指標値の低下が拠点病

院事業の活動状況を反映するものでないと

考えられる。実際に、肝臓病教室や家族支援

講座についてはコロナ前は外に凸、コロナ

禍を契機に指標値の低下を認めているも、

改善の兆しがある。 

!"#$!%$&'( $"!) *+ ,-.- /0 12

3456 7899 7899 7899 7899 7899 7899 7899

345: 7899 7899 7899 7899 7899 7899 7899

345; 7<=899 7<<8>? @?A8@> B>8=9 B??8B? ?C8@C 7>78A7

345D 98?9 98?C 98?< 98?> 7899 7899 98>?
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拠点病院事業指標において、就労支援に

ついては年々指標値の上昇を認めており、

今回の調査においてもっとも指標値が伸び

ている結果だった。 

一方、ブロック別の拠点病院事業指標は

例年のように全体の形は地域ごとの特性を

表す結果であった。就労支援について近畿

をのぞいて指標値の増加があった。 

 

 

プレコロナ期と比較して、アフターコロ

ナ期に低下した指標としては肝臓病教室/

家族支援講座と研修事業であるが、前者に

ついてはウィズコロナ期よりも指標の改善

が得られている。また、各施設の詳細報告を

確認すると実施回数は少なくとも、オンデ

マンド開催/紙面開催等の開催工夫が行わ

れ、情報発信機会は保たれている可能性が

ある。一方で研修事業については緩徐に指

標値の低下を認め、その内訳は以下の通り

である。 

 

肝炎専門医療従事者研修会について実施し

ている拠点病院の施設数がプレコロナ期に

戻っていない結果であったが、一般医療従

事者研修会については概ねプレコロナ期と

同等の実績であった。 

 
市民公開講座に係る指標は調査期間にお

いて横這い～微増していた。先に述べた研

修事業等と同様に、ウィズコロナ期に実施

回数については低下したもの、それを上回

る形で一回あたりの参加人数に関する指標

が経時的に上昇している結果であった。 

開催形式は、ウィズコロナ期は感染症対策

の観点から WEB 開催を行う施設が増え、開

わが国における拠点病院事業指標

Z score（標準スコア）︓平均を０、標準偏差を1として表記
5

-2

-1

0

1

2

相談⽀援

肝臓病教室、家族

⽀援講座

就労⽀援

研修事業

市⺠公開講座

その他

全国の指標推移（2018~2023年）

2018
2019
2020
2021
2022
2023

ブロック別拠点病院事業指標

-2

-1

0

1
北海道東北

関東甲信越

東海北陸

近畿中国四国

九州

全体

ブロック別拠点病院事業⽔準

Z score（標準スコア）︓平均を０、標準偏差を1として表記

2022年度実績

北海道東北 関東甲信越

東海北陸 近畿

中国四国 九州

I

II

III

IV

V

VI

I

II

III

IV

V

VI

I

II

III

IV

V
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I
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V

VI

I

II
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IV

V

VI

6

2023年度実績 -2
-1
0
1
2
相談⽀援

肝臓病教室、家族

⽀援講座

就労⽀援

研修事業

市⺠公開講座

その他
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0
1
2

-2
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0
1
2

-2
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0
1
2

-2
-1
0
1
2

-2
-1
0
1
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催様式が多様化した。2022 年度と 2023年度

で比較すると、対面開催をする施設が非常

に増加していた。Web開催はリアルタイム・

オンデマンドともに減少傾向にあるが、ハ

イブリッド開催（現地＋web）はほぼ横ばい

であった。 

 

市民公開講座において、実施回数はプレコ

ロナ期よりも減少し、Web開催から対面開催

施設が増えたが、都道府県人口あたりの参

加人数は経年的に増加している。このよう

に、コロナ期を経て、多様な取組が行えるよ

うになったものの、活動の効果について拠

点病院自身が感じにくい側面があることが

課題である。 

 

啓発事業指標の策定と検討 

―情報発信方法の評価― 

すべての拠点病院において肝疾患相談支

援センターのホームページを認め、調査対

象施設は 72 施設である。前年度から HP を

改訂した施設は 15/72 施設であった。ブロ

ック別、および全国の平均調査値は HP-1～

HP-7 において前年度と変化のない結果であ

った。 

 

就労支援・肝炎訴訟・患者会に係る案内が掲

載されていない施設を多く認めた。   

（HP-5：0.19、HP-6：0.18、HP-7：0.13） 

令和 7 年 1 月の調査時点で調査項目につ

いてホームページに掲載はあるものの、リ

ンク切れでアクセス不能となっている項目

及び旧サイトのリンク掲載のままである施

設を 30％（20/72 施設）で認めた。その約 9

割は各都道府県における自治体の作成する

肝疾患助成制度や専門医療機関一覧の掲載

ページであった。専門医療機関リストが PDF

で掲載されている場合など登録内容の変更

と共に URL が変更となるケースも考え得る

ため、情報のアップデートについて定期的

に実施する必要性がある。なお、HP のリン

ク確認及び修正依頼については令和 7 年 1

月 24日の第 2回肝疾患診療連携拠点病院間

連絡協議会で実施した。引き続きの喚起実

施する予定である。 

 

―受け手の理解度の評価― 

拠点病院を対象とした本調査における回

収率は 90％（65/72 施設）であった。ブロッ

ク別、および全国の平均調査値を以下に示

す。赤字は前年度より指標値が低下してい

た項目である。 

 

地域によって市民公開講座および医療従

事者講習会におけるアンケート実施状況に

差を認めた。（啓発-1、研修-1）市民公開講

座において、現地参加者に対してはアンケ

ート実施が紙媒体で行えるため、指標値は

高いものの、オンライン参加者（リアルタイ

ム、オンデマンド）に対しては視聴後のアン

ケートサイトの誘導をしても、対応をスキ

ップ、回答フォームの存在に気付かない可

能性がある。（啓発－２、啓発－３）医療従

事者講習会については、R4 年度におけるア

ンケート実施は市民公開講座に比較して全

体的に高い指標値となっていた。アンケー

ト回答が受講確認となっているケースが多

いものと考察していたが、R5 年度調査では

現地・オンラインいずれも低い実施状況で
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あった。（研修－２、研修－３） 

 

―啓発資材(肝炎すごろく)の効果検証― 

 西井分担研究員の開発した肝炎啓発エデ

ュテインメント資材「肝炎すごろく」を使用

した効果検証について継続調査を実施した。

全拠点病院の啓発担当者、および肝炎情報

センターのホームページで問い合わせいた

だいた方へ、資材を送付し、事前事後テスト

を実施した。 

改訂版の使用者は 2026 年 3 月末時点で 535

名にのぼり、うち非医療従事者は 287 名で

あった。医療従事者と比較すると、非医療従

事者は元々の肝炎に関する知識が少ないと

考えられるが、初版と同様に資材使用後に

は有意差をもって得点上昇していることが

明らかとなった（下図）。 

 

初版においてはウイルス性肝炎の感染経路

に係る設問の正答率が最も向上していたが、

改訂版においてはワクチンの定期接種開始

時期に係る設問、肝発がんの可能性がある

肝疾患についての設問の正答率が向上して

いた（51.2%→87.5%、63.8%→87.8%）。一方、

感染経路に係る設問については正答率の向

上は初版と比較して低下しているものの、

事前テストの段階で 67.2%、事後テストで

83.3%の正答率が得られており、正しい知識

の普及が為されてきているものと考えられ

た。本調査は 2022 年より実施しているが、

経年的に事前テストの得点率が上がってい

る傾向にあり、正しい知識の普及の底上げ

の一助となっている可能性がある。 

 

D. 考察 

拠点病院においては、各指標の経年推移

より拠点病院事業における COVID-19 感染

が及ぼす影響を評価することが可能であっ

た。ほとんどの重要項目についてはプレコ

ロナ・ウィズコロナ期で変わらず概ね高い

指標値で推移していた。就労支援事業に関

しては感染症の影響をほぼ受けずに経年的

に指標値上昇を認めた。啓発活動、研修事業

に関し、ウィズコロナ期を経たことにより

開催方法の工夫が為され、より多くの参加

者を集めることができるようになった。 

情報発信ツールであるホームページにつ

いて、情報更新が為されていない施設は昨

年度とほぼ同数認め、各拠点病院へ喚起を

行った。理解度の評価としてアンケート調

査実施有無については前年度調査では地域

差を認めていたが、本年度調査において年

度差も認めた。担当者により対応が異なる

可能性が示唆された。経年的に調査を行っ

ている本研究班作成啓発資材における知識

定着度は経年的に上昇傾向となっており、

肝炎に係る正しい知識の普及の底上げの一

助となっている可能性が示唆された。 

 

E. 結論 

拠点病院事業指標（21 指標）の経時的な

調査・解析した。各事業主体別に効果的に運

用する方法を提案する必要がある。啓発事

業指標について項目の見直しを行った。引

き続き、拠点病院事業および啓発事業の実

施方法についての検討と運用について解析

を行う必要があると考えられた。 

 

F. 政策提言および実務活動 

＜政策提言＞ 

なし 

 

＜研究活動に関連した実務活動＞ 

国立国際医療研究センター肝炎情報セン

ター上級研究員として、厚生労働省肝炎対

資材使⽤後の知識定着率について

15

⾮医療関係者の事前事後テストの点数⽐較 (初版と改訂版)

事前合計 事後合計
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改訂版調査対象者の⽅が事前テストの得点が⾼い傾向にあるが、
初版と同様に事後テストでは有意な得点上昇を認める結果
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策推進室、全国肝疾患診療連携拠点病院と

連携し、肝炎に関する総合的な施策の推進

活動に携わっている。 

 

G. 研究発表 

1. 発表論文 

Takeuchi Y, Nozawa A, Kanto T. 

Integrated policy of medical expense 

subsidies and clinical registry for 

patients with liver cancer and 

decompensated cirrhosis in Japan. 

Hepatology Research. 2024 Aug; 54(8): 

745-752. 

2. 学会発表 

竹内泰江、藤森晶子、西井正造、考藤達哉 

ゲーミフィケーションによる肝炎医療の均てん

化に向けた新たな普及啓発の実践について 

第60回日本肝臓学会総会 6月2024年 熊本 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得  

なし 

2. 実用新案登録  

なし 

3. その他  

なし 
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令和 6年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

指標等を活用した地域の実情に応じた肝炎対策均てん化の促進に資する研究 
分担研究報告書 

 

肝炎啓発エデュテインメント資材の開発と啓発効果評価方法の検討 

 
研究代表者：考藤達哉 国立研究開発法人国立国際医療研究センター 肝炎・免疫研究

センター 研究センター長 

研究分担者：西井 正造 横浜市立大学先端医科学研究センター コミュニケーショ

ン・デザイン・センター 助教、 藤森 晶子 同上 研究補助員 

 

研究要旨：（背景）肝炎政策における受検・受診・受療のステップを進めるために

は、国民に対して肝炎に関する正確かつ重要な情報を効果的に伝える必要がある。

現在でも啓発・教育のためのリーフレットや教材が数多く頒布されているものの、

特に将来を担う 10−20 歳代の若い世代にとっては、ウイルス肝炎を「自分ゴト化」

することは難しく、浸透力を高める新たなアプローチの開発が必要である。 
（目的） 
本研究では、教育（Education）と娯楽（Entertainment）を組み合わせたエデュテ

インメント手法を取り入れた啓発ツール「肝炎すごろく」開発に着目し、その有効

性検証とさらなる資材開発を目的とした。また、対照教材として同一内容のリーフ

レットおよび動画資材を開発し、すごろくと比較可能することで、啓発効果の科学

的評価（エビデンスレベル向上）を図ることも目的とした。 
（方法・結果） 
令和 6 年度には、製薬企業や医療機関、日本科学未来館などと連携して「肝炎すご

ろく」のユーザビリティ調査を実施し、計 138件の調査票を回収した。調査では、

学習効果が高く、楽しみながら肝炎への理解が深まるとの肯定的な評価が多く寄

せられ、改訂版（第３版）では Net Promoter Score の顕著な向上が見られた。 
さらに、「肝炎すごろく」の啓発効果を科学的に検証するため、3群比較試験（す

ごろく、リーフレット、動画）による研究デザインを策定した。学習内容の整合を

図るため、すごろくの内容をもとにリーフレットと動画を制作した。リーフレット

は 4ページ構成、動画は 8 分 40秒で構成され、統一したデザインで仕上げられて

いる。 
加えて、対面での啓発が難しい層を対象に、Web 版クロスワードパズルも試作

開発した。ユーザーがブラウザ上で解答・採点・解説を確認できる仕様とし、新た

なエデュテインメント資材としての有用性が確認された。 
（考察） 
本研究では、「肝炎すごろく」の継続的な改訂と調査を通じて、啓発資材としての
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高いユーザー満足度が示された。ボードゲームという形式の特性から、対面でのイ

ンタラクティブな学びが促進され、デジタル教材では得難い効果が得られること

が示唆された。また、3群比較による研究デザインの策定により、すごろくの教育

的・情緒的効果、自分ゴト化効果を科学的に検証可能としたことは、資材の社会的

信頼性向上に貢献するものと考えられる。 
Web クロスワードの試作は、非対面環境に対応した新たな啓発手法としての可

能性を広げた。今後は、肝炎拠点病院や医療コーディネーターの協力のもと、複数

のクロスワード資材を開発・展開し、肝炎対策のさらなる均てん化と認知拡大を図

っていくことが期待される。 

 

A. 研究目的 
肝疾患は、自覚症状が出るまでに時間が

かかる疾患であることから、その予防・対

策を特に若年層・壮年層において「自分ゴ

ト化」することが極めて困難であること

が課題となっている。ライフジャーニー

を短時間で追体験でき、今の行動が、後々

にどのような影響を及ぼすのかを一望で

きる仕組みとして「人生ゲーム」のような

すごろく型のボードゲームが啓発資材と

して最適であると考え、令和４年度まで

の拡充班において肝炎医療コーディネー

ターや患者団体の指導を受けながら「肝

炎すごろく」を開発し、学習効果の検証を

行い、有効性の POC を取得することが出

来た。令和 6 年度はその成果を基盤とし

て、多様な機関へのすごろくの貸与を行

い、ユーザービリティ調査を実施、この結

果を元に改善を実施する。合わせて、他の

啓発ツールとの学習効果の比較検証のた

めに、肝炎すごろくと同一の内容の持つ

リーフレット資材、動画資材の開発を行

う。 
また、対面での啓発が困難な対象者向け

及び啓発イベントでの持ち帰りツールと

なり得るウェブなどで簡易に実施可能な

エデュテインメントデジタル資材開発に

向けての検討を進め、ウェブ化試作開発

を実施する。 
 
B. 研究方法 
【肝炎すごろくのユーザー調査の拡充】 
令和６年度も肝炎すごろくの活用希望が

あった企業（ロシュ社、ギリアド社）及び

医療機関（医療法人あかね会 土谷総合

病院）にすごろくを貸与し、ユーザビリテ

ィ調査を実施した（土谷総合病院では院

内で肝炎すごろく大会も実施。） 
加えて日本科学未来館とコラボレーシ

ョンし、2025 年 3月 20日（木）に実施

された日本科学未来館イベント「研究者

たちと考える！ 楽しく臓器を守るに

は？」に付設された「体験コーナー ～臓
器を守るアイデアを体験しよう！～」に、

肝炎すごろくを出展し、日本科学未来館

ボランティアのファシリテーションのも

と、来場者にすごろくを体験してもらっ

た。 
 
【肝炎すごろくの啓発有効性検証デザイ

ンの策定と対照群となる別形態での啓発
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資材の開発】 
肝炎すごろくの学習効果比較対照試験

に供する対照群資材の開発にあたり、一

般によく活用されることの多いリーフレ

ット型、動画型の資材開発を行った。対照

群資材開発では、肝炎すごろくプレイに

よって取得可能な学習項目一覧表を作成、

整合をつけながらリーフレットに落とし

込むべき学習項目を選定する手法を採用

した。加えてこれまで学習効果検証に用

いてきた「肝炎テスト」も参照しながら、

リーフレットに掲載すべき学習項目の絞

り込みを行った。リーフレットのコンテ

ンツ案を作成した上で、本研究班メンバ

ーの竹内をはじめとした国際医療研究セ

ンター肝炎情報センターの監修のもと制

作を進めた。 
 定められた学習項目に基づき、肝炎す

ごろくで採用していたデザイントンマナ

（トーンとマナー）に合わせ、すごろくの

色使いやすごろくで使用したイラストや

アイコンを活用して、対照群リーフレッ

トを開発した。 
 動画については、開発したリーフレッ

トに基づき、e-learning及びウェブ研修な

どの動画コンテンツを模倣し、大まかな

シナリオを作成した上で、動画制作を実

施した。 
 
【新たなエデュテインメント資材の開発】 
「肝炎すごろく」の普及・調査と並行し、

対面での啓発が困難な対象者向けに、ウ

ェブなどで簡易に実施可能なエデュテイ

ンメントデジタル資材開発に向けての検

討を進め、試作開発を行った。具体的には、

昨年度企画した肝炎対策に関する紙ベー

スのクロスワードパズルのウェブ版試作

を実施した。 
 
（倫理面への配慮） 
本分担研究は、事業調査によって収集さ

れたデータに基づく解析研究であり、個

人情報を取り扱うことはない。したがっ

て厚生労働省「人を対象とする医学系研

究に関する倫理指針」（平成 26 年 12 月
22日）を遵守すべき研究には該当しない。 
 
C. 研究結果 
【肝炎すごろくのユーザー調査の拡充】 
令和 6 年度は、「肝炎すごろく」の普及活

動を通じて、資材のユーザビリティ調査

を実施した。ロシュ社より 77件、ギリア

ド社からは 12件、土谷総合病院からは 49
件の調査票を回収することができた。土

谷総合病院においては「肝炎すごろく大

会」（7月 29日（月）14時 30 分）を市民

向けに開催したとの報告もあった。 
 更に日本科学未来館イベントにおいて

は 75 名の一般市民が肝炎すごろくを体

験した。 
 すごろく実施者からは以下のような意

見が寄せられた。 
「構成がしっかりしているので最後まで

飽きずに楽しめる、肝炎についての内容

も具体的で記憶に残りやすかったので入

職してきたばかりのスタッフ、そうでな

いスタッフにも学習としてほしいと思っ

た。」 
「当初アプリの様なものの方が広く啓発

につながるのではないかと不躾ながらお

話しさせて頂いたこともありましたが、

改めて感じたこととしては、人生ゲーム
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の様なこういうボードゲームはみんなで

ワイワイ騒ぎながらやるのが楽しいので

あって、アプリにしたらダメなんだなと

も感じました。全てがデジタルの時代で

はないと痛感させて頂きました。」 
 更に、ユーザー調査で得た意見を反映

して、微修正を繰り返し現在改訂３版と

なっているが、図1のようにNet Promotor 
Score について、初版に比して医療者にお

いては、推奨者が 13%増加、非医療者に

おいては推奨が 20.8%増加するなど顕著

な推奨度向上につながった。 

 
 図１ NPS の初版・改訂版比較 

 

【肝炎すごろくの啓発有効性検証デザイ

ンの策定と対照群となる別形態での啓発

資材の開発】 
 肝炎すごろくの啓発有効性検証のエビ

デンスレベル向上を企図して、新たな研

究デザインを策定した。策定された研究

概要は以下の通り。 
[目的] 肝炎すごろくの学習効果と情緒

的な効果（学習時の感情・自分ごと化）を

既存の教材形式との比較調査によって明

らかにする 
[対象者] 肝炎医療に関わったことのな

い非医療従事者・非当事者の 18 歳以上の

男女（年齢制限については検討継続） 
[調査方法] 対象者を学習資材の形態毎

に 3 群に分けて肝炎知識の学習を行い、

学習効果と情緒的な効果を質問紙を用い

て収集し比較を行う 
[比較対象資材] ①肝炎すごろく、②リー

フレット（紙媒体/PDF）、③動画（PC/ス
マートフォン）の３種とする 
[学習効果（知識の定着率）の検証方法]  
これまでも活用してきた本研究班で開発

された肝炎知識テスト(10 問)を活用し、

学習前・学習直後・3ヶ月後に実施（長期

での定着率検証に係る期間設定について

は検討継続） 
[学習時の感情効果の検証方法]  ポジテ

ィブ情動 8 項目、ネガティブ情動 8 項目

の計 16 項目からなる簡易気分評定尺度

である日本語版 PANAS を活用し、学習直

後に実施 
[自分ごと化への効果（肝炎に対する意識

の変化）の検証方法] 肝炎に関する自分

ごと化アンケートを学習前・3ヶ月後（一

定期間後）に実施。自分ごと化度質問票は

オリジナルで作成予定。現段階での質問

案は以下の通り。 
1.あなたは自分の肝臓の健康についてど

のくらい関心がありますか  
2.直近３ヶ月の自分の体調や生活を振り

返って、あなたは脂肪肝だと思います

か？  
3.過去に肝炎ウイルス検査を受けたこと
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がありますか？  
4.直近３ヶ月の自分の体調や生活を振り

返って、あなたは肝炎ウイルスに感染し

ていると思いますか？ 
5.直近 3 ヶ月の間に、本調査以外で肝臓

や肝炎の情報を調べたり話したりするこ

とがありましたか？ 
 
 策定した研究デザインに基づき、3群を

分けるための対照群用資材を制作した。 
リーフレットには、すごろくマスのト

ピックを 8 割以上を網羅することを条件

にして学習内容の統一化を図った（すご

ろくのうちクイズカード内に記載された

学習項目は対象外とした）。 
 リーフレットは図〇の通り、A4 （2 つ）

折り、4ページとして、上質紙 90kg を採

用し、概ね 15 分程度で読了できる内容量

とした。 

 

 

図２ 開発したリーフレット資材 

 

リーフレットのコンテンツ構成は以下

の通り。 
1. 肝炎と肝臓病の基礎知識、2. 肝炎の種

類と治療、3. 脂肪肝とその予防、4. 肝硬
変・肝がん、5. 肝炎ウイルス検査、6. 肝
炎医療コーディネーター。 
 次に対照群用資材として動画資材を制

作した。動画資材は、リーフレット資材の

コンテンツを基盤にして、ウェブ研修な

どで用いられるような、アニメーション

が遷移することで分かりやすさを向上さ

せる工夫を施し、8 分 40秒の動画とした。

肝炎すごろくとのトンマナの同一化のた

めに、使用イラストを統一した。 
更に AI音声読み上げソフトを活用して

ナレーションを付す仕様とした。 
 動画構成は、リーフレットと同様で 1. 
肝炎と肝臓病の基礎知識、2. 肝炎の種類

と治療、3. 脂肪肝とその予防、4. 肝硬変・
肝がん、5. 肝炎ウイルス検査、6. 肝炎医

療コーディネーターとした。動画のキャ

プチャー画像抜粋を図 3 に示す。 
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図 3 開発した動画資材のキャプチャー

画像（一部抜粋） 

 
【新たなエデュテインメント資材の開発】 
対面での啓発が困難な対象者向け、対面

での肝臓病教室の事後アンケートの回答

率向上などにも貢献可能な QR コード配

布などで簡易に実施可能なエデュテイン

メント Web 資材開発に向けての検討を

進め、試作開発を行った。具体的には、

昨年度企画した肝炎対策に関する紙ベー

スのクロスワードパズルの Web版試作
開発を国際医療研究開発センターチーム

と実施した。 
 Web版クロスワードパズルは、「タテ

のキー」と「ヨコのキー」の問題（ヒン

ト）を解いて、□にひらがなで文字を入

力する仕組みとなっている。 
 タテヨコのそれぞれのキーもしくは□

内の番号をクリックすると回答は入力可

能となる。 
 ２重枠に入れた文字がキーワードとな

り、例文が完成する。 
 更に「採点する」をクリックすると答

え合わせの結果画面に遷移し、正答率や

それぞれの解説が閲覧できるような仕組

みとした（図 4） 
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① トップ画面 
  

 
② 入力中画面のイメージ 

③ 「採点する」をクリックすると展開す

る画面。設問及び回答の解説が閲覧で

きる。 
図 4 Web 版クロスワードパズルのキャ

プチャー画像（一部抜粋） 
 
試作したことで Web版クロスワード

は十分に機能することが確認された。 
 
D. 考察 
【肝炎すごろくのユーザー調査の拡充】 
肝炎すごろくについては、ユーザーから
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ポジティブな反応を多く得ることができ

た。またNPS調査を継続したことにより、

初版よりも第３版（改訂版）で推奨者が非

常に増加したことからも、改訂の効果を

見てとることができた。本改訂版を活用

して、研究班として更なる普及啓発に努

めるとともに、すごろくの販売や広域展

開を担う事業者等とのパートナーシップ

を模索することで、より多くの人に遊び、

学んでいただく機会を拡充していく必要

がある。 
【肝炎すごろくの啓発有効性検証デザイ

ンの策定と対照群となる別形態での啓発

資材の開発】 
 肝炎すごろくを通した普及啓発活動を

進めるためには、本エデュテインメント

資材の価値のエビデンスレベルの向上を

図る必要がある。そのことから別形態の

資材（リーフレット、動画）との３群比較

で学習効果（education 要素）、情緒的な

効果（entertainment 要素）、自分ごと化効

果などを検証可能な研究デザインの策定

と対照群用資材の開発を実施した。 
 令和７年度は令和６年度の成果に基づ

き、ホームユーステストなどを活用しな

がら調査を実施する計画である。 
 
【新たなエデュテインメント資材の開発】 
 Web 版のクロスワードパズルを試作開

発したことで、本新資材がエデュテイン

メント資材として機能することが示唆さ

れた。令和７年度は、この試作を基盤にし

ながら国際医療研究センター及び全国の

肝炎拠点病院、肝炎医療コーディネータ

ーの協力を得ながらクロスワードパズル

のキー（問題）を作成し、複数の肝炎クロ

スワードパズルを展開可能にする計画で

ある。 
 
E. 結論 
令和 6 年度は、肝炎すごろくのユーザー

調査を継続し、その改訂の効果を確認す

ることができた。 
 肝炎すごろくの啓発資材としての有効

性の POC 取得に向けて、比較試験デザイ

ンの策定及び比較対照群となる別形態の

資材を開発した。令和７年度は、この基盤

のもとに調査を進め、論文化に向けた作

業を推進する。 
更に新たなエデュテインメント資材と

してWeb版クロスワードパズルの開発を

促進させ、肝炎対策の均てん化促進に貢

献する計画である。 
  
 
 
F．健康危険情報 
無 
 

G. 研究発表 
1. 発表論文 
Naohiro Murata, Shozo Nishii, Ryoya 
Usuha, Asuka Kodaka, Masako 
Fujimori, Haruka Sugawara, Takashi 
Kiriyama, Hirotake Uchikado, Yasuo 
Okumura, and Takanori Takebe. A 
Gamified N-back App for Identifying 
Mild-cognitive Impairment in Older 
Adults. JMA Journal,8,1.2025  
 
2. 学会発表 
なし  

 
H. 知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 なし 
2.実用新案登録 なし 

 



                                                                                                
別紙４                                                                                           
                                                                                                 

研究成果の刊行に関する一覧表レイアウト（参考） 
                                                                                                 
      書籍                                                                                        

 著者氏名  論文タイトル名 書籍全体の 
 編集者名 

 書 籍 名 出版社名  出版地 出版年  ページ 

なし        

        

        

 
                                                                                                 
      雑誌                                                      

  発表者氏名   論文タイトル名  発表誌名   巻号  ページ   出版年 
Takeuchi Y, Nozawa A, 
Yukimoto A, Kitsuka M, 
Tateishi R, Koike K, 
Okano K, Kanto T. 

Integrated policy of 
medical expense 
subsidies and clinical 
registry for patients with 
liver cancer and 
decompensated 
cirrhosis in Japan. 

Hepatology 
Research. 54(8) 745-752 2024 

Shimizu R, Murai K, 
Tanaka K, Sato Y, 
Takeda N, Nakasyo S, 
Shirasaki T, Kawaguchi 
K, Shimakami T, Nio K, 
Nakaya Y, Kagiwada H, 
Horimoto K, Mizokami 
M, Kaneko S, Murata K, 
Yamashita T, Honda M.  

Nucleos(t)ide analogs 
for hepatitis B virus 
infection differentially 
regulate the growth 
factor signaling in 
hepatocytes 

Hepatology 
Communications 

8(1) e0351 2024 

Lyu J, Okada H, 
Sunagozaka H, 
Kawaguchi K, 
Shimakami T, Nio K, 
Murai   K, Shirasaki 
T, Yoshida M, Arai K, 
Yamashita T, Tanaka 
T, Harada K, Takamura 
T, Kaneko S, 
Yamashita T, Honda M. 

Potential utility of l-
carnitine for preventing 
liver tumors derived 
from metabolic 
dysfunction-associated 
steatohepatitis. 

Hepatology 
Communications 

8(5) e0425 2024 



Miura M, Nishino M, 
Kawaguchi K, Li S, 
Shimakami T, Tamai T, 
Nakagawa   H, 
Terashima T, Iida N, 
Takatori H, Arai K, 
Sakai Y, Yamashita T, 
Honda M, Kaneko S, 
Mizukoshi E, 
Yamashita T. 

Programmed cell 
death-1 is involved with 
peripheral blood 
immune cell profiles in 
patients with hepatitis C 
virus antiviral therapy.  

PLoS One 19(5) e0299424 2024 

Kimura M, Nishikawa T, 
Shimakami T, 
Terashima T, Horii R, 
Fukuda M, Yoshita M, 
Takata N, Hayashi T, 
Funaki M, Nio K, 
Takatori H, Arai K, 
Yamashita T, Honda M, 
Tanaka J, Kaneko S, 
Yamashita T.  

Higher FIB-4 index at 
baseline predicts 
development of liver 
cancer in a community-
based cohort with viral 
hepatitis. 

Global Health & 
Medicine 

6(6) 404-415 2024 

Okada H, Sakamoto T, 
Nio K, Li Y, Kuroki K, 
Sugimoto S, 
Shimakami T, Doi   

N, Honda M, Seiki M, 
Kaneko S, Yamashita 
T.  

Lipid nanoparticle-
encapsulated DOCK11-
siRNA efficiently 
reduces hepatitis B 
virus cccDNA level in 
infected mice.  

Molecular 
Therapy - 
Methods & 
Clinical 
Development.  

32(3) 101289 2024 

Yoshita M, Funaki M, 
Shimakami T, Kakuya 
M, Murai K, Sugimoto 
S, Kawase S, 
Matsumori K, Kawane 
T, Nishikawa T, 
Nakamura A, Suzuki R, 
Ishida A, Kawasaki N, 
Sato Y, Li YY, 
Sumiyadorj A, Nio K, 
Takatori H, Kawaguchi 
K, Kuroki K, Kato T, 
Honda M, Yamashita T.  

High-Throughput 
Screening of Antiviral 
Compounds Using a 
Recombinant Hepatitis 
B Virus and 
Identification of a 
Possible Infection 
Inhibitor, Skimmianine. 

Viruses 16(8) 1346 2024 

Murayama A, Igarashi 
H, Yamada N, Aly HH, 
Toyama M, Isogawa M,  
Shimakami T, Kato T. 

Exploring the tolerable 
region for HiBiT tag 
insertion in the hepatitis 
B virus genome.  

mSphere 9(10) e0051824 2024 

Nio K, Shimakami T, 
Terashima T, Yanagi 
M, Toyama T, 
Koshikawa N,  
Nakagawa M, Yoshida 
E, Yoshimura T, Seiki 
M, Honda M, 
Yamashita T.  

Serum laminin γ2 
monomer as a 
predictive biomarker for 
hepatocellular 
carcinoma in patients 
with chronic hepatitis B 
virus infection: a 
retrospective cohort 
study.  

Scientific Reports 14(1) 25395 2024 



Nobuharu 
Tamaki, Takefumi 
Kimura, Shun-Ichi 
Wakabayashi, Takeji 
Umemura, Namiki 
Izumi, Rohit 
Loomba, Masayuki 
Kurosaki 

Cardiometabolic criteria 
as predictors and 
treatment targets of 
liver-related events and 
cardiovascular events 
in metabolic 
dysfunction-associated 
steatotic liver disease 

Aliment 
Pharmacol Ther 

 

60 

 

1033-1041 

 

2024 

 

Nobuharu 
Tamaki, Kenta 
Takaura, Mayu 
Higuchi, Yutaka 
Yasui, Jun 
Itakura, Kaoru 
Tsuchiya, Hiroyuki 
Nakanishi, Namiki 
Izumi, Masayuki 
Kurosaki 

Enhanced Liver 
Fibrosis Score for 
Diagnosing Liver 
Fibrosis in Chronic 
Hepatitis 
 

Diagnostics 
(Basel) 
 

14 
 

1317 
 

2024 
 

Atsuhiro 
Morita, Nobuharu 
Tamaki, Haruhiko 
Kobashi, Nami 
Mori, Keiji 
Tsuji, Shintaro 
Takaki, Chitomi 
Hasebe, Takehiro 
Akahane, Hironori 
Ochi, Toshie 
Mashiba, Naohito 
Urawa, Hideki 
Fujii, Akeri 
Mitsuda, Masahiko 
Kondo, Chikara 
Ogawa, Yasushi 
Uchida, Ryoichi 
Narita, Hiroyuki 
Marusawa, Yoshihito 
Kubotsu, Tomomichi 
Matsushita, Masaya 
Shigeno, Hideo 
Yoshida, Katsuaki 
Tanaka, Eisuke 
Okamoto, Toyotaka 
Kasai, Toru 
Ishii, Kazuhiko 
Okada, Masayuki 
Kurosaki, Namiki Izumi 
 

Effect of treatment 
periods on efficacy of 
glecaprevir and 
pibrentasvir in chronic 
hepatitis C: A 
nationwide, 
prospective, 
multicenter study 
 

JGH Open  
 

25 
 

e13068 
 

2024 
 



Nobuharu 
Tamaki, Mayu 
Higuchi, Taisei 
Keitoku, Yudai 
Yamazaki, Naoki 
Uchihara, Keito 
Suzuki, Yuki 
Tanaka, Haruka 
Miyamoto, Michiko 
Yamada, Risa 
Okada, Kenta 
Takaura, Shohei 
Tanaka, Chiaki 
Maeyashiki, Yutaka 
Yasui, Kaoru 
Tsuchiya, Hiroyuki 
Nakanishi, Tatsuya 
Kanto, Masayuki 
Kurosaki, Namiki Izumi 

Magnetic resonance 
elastography for the 
prediction of 
hepatocellular 
carcinoma in chronic 
hepatitis B 
 

JGH Open  
 

8 
 

e13067 
 

2024 
 

Nobuharu 
Tamaki, Shun-Ichi 
Wakabayashi, Takefumi 
Kimura, Yutaka 
Yasui, Kaoru 
Tsuchiya, Hiroyuki 
Nakanishi, Daniel Q 
Huang, Takeji 
Umemura, Masayuki 
Kurosaki, Namiki Izumi 

Glycemic control target 
for liver and 
cardiovascular events 
risk in metabolic 
dysfunction-associated 
steatotic liver disease 
 

Hepatol Res  
 

54 
 

753-762 
 

2024 
 

Nobuharu 
Tamaki, Takefumi 
Kimura, Shun-Ichi 
Wakabayashi, Takeji 
Umemura, Masayuki 
Kurosaki, Rohit 
Loomba, Namiki Izumi 

Long-term clinical 
outcomes in steatotic 
liver disease and 
incidence of liver-
related events, 
cardiovascular events 
and all-cause mortality 

Aliment 
Pharmacol Ther 
 

60 
 

61-69 
 

2024 
 

Shun-Ichi 
Wakabayashi,  
Nobuharu 
Tamaki, Takefumi 
Kimura, Takeji 
Umemura, Masayuki 
Kurosaki, Namiki Izumi 
 

Natural history of lean 
and non-lean metabolic 
dysfunction-associated 
steatotic liver disease 
 

J Gastroenterol 
 

59 
 

494-503 
 

2024 
 

Naohiro Murata, Shozo 
Nishii, Ryoya Usuha, 
Asuka Kodaka1, 
Masako Fujimori, 
Haruka Sugawara, 
Takashi Kiriyama, 
Hirotake Uchikado, 
Yasuo Okumura, and 
Takanori Takebe 

A Gamified N-back App 
for Identifying Mild-
cognitive Impairment in 
Older Adults 

JMA Journal Vol. 8 Issue 1 74-182 2025 

 



別紙５  
 

「厚生労働科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について 
（平成26年4月14日科発0414第5号）」の別紙に定める様式（参考） 

 
 

年  月   日 
厚生労働大臣                                         

  （国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                      
                                           
                              機関名 

 
                      所属研究機関長 職 名 
                                                                                      
                              氏 名                
 

   次の職員の(元号)  年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理

については以下のとおりです。 
１．研究事業名                                           

２．研究課題名                                           

３．研究者名  （所属部署・職名）                                  

    （氏名・フリガナ）                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※
2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 □   □ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   □ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   □ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   □ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 □   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 □ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 □ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 □ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 □（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



研究倫理教育の受講状況 受講 ■ 未受講 □ 

 
厚生労働大臣 殿 

令和 7 年 4 月 7 日 

 
機関名  国立健康危機管理研究機構 

所属研究機関長 職 名 理事長 

氏 名 國土 典宏   
 

次の職員の令和 ６ 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい 

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  肝炎等克服政策研究事業   
 

２．研究課題名  指標等を活用した地域の実情に応じた肝炎対策均てん化の促進に資する研究  
 

３．研究者名 （所属部署・職名） 肝炎・免疫研究センター ・研究センター長           
 

（氏名・フリガナ）  考藤 達哉 ・カントウ タツヤ                
 

４．倫理審査の状況 
 

 該当性の有無 左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

有 無 審査済み 審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理 

指針（※3） 

 

□ 
 

■ 
 

□ 
  

□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験 
等の実施に関する基本指針 

□ ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称： ） 

 

□ 
 

■ 
 

□ 
  

□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ 

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

 
 

（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対 

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

 
 

６．利益相反の管理  

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関： ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □  無 ■（有の場合はその内容： ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 





研究倫理教育の受講状況 受講 ■ 未受講 □ 

 
厚生労働大臣 殿 

令和 7 年 ４月  １日 

 
機関名  武蔵野赤十字病院 

所属研究機関長 職 名 院長 

氏 名 黒崎 雅之  
 

次の職員の令和 ６ 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい 

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  肝炎等克服政策研究事業   
 

２．研究課題名  指標等を活用した地域の実情に応じた肝炎対策均てん化の促進に資する研究  
 

３．研究者名 （所属部署・職名）  消化器内科・副部長  
 

（氏名・フリガナ）   玉城 信治 ・ タマキ ノブハル  
 

４．倫理審査の状況 
 

 該当性の有無 左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

有 無 審査済み 審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理 

指針（※3） 

 

■ 
 

□ 
 

■ 
武蔵野赤十字病院臨床研究倫理

審査委員会 
 

□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験 
等の実施に関する基本指針 

□ ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称： ） 

 

□ 
 

■ 
 

□ 
  

□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ 

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

 
 

（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対 

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

 
 

６．利益相反の管理  

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関： ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □  無 ■（有の場合はその内容： ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



研究倫理教育の受講状況 受講 ■ 未受講 □ 

 
厚生労働大臣 殿 

令和 7 年   4 月  7  日 

 
機関名  国立健康危機管理研究機構 

所属研究機関長 職 名 理事長 

氏 名 國土 典宏   
 

次の職員の令和 ６ 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい 

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  肝炎等克服政策研究事業   
 

２．研究課題名  指標等を活用した地域の実情に応じた肝炎対策均てん化の促進に資する研究  
 

３．研究者名 （所属部署・職名） 肝炎・免疫研究センター ・ 客員研究員           
 

（氏名・フリガナ）  大座 紀子 ・ オオザ ノリコ                
 

４．倫理審査の状況 
 

 該当性の有無 左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

有 無 審査済み 審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理 

指針（※3） 

 

□ 
 

■ 
 

□ 
  

□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験 
等の実施に関する基本指針 

□ ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称： ） 

 

□ 
 

■ 
 

□ 
  

□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ 

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

 
 

（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対 

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

 
 

６．利益相反の管理  

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関： ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □  無 ■（有の場合はその内容： ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 7 年 4 月 1日 
                                       
 厚生労働大臣 殿 

                                                                             
                              機関名  国立大学法人金沢大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 和田 隆志           
 

   次の職員の令和 6 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名  肝炎等克服政策研究事業                                

２．研究課題名  指標等を活用した地域の実情に応じた肝炎対策均てん化の促進に資する研究         

３．研究者名  （所属部署・職名）医薬保健研究域医学系 ・ 准教授                     

    （氏名・フリガナ） 島上 哲朗 ・ シマカミ テツロウ                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
□   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：        ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：  ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

 



研究倫理教育の受講状況 受講 ■ 未受講 □ 

 
厚生労働大臣 殿 

令和７年４月２１日 

 
機関名  熊本大学 

所属研究機関長 職 名 学長 

氏 名 小川 久雄 
 

次の職員の令和 ６ 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい 

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  肝炎等克服政策研究事業   
 

２．研究課題名  指標等を活用した地域の実情に応じた肝炎対策均てん化の促進に資する研究  
 

３．研究者名 （所属部署・職名）  熊本大学病院・助教  
 

（氏名・フリガナ）   瀬戸山 博子・セトヤマ ヒロコ  
 

４．倫理審査の状況 
 

 該当性の有無 左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

有 無 審査済み 審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理 

指針（※3） 

 

□ 
 

■ 
 

□ 
  

□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験 
等の実施に関する基本指針 

□ ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称： ） 

 

□ 
 

■ 
 

□ 
  

□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ 

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項）  
 

（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対 

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

 
 

６．利益相反の管理  

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関： ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □  無 ■（有の場合はその内容： ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 ７ 年 ４ 月 ７ 日 
厚生労働大臣 殿 

                                                                                              
                   
                              機関名 国立健康危機管理研究機構 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名 國土 典宏           
 

   次の職員の令和６年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  肝炎等克服政策研究事業                                        

２．研究課題名  指標等を活用した地域の実情に応じた肝炎対策均てん化の促進に資する研究                                       

３．研究者名  （所属部署・職名） 肝炎情報センター・上級研究員                                 

    （氏名・フリガナ） 竹内 泰江・タケウチ ヤスエ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。  
・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 




